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編集にあたって 

 

この論文集は、大阪大学山内直人ゼミナールに所属する法学部の 2 回生、3 回生及び 4 回生、

総勢 22 名のメンバーが 2014 年度のゼミナール活動の一環として作成した 4 編の論文を編集した

ものです。 

掲載されている論文はすべて、日頃テレビや新聞などで目にする社会問題の中で、学生自らが

興味を持ったものを扱っています。興味のある社会問題に対してその現状を調査し、問題意識を

持ち、計量経済学という視点から分析、考察を行い、問題の解決に向けた政策を提言しています。 

各論文とも未熟な点が多く残ってはおりますが、学生という若く自由な立場から行った政策提

言が、実際に政策を行う国や地方自治体などに影響を与え、より良い社会の創造に少しでも寄与

できるものであればと期待しています。 

また、論文はいずれも、ISFJ 日本政策学生会議、WEST 論文研究発表会の両方に提出され、発

表されました。 

 

～本年度 ISFJ・WEST 提出論文～ 

「義務教育における教育政策の再考」 

「喫煙依存者の社会経済的特徴」 

「健康寿命延伸による新たな高齢社会対策」 

「女性の政治過小代表是正に向けて」 

 

 

 最後になりましたが、論文作成にあたってご指導いただいた山内直人教授をはじめ、資料提供、指導

など様々な面で本当に多くの方にご協力をいただきました。巻末にお名前を掲載させていただいており

ます。ご協力をいただいた皆様には、この場をお借りして感謝の意を述べさせていただきたいと思いま

す。 

 

 ありがとうございました。 

 

2015 年 2 月 

論文編集担当代表 

市後彩夏 
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第 1 章 義務教育における教育政策の再考 

  

 

日下拓也 井上ゆり絵 

立山奏子 小田健太 

加藤久美子 

要旨 

我が国では、これまでに幾度も学習指導要領が改訂され、義務教育課程における児童・生徒の学力向上のための有効

な政策を探ってきた。1998 年から始まった「ゆとり教育」が 2008 年に廃止されて以降、全国学力学習状況調査では著

しい結果が得られていないものの、PISA や TIMSS などの国際的な学力テストでは一定の成果が見受けられるようになっ

た。しかしながら、依然として課題は残されている。そのひとつは、学力格差の拡大である。全体的な学力の向上は見

られるものの、個人間格差や、学校間格差、地域間格差はいずれも深刻な問題となっており、その格差は他の先進国と

比べても大きい。また、効果的な授業形態についての研究も不足している。特に、学力格差の是正のための政策として

国が推進してきた少人数学級や習熟度別授業については著しい成果が見られず、その有用性については賛否両論があ

り、現在廃止の検討もなされている。  

本稿では、義務教育における現行の政策の問題点を指摘し、論点を整理したうえで、義務教育における有効な教育政

策が何であるかを探るため、2012 年～2014 年の全国学力学習状況調査の都道府県別データを用いて、義務教育における

教育政策が小・中学生の学力に与える影響を分析した。分析の結果、小学生のデータを用いて行った分析では、「中学

校との連携」、「学校地域ボランティア協力」、「生活保護受給率」が学力テストのスコアに対して正の影響を与える

ことがわかった。また、中学校のデータを用いて行った分析では、「平日勉強時間」、「地域ボランティア協力」、

「公立中学校進学率」が学力テストのスコアに対して正の影響を与え、「生活保護受給率」が学力テストのスコアに対

して負の影響を与えることがわかった。少人数学級、および習熟度別授業についてはいずれの分析でも有意な結果が得

られなかった。以上を踏まえ、我々は、いずれの分析においても生徒の学力に正の影響を与えることが明らかとなった

「学校支援地域ボランティア」に焦点をあて、現状の問題点をそれぞれ指摘した上で、学力向上のための政策を提言

し、その効果について検討する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本稿の作成にあたっては、山内直人教授（大阪大学）をはじめ、多くの方々から有益かつ熱心なコメントを頂戴した。ここに記して感

謝の意を表したい。しかしながら、本稿にあり得る誤り、主張の一切の責任はいうまでもなく筆者たち個人に帰するものである。 
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Ⅰ はじめに 
 
我が国では、「国民が共通に身に付けるべき公教育

の基礎的部分を、だれもが等しく享受し得るように制

度的に保障すること」を義務教育の目的として、これ

までに様々な政策を行ってきた。「生きる力」の育成

を目指すこととなった 1998 年の学習指導要領改訂で

は、児童・生徒らに「生きる力」を身に付けさせるこ

とを目指して、学校完全週 5 日制が実施され、総合的

な学習の時間が創設された。このため、学習内容が大

幅に削減され、いわゆる「ゆとり教育」が始まったの

だが、これにより学力低下が叫ばれることとなった。

2008 年に改訂された新学習指導要領の施行により「ゆ

とり教育」が廃止されて以降、PISA や TIMSS などの国

際的な学力テストでは一定の成果が見受けられるよう

になったものの、政策の効果が期待したものほどでは

なく、学力格差の拡大など依然として解決できていな

い問題がある。また、政府が推進している少人数学級

や習熟度別授業といった制度の有用性についての明確

なエビデンスは得られておらず、有効な教育政策が何

であるかについては議論の余地がある。 

本稿では、すべての子供に等しく教育機会を提供す

べきであると考えられる義務教育における現行の政策

の問題点を指摘し、論点を整理したうえで、義務教育

における有効な教育政策が何であるかを探るため、

2012 年～2014 年の全国学力学習状況調査の都道府県別

データを用いて、義務教育における教育政策が小・中

学生の学力に与える影響を分析する。分析の結果を踏

まえて、今後あるべき教育政策について提言を行う。 

なお、本稿の構成は以下のとおりである。Ⅱ章では

義務教育の重要性と小・中学生の学力の推移、これま

での教育政策の変遷と政府の行ってきた政策について

説明し、義務教育における教育政策の論点を整理した

うえで問題意識を述べる。Ⅲ章では本稿の先行研究を

紹介し、オリジナリティを提示する。Ⅳ章では、分析

を行う際に使用したデータを記載するとともに、分析

の枠組みを詳細に述べ、結果の考察を行う。Ⅴ章では

分析の結果を踏まえ、小・中学生の学力向上のための

有効な政策を提言する。 

 
Ⅱ 現状及び問題意識 

 
１ 義務教育の重要性 
 

現在の日本の教育では、日本国憲法第 26 条第 2 項

に、「すべて国民は、法律の定めるところにより、そ

の保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負う。

義務教育は、これを無償とする」と定められており、

この規定に基づく教育を「義務教育」と呼称してい

る。また教育基本法(平成 18 年法律第 120 号)の第 5 条

第 2 項では、「義務教育として行われる普通教育は、

各個人の有する能力を伸ばしつつ社会において自立的

に生きる基礎を培い、また、国家および社会の形成者

として必要とされる基本的な資質を養うことを目的と

して行われるものとする。」と規定されている。現行

の法令には、「普通教育」の具体的な内容や義務教育

そのものの具体的な目標を直接的に示した規定は存在

せず、学校教育法において小学校及び中学校の目的や

その教育の目標がそれぞれ示されており、これらの規

定に従って学習指導要領などの教育課程に関する事項

が定められ、各学校における教育活動が実施されてい

る。 

日本政府は、義務教育について「国民が共通に身に

付けるべき公教育の基礎的部分を、だれもが等しく享

受し得るように制度的に保障するものである。」とし

ており、 その目的については次の 2 点を中心にとらえ

ている。 

1. 国家・社会の形成者として共通に求められる最低

限の基盤的な資質の育成 

2. 国民の教育を受ける権利の最小限の社会的保障 

つまり、義務教育を通じて、共通の言語、文化、規

範意識など、社会を構成する一人一人に不可欠な基礎

的な資質を身に付けさせることにより、初めて社会は

統合された国民国家として存在し得ると考えられ、義

務教育は国家・社会の要請に基づいて国家・社会の形

成者としての国民を育成するという側面を持っている

といえる。一方で、義務教育には、憲法の規定する

個々の国民の教育を受ける権利を保障する観点から、

個人の個性や能力を伸ばし、人格を高めるという側面

がある。子供たちを様々な分野の学習に触れさせるこ

とにより、それぞれの可能性を開花させるチャンスを

与えることも義務教育の大きな役割の一つであり、義

務教育の目的を考える際には両者のバランスを考慮す

る必要がある。 

しかしながら、義務教育において児童・生徒に付け

させるべき基礎的・基本的学力については、前者の側

面の重要性から、ある程度画一的になってもすべての

子供に身に付けさせることが必要であり、基礎的な力

を身につけた上で多様化を考えるべきであるといえる。 

 

２ 学力の現状 

 

（１）全国学力・学習状況調査からみる日本の学力の

推移 

全国学力・学習状況調査は「全国中学校一斉学力調

査」として 1960 年代にも行われたが、学校や地域間の

競争が過熱したことにより、1964 年をもって全員調査

を中止した。だが、近年、学力低下が問題視され、文

部科学省は 2007 年に 43 年ぶりに全員調査を復活させ

た。算数・数学と国語と理科（2012 年から)3 科目で、

それぞれ知識力を問う問題(A)と知識活用力を問う問題

(B)の 2種類に分かれている。 

図 1、図 2 に、2007 年以降の全国学力学習状況調査

の平均点の推移を示す。2008 年に学力低下騒動のあっ

た前指導要領の全面的な見直しが 2008 年に行われ、

2011 年から新学習指導要領が実施されたが、各教科、

および小・中学生の全教科平均点は 2012 年以降も横ば

いとなっており、著しい学力向上の成果はみられない。 
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（ ２ ） PISA(Programme for International Student 

Assessment)からみる日本の学力の推移 

国際的な学習到達度に関する調査の一つに、OECD が

進 め て い る PISA(Programme for International 

Student Assessment)がある。OECD では 15 歳児を対象

に読解力、数学的リテラシー、科学的リテラシーの三

分野について、3 年ごとにこの調査を実施している。

2012 年度の調査では 65 の国と地域から約 51 万人が参

加した。日本では、全国の高等学校、中等教育学校後

期課程、高等・専門学校の 1 年生のうち、191 校、約

6400 人が調査に参加した。日本の順位は 2000 年から

2006 年までは低下し続けたが、2006 年以降、全ての科

目の順位、平均得点が上昇している。(図 3、4) 

 

（３）国際数学・理科教育調査(TIMSS)(Trends in 

International Mathematics and Science Study)から

みる日本の学力の推移 

国際数学・理科教育調査(TIMSS)とは、国際教育到達

度評価学会(IEA)が行う小・中学生を対象とした国際比

較教育調査である。学校教育で得た知識や技能がどの

程度習得されているかを評価するものであり、調査目

的は「初等中等教育段階における児童・生徒の算数・

数学及び理科の教育到達度を国際的な尺度によって測

定し、児童・生徒の学習環境条件等の諸要因との関係

を分析する。」であり、調査は 4 年毎に行われる。

2011 年に実施された調査では、小学校は 50 の国と地域

(約 26 万人)、中学校は 42 の国と地域(約 24 万人)が参

加した。日本では、149 校の小学校 4 年生約 4400 人、

138 校の中学校 2 年生約 4400 人が参加した。過去 5 回

分の日本の順位を図 5 に示す。小学校では、各教科と

も前回調査に比べ、平均得点が上昇するとともに、習

熟度の低い児童の割合が減少し、習熟度の高い児童の

割合が増加した。中学校では、各教科とも平均得点は

前回調査と同程度だが、習熟度の高い生徒の割合が増

加していた。 

 

３ 政府の取り組み 

 

1989 年以前のカリキュラムは過密であり、現場の準

備不足や教師の力不足もあって、授業について行けな

い生徒を生んでいた。その反省から授業内容を削減

し、ゆとりある充実した学校生活を目指した。しか

し、公立と私立の間に削減量の差があり、学力格差に

結びついた。学校群制度も影響し、公立学校の進学実

績の低下が明らかになった。 

1992 年以降、個性をいかす教育を目指し、学習内容

を更に削減した。その代わりに、生活科の新設、道徳

教育の充実等を行い、社会の変化に自ら対応できる心

豊かな人間の育成を目指したが、基本的な知識の軽視

や関心・意欲・態度の客観的評価の困難さ、などの問

題があった。 

1998 年に学習指導要領が改訂され、2002 年から実施

された。教育内容の厳選、「総合的な学習の時間」の

新設により、基礎・基本を確実に身に付けさせ、自ら

学び自ら考える力などの「生きる力」の育成を目指す

こととなった。学校完全週 5 日制が実施され、中学校

では英語が必修となった。また、小学校中学年から高

等学校において総合的な学習の時間が創設された。こ

のため、学習内容が大幅に削減され、これがいわゆる

「ゆとり教育」の始まりとされる。 

2008 年に学力低下騒動のあった前指導要領の全面的

な見直しが 2008 年に行われ、2011 年から新学習指導要

領が実施された。ここでは、「ゆとり」か「詰め込

み」のどちらかではなく「生きる力」をはぐくむ教育

を目指すべきであるとされ、基礎的な知識や技能の習

得に加え、思考力や判断力、表現力の育成を目指して

いる。具体的には、小学校 1～6 年生の算数、3～6 年生

の理科、1,2 年生の体育の授業数を増加し、週当たりの

標準授業時数を 1,2 年生で 2 時間、3～6 年生で 1 時間

増加させている。また、算数、理科に新しい内容を加

え、2009 年度からすべての学校で小学 5,6 年生を対象

に、週に 1 時間(年間 35 単位時間)「外国語活動」を実

施することが新たに加えられた。中学校では週当たり

の授業時数を各学年で週 1 時間増加させ、数学・理科

で新たな内容が追加されることとなった。1998 年の改

訂とは対照的に、2008 年の新学習指導要領では授業

数・指導内容の増加を定めている。  

 
Ⅲ 問題意識 

  
これまでに幾度も学習指導要領が改訂され、義務教

育課程における児童・生徒の学力向上のための有効な

政策を探ってきた。先に述べたように、2008 年に「ゆ

とり教育」が廃止されて以降、PISA や TIMSS などの国

際的な学力テストでは一定の成果が見受けられるよう

になったものの、政策の効果が期待したものほどでは

ないという実情がある。また、有効な教育政策が何で

あるかについては議論の余地がある。以下では、政府

が依然として是正のための策を講じることのできてい

ない学力格差の問題と、授業形態に関する研究につい

て述べ、現行の教育政策をめぐる論点を整理する。 

 
１ 学力格差 

 

この項では、学力格差を、学校間格差、地域間格

差、個人間格差の 3 つに分け、日本における学力格差

の現状とその問題点を述べる。 

 

（１）学校間格差 

学校間格差については、世界の各国に比べて日本の

学校間の学力格差がどのような位置づけにあるのかを

確認しながら述べていきたい。図 3 において示したよ
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うに、PISA においては 2000 年から 2006 年にかけて、

日本の順位は低下傾向にあったが、2006 年から 2012 年

は上昇傾向にある。しかし、「2012 OECD 学校内での学

力格差と学校間での学力格差」(図 6)において、調査で

用いられている「学校内格差:学校間格差」指数を見る

と、OECD 平均は「2:7」であるのに対し、日本は

「1:30」となっている。このことから、OECD 諸国に比べ

て日本では学校間格差が極端に大きいことがわかる。

また、日本と同様に学校間格差が大きい香港や台湾と

比べ、日本の下位層の生徒の点数は大幅に低いといえ

る。  

学校間格差に関する先行研究として、「戦後日本の

高校間格差成立過程と社会階層」(中西祐子ら(1997))

や、「高校生文化と進路形成の変容 第四章進路選択

の構造と変容」(耳塚寛明ら(2000))があげられる。中

西祐子ら(1997)では、職業科は高校の学科階層の下位

に位置づけられているのに対して、普通科内部では、

分散は拡大し、階層間格差と普学校間格差との相関が

明確になったとしている。耳塚寛明ら(2000)では、学

校間格差の要因は家計水準の影響が高まったことにあ

ると指摘されている。 

 

（２）地域間格差 

地域間格差については、格差を表す指標として「全

国学力・学習状況調査」の都道府県別順位の推移を用

いて述べる。図 7 はその上位層と下位層に注目したも

のであるが、上位層(福井県・秋田県・富山県など)

と、下位層(沖縄県・大阪府・岩手県など)の都道府県

がほぼ固定していることが分かる。この理由として、

学力調査の受験対象が公立校に通う生徒のみであるた

め、私立中学校に通う生徒の多い都道府県が私立中学

校に通う生徒の少ない都道府県よりも下位になるとい

うことが考えられる。2013 年の全教科平均正答率 1 位

(秋田県)と 47 位(沖縄県)の差が大きく開いており(小

学校では約 15 点差、中学校では約 12 点差)、同じ義務

教育下にあるにも関わらず、学力格差が生じている。  

地域間格差をテーマとした研究として、「我が国に

おける教育水準の地域格差」(川田力(1992))があげら

れる。ここでは、教育水準の地域格差とその発生メカ

ニズムについて検討することを課題し、国勢調査と学

校基本調査をもとに、地域間格差に影響を与える原因

として、「大学立地の地域差」、「進学時と就職時の

地域移動」、「都市農村格差」および「都市間格差」

を取り上げて分析を行っている。 小・中学生の学力の

地域間格差を焦点にあてた先行研究は見つけられなか

った。 

 

（３）個人間格差 

個人間格差については、図 8 に示す PISA の「mean 

mathematic performance by national quarter of 

socio economic status」の結果を用いて述べる。家庭

の社会的背景を考慮した後のポイントの上位層と下位

層の差が、OECD 平均では 2.80 であるのに対し、日本で

は 1.84 である。他の先進国を見ても、アメリカは

2.49、ドイツは 2.40 であり、日本の 1.84 がそれほど

高い数値であるとは言えない。  

しかし、教員のアンケートである「第 4 回学習指導

基本調査」(ベネッセ教育研究開発センター実施)を見

ると、個人間格差の存在が確認できる。「生徒を全体

的に見たときに、学力水準はどう変化したか」という

問いに対して、約 5 割の教員が「変わらない」と回答

している。その一方で、「生徒間の学力格差はどう変

化したか」という問いに対しては約 6 割 5 分の教員が

「大きくなった」と回答した。(図 9) 

また、このような学力格差は一世代に留まるもので

はなく、親から子へ、子から孫へと継承する傾向があ

り、これは「格差継承」と呼ばれている。「格差継

承」の原因として、低所得者層は子供に低水準の教育

を受けさせることしかできず、子供も将来、低所得者

層に入ってしまうという負のサイクルから抜けだせな

いことが挙げられる。「平成 25 年度全国学力・学習状

況調査の結果を活用した学力に影響を与える要因分析

に関する調査研究」(耳塚)によると、世帯所得と算数

学力平均値、一か月の学校外教育支出と算数学力平均

値には相関関係が見られる。また、2012 年に OECD によ

って施行された PISA の調査の「Relationship between 

performance in mathematics, reading, and science, 

and socio-economic status」の項目からは、勉強

机、参考書といった家庭の学習リソース、書物等の家

庭におけるクラシックな文化的所有物、父親の学歴等

の保護者の教育的背景をはじめとする、「社会文化的

背景」と数学的リテラシーとの間に相関性が見られ

る。日本は、参加国 178 国の中で、この相関性の強さ

が最も大きい。 

                             

２ 有効な授業形態とは  

 

上に述べたような学力格差の是正や学力の向上を図

るために、政府は主に少人数学級と習熟度別授業とい

う 2 つの授業形態を推進してきた。ここでは、これら 2

つの授業形態についてそれぞれ論点を整理する。 

 

（１）習熟度別授業 

習熟度別授業とは、児童生徒の学習効率を上げよう

とする授業形態の一つである。その方法には、児童生

徒の理解度や能力に応じて複数の学級に編成し直す能

力別学習集団編成方式や、一つの学級内を複数のコー

スに分けてコースごとに学習する学級内能力別グルー

プ編成方式などがある。国は習熟度別授業を肯定し推

し進める政策をとっているが、習熟度別授業によって

学力格差が助長するのではないかという点で問題点も

指摘されている。上位のクラスの生徒が上位のクラス
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にいることに満足し、下位のクラスの生徒は周囲に同

様の生徒がいることに甘んじ、学習意欲の低下をもた

らすという指摘もされている。欧米の研究においても

能力別指導・進路別指導の有効性が疑わしいとされ、

廃止される例が相次いでいる。 

以上のように、政府が推進している習熟度別授業に

は肯定的な結果や意見もあるが、批判的意見や研究も

多分にあるのが現状である。 

 

（２）少人数学級 

文部科学省は生徒一人ひとりの理解度や興味、関心

に応じたきめ細かな教育を実現するため、少人数学級

の実施を推進している。2001 年 3 月に義務標準法の改

正が行われ、各自治体の裁量で少人数の指導ができる

ようになった。それに伴い、文部科学省は 2001 年から

の 5 年間で約 2 万 3 千人の教員を増員した。2011 年に

は「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の

標準に関する法律及び地方教育行政の組織及び運営に

関する法律の一部を改正する法律」が制定され、公立

小学校 1 年生の一クラスあたりの生徒数の標準が 40 人

から 35 人に引き下げられた。その結果、2011 年には小

学校低学年を中心に全都道府県において少人数学級が

実施されるようになった。政府は現在、日本の 1 学級

あたりの生徒数の平均は小学校 28.1 人、中学校 33.0

人となっている。 

しかしながら、その効果については明確でない。学

級の人数の違いによる教育効果の研究については、ア

メリカで早くから行われている。アメリカ政府が 65 万

人の児童生徒を対象に行ったコールマン報告(1966)で

は、「子供たちの教育効果を決定づけるもっとも大き

な要因は学級規模である」と結論づけている。一方

で、Hanushek(1996)は 1994 年に発表された 277 件の分

析を調査し、教員生徒比率が学力にプラスの効果を与

えているものが 15％、マイナスの効果をあたえている

ものが 13%、あとの 72%では影響を与えてはいないとい

う結果を得た。このことから、教員生徒比率が学力に

与える影響はなく、影響があってもその符号は一定で

ないと指摘している。日本における研究でも、清水

(2002)は小学 5 年生と中学校 1 年生を対象に算数・数

学の学力テスト結果を用いて分析を行い、学級規模は

平均正答率に影響を与えていないことを指摘してい

る。三宅(2002)では理科においても同様の結果が得ら

れた。一方、赤林・中村(2011)は横浜市の独自テスト

と全国学力・学習状況調査結果を使い学級規模の効果

を分析し、小学校 6 年生において学級規模の縮小が学

力にプラスの効果を与えることを示した。 

文部科学省は、「学級編制・教職員定数改善等に関

する基礎資料」(2010)において、少人数学級導入の効

果として、先行して導入した秋田県において学力向上

の成果が見られたことや、山形県において不登校や欠

席率が低下するという傾向が見られていることを報告

している。一方で、2014 年 10 月、財務省が財源確保の

問題から、公立小学校の 1 年生で導入されている 35 人

学級を見直し、40 人学級に戻すことを求める方針を固

めたことが明らかになった。 

 
Ⅳ 先行研究及び本校の位置づけ 
 
１ 問題意識 

 

義務教育過程における学力決定要因に関する論文は

多数あるものの、実証的に分析を行っている論文は少

ない。その大きな原因として、データの不足が考えら

れる。公的機関が全国規模で学力調査を行っているの

は、文部科学省が実施する「全国学力・学習状況調

査」のみである。教育が個人や団体間を順位付けする

ものであってはならないという観点から、調査結果の

公開が制限されていることも教育に関する実証分析を

行った論文が少ないことの原因として挙げられる。本

稿では、以下の 3つを先行研究として取り上げる。 

まず 1 つ目に、千葉県検証改善委員会が作成した

「平成 19 年度『全国学力・学習状況調査』分析報告

書」がある。この報告書は全 8 章から成り立っている

が、その中でも「第五章 学校環境と教育活動が学力

に与える影響―通塾者と非通塾者の比較分析から―(須

藤)」を取り上げる。この先行研究では、非通塾者と通

塾者を分けて分析を行い、どのような学校教育の取り

組みが非通塾者のスコアに影響を与えるのかについて

研究している。分析からは、①教員の増加、②教師平

均年齢の高さ、③放課後に補充的な学習サポート、④

教師が授業研究を行うこと、の 4 つが非通塾者のスコ

ア向上に役立つという結果が得られた。この先行研究

では、非通塾者がスコアを伸ばす要因について分析を

行っている点において、本稿の参考になると考えられ

る。また、データは全国学力・学習状況調査を用いて

おり、比較的追試が容易であったため先行研究として

取り上げた。 

2 つ目の先行研究には、「小学校の学力格差に挑むー

誰が学力を獲得するのか」(耳塚 2007)を取り上げる。

この先行研究では、御茶ノ水女子大学教育社会学研究

が 独 自 に JELS2003(Japan Education Longitudinal 

Study)という追跡調査を行い、そのデータを用いて小

学校の学力格差の実態について記述している。具体的

には、大都市・小都市において家庭的背景がどの程度

学力を規定しているかについて、それぞれ分析を行っ

ている。その結果、大都市の方が小都市よりも、親の

学力・通塾率が子供の学力に影響することが分かっ

た。JELS のデータを入手することは不可能であった

が、この先行研究は我々が着目したい学力の決定要因

について分析を行っていたため、参考になると考え

た。 
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3 つ目は、文部科学省委託研究「平成 25 年度全国学

力・学習状況調査(きめ細かい調査)の結果を活用した

学力に影響を与える要因分析に関する調査研究」(耳塚

2014)である。この論文では、まず家庭状況と学力の関

係を調査し、①世帯収入が多く、父母の学歴が高い家

庭ほど児童生徒の学力が高いこと、②学校外教育費支

出が多い家庭ほど児童生徒の学力が高いこと、を明ら

かにした。そして次に、学校内での家庭の社会経済的

背景による影響を縮小する学校の取り組みについて調

査している。その結果、①放課後を利用した補充的な

学習サポート、②算数の授業における習熟度別少人数

指導(習熟の遅いグループに対する指導)、③小中連携

(教科の指導内容や指導方法についての連携)、④家庭

学習の課題の与え方に関する教職員の共通理解、に取

り組んでいる学校が、こうした家庭の社会経済的背景

の学力に与える影響を小さくしていることが分かっ

た。 

 

２ 本稿の位置づけ 

 

本稿の目的は、教育政策の変遷の過程でこれまでに

導入され、推進されてきた小・中学校での取り組みが

小・中学生の学力に与える影響を検証することにあ

る。そして、我が国の将来を担う子供達が生まれた環

境にかかわらず等しく教育を受け、社会を生き抜くた

めに必要な学力やそれに付随する能力を獲得すること

が義務教育の目的であるから、その達成に近づくため

の有効な政策を分析に基づいて講じたい。前述のよう

に、これまで様々な教育政策が打ち出されてきたが、

我が国における学校・教育データ利用の未整備や教育

学社会学と比較した経済学的アプローチの有益性の理

解不足といった理由からその効果を包括的に実証分析

した研究は少なく、政策の効果は明らかとなっていな

い。また、これまでの研究では、児童・生徒の家庭的

要因に絞って分析しているものが主であった。そこで

本稿ではこれまでの学校での取り組みに焦点を当てて

分析を行う。なお、我々は学校制度を考案するに当た

り、2012 年～2014 年の「全国学力・学習状況調査」の

データを用い、パネルデータ分析を行う。 

 
Ⅴ 実証分析 
 
１ 分析の枠組み 
 

本稿では主に「全国学力・学習状況調査」を用いて

実証分析を行い、小・中学生の学力の決定要因を明ら

かにする。2012 年から 2014 年までに行われた都道府県

別の小中学生の学力調査の結果と諸調査の都道府県別

結果を用いて、3 年分のパネルデータを作成し分析を行

う。被説明変数を「全国学力・学習状況調査」におけ

るテストの正答率とし、説明変数を学力調査で行われ

たアンケート結果から導出した変数、及び学力の調整

変数とする。分析手法はパネルデータ分析、分析モデ

ルは固定効果モデルで、3 年分のデータで小学生・中学

生に関して２つの分析を行った。 

 

２ 変数選択 

 

まず、教育のアウトプットである「学力」を全国学

力・学習状況調査の 2 教科 4 科目の平均正答率の合計

とし、これを被説明変数として利用する。2 教科 4 科目

とは、小学生は国語Ａ・Ｂと算数Ａ・Ｂ中学生は国語

Ａ・Ｂと数学Ａ・Ｂである。 

説明変数として、以下のような都道府県別のデータ

を用いる。 

 

＜平日家庭学習＞ 

一般的に、よく勉強すれば学力は伸びると言われて

いる。子供に学習習慣が身についているほど、学力が

高いと考えた。 

 

＜放課後補習＞＜土曜日補習＞＜長期休業補習＞ 

授業外に子供に対して学校が補習授業を行うこと

が、学力向上に影響を与えていると考えた。同じ授業

外補習でも、補習を行うタイミングによって学力に与

える影響が違うのではないかと考え、三種類の補習に

関する変数を投入した。 

 

＜少人数ボトムアップ＞ 

先行研究等で頻繁に少人数学級・習熟度別学級の影

響が取り上げられ、論じられている。学級を少人数に

して学力の底上げを行うことが、学力向上にプラスの

影響を与えているのではないかと考えた。 

 

＜ボランティア協力＞＜中学校と連携（小学校の分

析のみ）＞ 

地域一体となって児童生徒の学習環境を整えようと

する声が高まる中、地域住民等の学校に対するボラン

ティア協力や小中学校の連携が児童の学習活動やその

結果である学力によい影響を与えているのではないか

と考えた。 

 

＜校内研修＞ 

教員が校内研修を多く行い、授業における指導方法

等について理解を深め技術を磨くことが子供に影響し

ているのではないかと考えた。 

 

＜生活保護受給率＞ 

家庭が貧窮し、子供が学習に集中できないことが、

子供の学力に悪影響を及ぼしているのではないかと考

えた。 
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＜公立中学校進学率＞ 

一般に国私立中学校に進む子供の学力の平均値は、

公立中学校に進学する子供の学力の平均値より高いと

思われる。「全国学力・学習状況調査」の結果が公表

されているのは公立小中学校に関するデータのみであ

るため、分析を調整する変数として投入した。 

 

＜通塾率＞ 

塾に通っている割合が高いほど、学力が高いという

結果が出るのではないかと考えた。 

  

前述のような項目を、どのように変数として用いた

かについて説明する。最初に、学力調査で行われたア

ンケート結果から導出した変数について説明したい。 

変数を導出したアンケート項目は、平日家庭学習・

放課後補習・土日補習・長期休暇補習・少人数ボトム

アップ・地域ボランティア協力・中学校との連携・校

内研修の 7つである。 

学力調査の都道府県別データは表１のように公開さ

れている。  

この場合、北海道において、「生徒の授業時間以外

に普段(月～金曜日)、1 日当たりどれくらいの時間勉強

をしますか」という質問に対し、8.8%の生徒が「1. 3

時間以上」、23.0%の生徒が「2. 2 時間以上、3 時間

より少ない」、30.3%の生徒が「3. 1 時間以上、2 時

間より少ない」、18.4%の生徒が「4. 30 分以上、1 時

間より少ない」、11.2%の生徒が「5. 30 分より少な

い」、8.1%の生徒が「6. 全くしない」と答えた、と

いうことになる。 

この結果を元に、以下の方法で加工を行った。この

質問では、選択する番号が小さいほど、よく勉強する

ことになるため、本稿では、 

1 と回答→6点 

2 と回答→5点 

3 と回答→4点 

4 と回答→3点 

5 と回答→2点 

6 と回答→1点 

のように、より勉強をしているという回答を選べば高

い数字になるように変換を行った。 

続いて、設定した点数に、回答割合を乗じ、項目の

数で除した。つまり、(例)の北海道の質問において分

析に使用する値は、62.45 となる。 

このように学力調査のデータから導出した変数につ

いては上記のような加工を行っている。質問が回数を

問うものならより多く、程度を問うものならより多く

行っている選択から高い点数を振り分けていき、加重

平均をして変数として用いるのである。学力調査のア

ンケートから導出した放課後補習、土日補習、長期休

暇補習、ボトムアップ、ボランティア、校内研修につ

いても同様の加工を行い、変数を算出した。以下に変

数名・質問項目・回答する選択肢(点数)を記載する。 

放課後補習…「第 3 学年の生徒に対して，前年度

に，放課後を利用した補充的な学習サポートを実施し

ましたか」・選択肢 6個(1～6点) 

土曜日補習…「第 3 学年の生徒に対して，前年度

に，土曜日を利用した補充的な学習サポートを実施し

ましたか」・選択肢 5個(1～5点) 

長期休暇中補習「第 3 学年の生徒に対して，前年度

に，長期休業日を利用した補充的な学習サポートを実

施しましたか」・選択肢 5個(1～5点) 

ボトムアップ…「第 3 学年の生徒に対して，前年度

に，数学の授業において，習熟の遅いグループに少人

数指導を行い，習得できるようにしましたか」・選択

肢 5個(1～5点) 

中学校と連携…「教科の指導内容や指導方法につい

て近隣の中学校と連携（教師の合同研修，教師の交

流，教育課程の接続など）を行っていますか」・選択

肢 4個（1～4点） 

地域ボランティア協力…「学校支援地域本部などの

学校支援ボランティアの仕組みにより，保護者や 

地域の人が学校における教育活動や様々な活動に参

加してくれますか」・選択肢 4個(1～4点) 

校内研修…「授業研究を伴う校内研修を前年度に何

回実施しましたか」・選択肢 9個(1～9点) 

  

学力調査から導出した変数のほか、生徒の学力に影

響を与えているであろう要因として、生活保護受給率

（都道府県別生活保護受給者数/都道府県別総人口

×100）、公立中学校進学率、通塾率といった都道府県

別の数値を説明変数として用いた。 

 

３ 分析結果 

 

表 2、4 に小学校、中学校の分析結果を、表 3、5 に

記述統計量を示す。  

 

４ 分析結果の考察 

 

以上が分析の結果である。2 つの分析から、共通して

「地域ボランティア協力」が生徒の学力に対して正の説

明力を持つという結果を得た。また、小学生に対して

は「中学校と連携」が、中学生に対しては「平日家庭

学習」がそれぞれ学力に正の影響を与えていると分か

った。「地域ボランティア協力」については、保護者

や地域住民が地域の中学校に対して関心を持ち自ら活

動することが、生徒の学力に正の影響を与えることが

示された。個々のボランティアが生徒に対して何らか

の良い影響を与えるであろうということは想像するに

たやすいが、今回の分析でボランティア活動が学力に
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正の説明力を持つと示せたことは、非常に有意義な結

果といえるのではないだろうか。 

小学生に関する分析では、「地域ボランティア協

力」に加え「中学校との連携」が学力に対し正の影響

を与えると分かった。質問では特に小中学校の教師間

の連携について尋ねているため、地域の小中学校にお

ける教師達の合同研修等が成果をあげているといえ

る。 

次に中学生に関する分析について考察したい。「平

日家庭学習」が正の説明力を持つという結果について

は、勉強することで学力は伸びるという「常識」を分

析によって証明することができたといえよう。また、

また、平日家庭学習・地域ボランティア協力の他に公

立中学校進学率が学力に正の説明力を持つことが示さ

れた。生徒が小学校から中学校に進学する段階で、学

力上位層が公立中学校に進学する割合が高い(国私立中

学校に進学する割合が低い)都道府県ほど、公立中学校

に対象を限定して行われた学力テストでは高いスコア

を獲得しているといえよう。 

その他、生活保護受給率が、小学生の学力に対して

正の、中学生の学力に対して負の説明力を持つという

結果が出た。しかし、経済的な家庭の困窮が子供の学

力に正の影響を与えているとは考えにくいため、本稿

の分析では生活保護受給率の学力に対する影響はうま

く測ることができなかったと考えられる。 

放課後や土曜日の補習で学力が向上するという結果

は、今回の分析から得ることができなかった。また、

先行研究等で効果があるとする立場と影響があまりな

いとする立場両方から言及されている少人数・習熟度

別教育についても、今回の分析においては有意な結果

を得られなかった。 

 
Ⅵ 政策提言 
 
本稿の分析の結果、小学校のデータを用いて行った

分析では、「中学校との連携」、「地域ボランティア

協力」、「生活保護受給率」が学力テストのスコアに

対して正の影響を与えることがわかった。また、中学

校のデータを用いて行った分析では「平日勉強時

間」、「地域ボランティア協力」、「公立中学校進学

率」が学力テストのスコアに対して正の影響を与え、

「生活保護受給率」が学力テストのスコアに対して負の

影響を与えることがわかった。 

以上を踏まえ、我々は、いずれの分析においても生

徒の学力に正の影響を与えることが明らかとなった

「地域ボランティア協力」と小学校の分析において生徒

の学力に正の影響を与えることが明らかとなった「小

中学校間の連携」に焦点をあて、現状の問題点をそれ

ぞれ指摘した上で、学力向上のための政策を提言し、

その効果について検討する。 

 
 

１ 地域ボランティア協力の効果的な実施のた

めのネットワーク創成 

 

（１）学校支援地域ボランティアについて 

学校支援地域本部は、2004 年に教育基本法に新設さ

れた、「学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協

力」の規定を具体化する方策の柱である。急速に変化

の一途をたどる日本社会において、政府が一括して多

様化する地域ごとの課題に対処するのは非常に困難で

あることから、学校・家庭・地域が一体となって地域

ぐるみで子供を育てる体制を整えることを目的として

いる。 

 

（２）学校支援地域ボランティアの取り組み状況 

2012 年は、全国 1,005 市町村において、2,540 学校

支援地域本部が設置され、5,939 小学校、2,620 中学校

で課題解決のための取り組みが進められている。主な

本部事業内容は、図 11 に示す。これによると、実施率

が最も高い活動内容は学習支援、次いで校内環境整

備、読み聞かせ・読書活動支援・図書室整備、子供の

安全確保、となっている。ここでは 3 つの事例を挙げ

る。 

福島県大玉村教育委員会では、「みんなで支え、み

んなで育て、みんなが育つ大玉村の教育」を目指し、

取り組みを行っている。具体的には、学習の支援、環

境整備支援、学校行事支援、安全パトロール支援、読

み聞かせ支援、図書台帳の整理、算数のまるつけなど

を実施している。また、村内の 3 校 2 園を『コミュニ

ティ・スクール』に指定し、幼・小・中の連接を強化

しながら、施設の統合を伴わない幼・小・中一貫教育

を目指している。その中で、学校支援地域本部をコミ

ュニティ・スクールの『校運営協議会』と連携させ

「学校支援」や「地域教育」を担う組織として発展させ

ていくよう検討を進めている。 

岩手県普代村教育委員会では、『「子供が元気」は

「地域が元気」』という標語を掲げて学校と地域が一

体となって活力を生み出していく「普代型スクール・

コミュニティ」の実現を目指し、取り組みを行ってい

る。具体的には、2人の地域コーディネーターが、それ

ぞれ小学校、中学校を担当し、学習支援、環境整備、

登下校安全指導など、学校支援ボランティアとの調整

を図りながら支援活動を行っている。 

鹿児島県いちき串木野市教育委員会でも、学校・家

庭・地域・地元企業等が一体となり「地域ぐるみで子

供を育てる体制」を整えることをねらいに、「学校支

援事業」を実施しているが、地域住民が気軽に登録で

き、自らが可能な範囲で学校支援に参画する意識を高

めることができる工夫がなされている。具体的には、

支援内容をレベル1からレベル5まで設定し、自分ので

きるレベルを選んで支援する学校支援事業が行われて

いる。例えば、レベル1では「自分のできる時間に、で

きる範囲で支援する」として、散歩や農作業の合間に

もできる登下校時の見守りや学校行事への参加、レベ

ル5では「学校の要請に応じて教科指導や自分の経験等
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を生かして支援する」として、教科指導の補助や部活

動の支援等が行われている。 

                                                   

（３）学校支援地域ボランティア事業の効果 

学校支援地域ボランティア事業による効果として

は、図 12 に見られるように、子供と地域住民の交流に

よる学力や規範意識、コミュニケーション能力の向

上、教員の教育指導への集中、地域住民の生きがい作

りなどが挙げられる。 

文部科学省による「平成 23 年度生涯学習施策に関す

る調査研究－学校と地域の連携施策の効果検証及び改

善事例収集に向けた調査研究報告書－」でも、学校支

援ボランティアの効果が明らかとなっている。具体的

には、「放課後を活用した補充的な学習支援」の推進

が「子供と地域住民、地域住民間のネットワーク構築

等」に正の影響を、「休日や長期休業日を活用した補

充的な学習支援」の推進が「教職員が子供に向き合う

時間の確保等」に正の影響を、「学校が地域住民等に

任せたい活動内容を明確に定めて伝えている」、「学

校経営計画・学校運営目標の中で、活動の意義や具体

的な内容を明確に示している」、「多様な地域組織(自

治会、婦人会、青年会など)と連携しながら活動してい

る」が「子供の地域(住民)に対する信頼感・安心感、

学校が地域住民と協働した学習支援の充実、地域にお

ける子供や学校への関心向上等」に正の影響を与える

ことがわかった。 

 

（４）学校支援地域ボランティアの課題・改善点 

このように、地域のボランティアと学校のニーズを

マッチングするシステムとして、十分な仕組みを保持

しており、また機能しているように思える学校支援地

域本部事業であるが、様々な課題が残されている。 

まず 1 つ目に、予算面で工面をする必要があるとい

うことである。現在、地方公共団体における事業費は

国庫、都道府県、市町村が 3 分の 1 ずつ拠出している

場合が多い。文部科学省が行った、「学校支援地域本

部事業に関する調査」(図 13，14)によると、学校に対

する調査、コーディネーターに対する調査ともに、

「事業費が弾力的に運用出来ない」の項目への回答数

が多いことが分かる。つまり、事業費全体の拡充と地

方公共団体負担の減額が求められる。なお、事業費の

内訳は主に、ボランティアの交通費、ボランティアへ

の活動謝礼、また地方教育委員会の設置費用に運用に

分類される。 

2 つ目に、学校側とボランティア側のマッチングが円

滑に行われていないという問題点がある。具体的な改

善点としては、「希望する時間と学校側から依頼され

た時間が合わない」「希望する職種(ボランティア形

態)が見つからない」「学校側のニーズに合うボランテ

ィアがいない」(図 13，14)などが挙げられ、福島県大

玉村教育委員会の報告では、「登録していない内容で

の支援や学校からの急な要請がある」といったボラン

ティア目線での改善点も見受けられる。さらに「コー

ディネーターに対する調査」「学校に対する調査」で

は、共に約 30%の人がこの問題について触れており、上

記の以下二項目から見ても、学校・地域との連携をと

ることを目的としている学校支援地域本部事業が円滑

なサービスを提供しているとは考え難い。また、福島

県大玉村教育委員会の報告によると、「コーディネー

ターやボランティアとの連絡・調整をする時間の確保

が(学校には)必要」とあり、このように地域・学校・

家庭を繋ぐ上で、マッチングの機能の改善は不可欠で

あろう。 

3 つ目の改善点として、学校支援地域本部事業の活動

に関する地域間格差が挙げられる。文部科学省によ

る、「平成 22 年度学校支援地域本部 設置状況」から

考察できるように、千葉県では学校支援地域本部設置

数/全小中学校数が 85/166 と半数近くあるのに対し、

愛知県では 9/396 と 20%ほどにしか満たず、地方によっ

て本部の設置数にばらつきが見られることがうかがえ

る。これには、ボランティア活動が公民館で行われる

ことが多いため、学校から公民館までの物理的な近さ

や公民館の認知度などの地域的な要因も含まれる。地

方部・都市部ともに活動をより活性化していくために

は、都道府県の教育振興計画に位置付けるなどして都

道府県レベルでの取り組みを推奨することが必要とさ

れる。 

また、この学校支援地域本部の事業は長期的に取り

組まれる必要があるため、ボランティアや地域コーデ

ィネーターの継続的な確保も必要とされる。そのため

には、こういったボランティア活動の認知度をさらに

高めるとともに、地域コーディネーターの研修やコー

ディネーター・地域ボランティア同士の交流の機会な

どを提供することで、継続的にかつ主体的に活動をう

ながすことが求められる。 

 

（５）政策提言：ボランティア活動の効果的な実施のた

めに 

①全国ネットワーク創成 

我々は、先に述べたような課題を解決し、学校支援

ボランティアのより効果的な実施のために、地域の学

校支援の中心である学校支援地域本部が地域のボラン

ティア活動を統括し、学校と個人ボランティア、大

学、NPO などのボランティア団体をつなぐ全国ネットの

創成を提案する。 

この全国ネットの役割の 1 つは、学校と個人ボラン

ティア、大学、NPO などのボランティア団体間のマッチ

ングを促すことである。これによって、課題として挙

げた人手不足や学校のニーズにあった人材確保ができ

ていないなどの問題を解決できると考える。また、ネ

ット上のシステムによって時間調整を行うことによっ

て学校側の手間も省くことができると考える。2 つ目
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は、地域間の格差を是正することである。現行の政策

では、各地方公共団体に裁量権が委ねられており、地

域による実施の度合いに格差が生じている。全国ネッ

トの創設により、ボランティア人材がひとつの地域に

とどまることなく活動することができると考える。3 つ

目は、新たに NPO 団体なども学校支援地域本部事業を

中心としたネットワークに組み込むことで、個人ボラ

ンティアと団体の間の連携、あるいは団体間の連携を

図り、ボランティアの組織化による組織的な体制整備

によって個人ボランティアによる支援では実現し得な

かったより規模の大きい学校支援を実現させることで

ある。各団体によって活動目的や活動内容は異なる

が、ネットワーク上に各団体のホームページなどをリ

ンクさせることによって、個人や学校が容易にアクセ

スできるようになる。4 つ目は、このように学校支援ボ

ランティアに関わるすべての個人や団体をつなぐネッ

トワークの創成により、学校支援地域本部自体の認知

度を向上させることである。 

このような全国ネットワークの創成によって学校支

援地域本部事業をより活発にすることで、教員の負担

を減らしながら児童・生徒の学力向上が図れること、

地域活動への学校の参加の増加による学校を核とした

地域・まちづくりの実現、新たなコミュニティネット

ワークの創出、といった効果が見込まれる。特に、日

本の教師は他国の教師と比べて多忙であるゆえに授業

に割くことの出来る時間が少ないということが明らか

となっている。OECD 国際教員指導環境調査（TALIS）に

よると、日本の高校教師の勤務時間は一週間約 54 時間

であり、これは参加国、地域の平均である週 38 時間を

大幅に上回っている。また、部活動顧問としての仕事

や、報告書作成や教材準備といった事務作業にかかる

時間である、日本の教師の 1 カ月の平均時間外勤務時

間(校内)は 69 時間 32 分であり、家に持ち帰った仕事

を加えると、月平均 91 時間 13 分に上り、厚生労働省

の過労死ライン(月 80 時間)を 10 時間以上超過する結

果となっている。教師の負担を増大させている授業以

外の事務作業や部活動の指導などを学校支援ボランテ

ィアに任せることで、教師の授業に割ける時間が増

え、教育の質も向上すると考えられる。 

 

②予算面の工面―CSR としての協力企業制度と教師を

目指す大学生の積極的活用― 

図 13，14 で示したように、現行の学校支援地域本部

事業の課題において最も大きな割合を占めるのは、

「事業費が弾力的に運用できない」、「ボランティア

への活動謝金がない」、「ボランティアへの交通費が

ない」、「事業費が少ない」といった予算・事業費に

関する課題である。そこで、地元企業による CSR とし

ての協力企業制度の設置、および主に教師を目指す教

育学部の大学生の無償学校支援ボランティアとしての

積極的活用を提案したい。 

 

・地元企業による CSRとしての協力企業制度の設置 

現在、少子高齢化による医療福祉費の増大や経済不

振により、我が国の財政は圧迫している。これからの

社会を担う若い世代に対する教育政策を重視すべきで

あることは言うまでもないが、現在新たに幼児教育過

程の無償化なども検討されており、学校地域支援事業

にこれ以上の予算を割くことは困難であると考えられ

る。 

そこで、先に述べたような全国ネットの設置により

学校地域支援ボランティア事業の認知度を高め、新た

なコミュニティネットワークに企業も巻き込み、経済

的なサポートをはじめとする協力を呼びかけたいと考

える。 

また、企業側に学校支援のインセンティブを与える

ために、我々の提案する全国ネットや各地方公共団体

のホームページ、県教育委員会の刊行物等で協力企業

を紹介して PR をすること、都道府県が発注する物品調

達、役務・委託の入札などにおいて優遇措置をとるこ

とを提案したい。 

このような企業協力に関する取り組みはすでにいく

つかの地方公共団体では実施されているが、国がガイ

ドラインを作成するなどして呼びかけるべきである。

ここでは、すでに実施されている２つの事例を挙げた

い。 

宮崎県では、「『宮崎の教育』アシスト事業」が行

われており、企業（会社、個人事業所等）が専門性を

持った人材などの教育的資源を活用するための教育支

援システムを構築し、企業が教育活動に積極的に参画

できる環境を整備することが試みられている。具体的

には、「アシスト事業ガイドブック」の作成・活用、

「アシスト企業バンク」の構築、アシスト事業研修会の

開催などの取り組みがなされている。 

鳥取県でも、学校支援ではないが、保護者である従

業員の方々が子育てしやすく、子どもたちを健やかに

育てる地域活動に参加しやすい職場環境づくりのた

め、「鳥取県家庭教育推進協力企業制度」を設けて家

庭教育支援の取組を進めている。具体的には、学校行

事への参加促進の呼びかけなどの職場環境づくりや、

学校行事参加のための半日や時間単位の休暇制度の新

設などを行っている。 

このように、支援をする側のインセンティブを維持

しながら、学校支援地域本部を中心とした地域コミュ

ニティに企業や大学などの教育機関を組み込む政策を

することによって、予算を有効的に運用することがで

きるだけでなく、ソーシャルキャピタルを向上させる

という効果も見込まれる。 

各学校は学習指導要領に基づき、それぞれの地域の

状況を踏まえた上で、工夫をこらしながら教育課程を

組み立てている。したがって、企業が自社の立場とし

て、大学が教育機関の立場として何ができるかを考え

た上で、児童・生徒らが学校で何をどのように学んで

いるかを理解し、教育現場の需要にマッチした支援を

することが大切であると考える。 
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・教師を目指す大学生の積極的活用 

教員を目指す大学生を、教育実習よりも前の段階で

教育の場に呼び込むことも一案として考えられる。大

学と地方の小中学校が提携を結び、希望する大学生に

は教育実習以前から指導の場を提供することで、小中

学校における指導者増員につながり、大学生は教育実

習のかなり前の段階で教育の場を体験することができ

る。 

 

２ 小・中学校連携のためのスクールソーシ

ャルワーカーの持ち上がり制度の導入 

 

本節では、分析で地域ボランティア・小中学校連携

が児童の学力に正の影響を与えていたことから、政策

提言として「教室アシスタントとしてのスクールソー

シャルワーカー（以下 SSW）の小中持ち上がり制度」を

提案する。 

 
（１）小中連携の必要性 

政策提言の前に、小中連携の必要性について述べた

い。小学校から中学校に移って間もない中学１年生の

初期、「中１ギャップ」と呼ばれる現象が起こる生徒

が多い。文部科学省国立教育政策研究所の生徒指導リ

ーフレット「中１ギャップの真実」によると、中１ギ

ャップとは「小６から中１になる段階でいじめ・不登

校が急増しているようにみえるなどの小中学校間の接

続問題全般」について用いられる用語である。このリ

ーフレットによると、小学校のとき遅刻早退等の目立

たなかった児童のうち、中１になっていきなり不登校

になる生徒は 20～25％も存在する。また、多くの人に

とって初めてとなる授業形態（教科担任制）も戸惑い

の原因の一つとなっている。これらの問題は小学校段

階で予兆が見えたり顕在化し始めていた問題であって

も、対応が遅れ解決できなかったりするという「積み

残し」や「先送り」が増えている。一方の中学校でも、

そのような小学校の状況を把握しきれないまま、その

まま中学１年生を同一に扱い、個々の配慮をしないと

ころは多いのではないか、という疑問もある。 

このように、中学校に入学し小学校時代には見られ

なかった不登校などの行動が増えているという事実は

確かにある。しかしながら、それらの問題は中学校に

入学する以前から予兆として表れている場合もあるに

もかかわらず、小学校側が対応できないこと・中学校

側も把握していないことを理由に、十分な対応が出来

ていない。これらの問題は小中学校の連携が進むこと

による改善が期待でき、小中連携は早急に取り組むべ

きである課題といえる。 

このような現状は国レベルでも把握されており、改

善に向けて対応が検討されている。文部科学省は 2014

年 10 月、諮問機関の議論を元に、小中一貫教育の制度

化に向けた学校教育法の改正案を 2015 年の通常国会に

提出することを決定した。小中一貫校は全国各地の市

区町村が独自に 1000 校あまりを設置しているが、この

決定により、今後小中連携・小中一貫教育 2が更に促進

                                                     
2 小中連携は小・中学校がそれぞれ別々であるとの前提の

下、教育目標やカリキュラムの共通部分について協働する

取組みであり、小中一貫教育は教育目標や目指す子ども

像、カリキュラムを共に作り上げる取組みである。(文部科

学省 HP より) 

されるであろう。これにより、児童生徒のための柔軟

な教育体制の構築が期待される一方、教育体制の変革

により教員の負担増大が予測されることから、教員の

負担をできるだけ軽いものにしつつ、小中連携を促進

していくことが求められる。 

 
（２）政策提言：教室アシスタントとしての SSW の小

中持ち上がり制度の導入 

 

それではどのようにして小中学校の連携を進めればよ

いだろうか。ここで、我々は SSW を活用した、「教室

アシスタントとしての SSW の小中持ち上がり制度の導

入」を提案する。 

はじめに、SSW についての定義を確認する。日本 SSW

協会によれば、「子供たちが日々の生活の中で出会う

様々な困難を、子どもの側に立って解決するための補

助する役割を持った人」である。カウンセラーはカウ

ンセリングを通じて心理的な側面から課題を解決する

のに対し、SSW はカウンセリングだけでなく、スポーツ

や課外活動を一緒にしたり、こどもの気持ちを親に代

弁したりもする。（図 15）様々な側面から子供の学校

生活を応援する人ということが出来るだろう。政府は

2012 年から、問題を抱えた児童生徒に対して SSW を活

用した課題解決事業を行っている。 

我々の提案する「教室アシスタントとしての SSW の

小中持ち上がり制度」は、子供が義務教育を受ける 9

年間を SSW が教室アシスタントとして各担任と一緒に

生徒の面倒を見るという制度である。業務は、教室で

の生徒見守り、および放課後の部活動指導、教員の資

料作成補助などである。 

この制度の実施による効果を、児童生徒と学校それ

ぞれの側面から述べる。 

まず児童生徒側にもたらす効果は、中学校に進学し

環境が変化したとしても、SSW という既に知っている存

在が学級にいることで安心感を得ることができ、いつ

でもその先生を頼れることである。中学進学への不安

が大きいほど中 1 ギャップが生じやすいが、SSW という

存在によりその不安を拭うことができる。 

次に、学校側にもたらす効果は、①何か問題を抱え

そうな生徒の様子を継続的に把握できること、②教師

の負担軽減の２点ある。①の理由についてだが、上述

したように現状では小学校在学中だけではその児童に

対応しきれない部分も、中学校に進学する際 SSW が引

き続き見守ることにより、その学生について残ってい

た課題を処理することができると考えるからである。

②の教師の負担軽減は非常に重要なメリットと言える。

先に述べたように、OECD の国際教員指導環境調査

（TALIS）では、日本の教員は参加国中１週間当たりの

勤務、またその他課外活動の資料作りのために割かれ

る時間が、他の調査対象国と比べて大幅に多いという

結果が明らかとなった。SSW の活動により教員の負担を

軽減し時間的余裕をつくるとともに、余裕の一部を授

業研究などに充てることで教員の授業等における指導

の質も向上することが期待できる。学習面のサポート

はクラス担任が、生活面でのサポートは SSW が行うこ

とで、生徒が抱える内面的な問題に対してもより深く、

より手厚く解決のために取り組むことができるのであ

る。また、SSW は現状進められている小中連携において

も、今後導入が促進されるであろう小中一貫教育のど

ちらの教育方針がとられるにせよ導入することができ

る。 
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この政策の課題としては、SSW の負担増大、SSW の絶

対数不足があげられる。９年間通して子供を一人の SSW

が見守っていくとなれば彼らの負担は現在よりも必然

的に大きくなり、多くの人数が必要となる。原則 9 年

間同じ SSW が子供を担当するのが理想であるが、中 1

ギャップが生まれやすい中学 1 年生とその直前の小学 6

年生の 2 年間は最優先で同じ SSW が面倒を見ることが

できるようにし、その他の期間は担当の変更も可能と

した方が現実的であると言えるかもしれない。 

 
Ⅶ おわりに 

 
本稿では、これまでに政府が推進してきた義務教育

における教育政策をめぐる議論を整理し、小・中学校

における様々な教育制度が児童・生徒の学力にどのよ

うな影響を与えるのかについて分析を行った。その上

で、学校支援地域本部を中心とした地域ボランティア

の枠組み作りと、SSW を活用した小中連携について提言

を行った。 

しかし、本稿には以下のような課題も残されてい

る。1 つ目は、今回の分析ではデータの制約上個票デー

タを用いた分析を行うことができず、都道府県別デー

タを用いたため、学校・個人への政策の影響を測るこ

とができなかったことである。2 つ目は、現在推進され

ている教育制度の中で最も議論の余地があるといえる

少人数・習熟度別授業の効果について分析により明ら

かにすることができなかったという点である。今後、

政策の効果を評価するにあたり、今回我々が用いた学

力調査の質問項目を吟味・改良し、都道府県レベルよ

りもより踏み込んだ範囲で調査結果を公表していくべ

きであると考える。 

今後、政府が様々な研究によるエビデンスを得た有

用な教育対策を行うことで、わが国の将来を担う全て

の児童・生徒らが等しく教育を受け、自分の努力次第

で学力を伸ばし、社会を生き抜くために必要な学力や

それに付随する能力を獲得することのできる教育機会

を与えられることが望まれる。 

最後に、本稿が我が国における小・中学生の学力の

向上につながることを願い、本稿を締めくくる。 
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図表 

(図 1)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(『全国学力・学習状況調査』から著者作成) 
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(『PISA』から著者作成) 
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(図 6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（『PISA』より抜粋） 

 

(図 7) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(『全国学力・学習状況調査』から著者作成) 
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(図 8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（『PISA』より抜粋） 

 

(図 9) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(『第 4 回学習指導基本調査』から抜粋) 
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(表 1) 平成 25 年度、北海道、平日家庭学習 

 

質問

番号 
質問項目 1 2 3 4 5 6 

(15) 
生徒の授業時間以外に、普段(月～金曜日)、1日当

たりどれくらいの時間勉強をしますか 
8.8 23.0  30.3  18.4  11.2  8.1 

 

（表 2） 

 

 

 

(表 3) 

 

説明変数 係数 標準誤差 t 値 p 値 有意性  

平日家庭学習 0.000739 0.000623 1.19 0.239   

放課後補習 0.157399 0.177559 0.89 0.378   

土曜補習 -0.4642 0.568057 -0.82 0.416   

長期休業補習 -0.22242 0.390445 -0.57 0.570   

少人数ボトムアップ -0.21468 0.191348 -1.12 0.265   

中学校との連携 0.474716 0.075546 6.28 0.000 *** 

地域ボランティア協力 0.504135 0.1262 3.99 0.000 *** 

教員校内研修 0.354478 0.473184 0.75 0.456   

生活保護受給率 5.135562 2.014932 2.55 0.013 ** 

公立中学校進学率 0.006583 0.253268 0.03 0.979   

通塾率 -0.07196 0.090201 -0.8 0.427   

 

変数名 サンプル数 平均 標準誤差 最小値 最大値 

正答率合計 141 261.4494 12.66857 231.5 296 

平日過程学習 141 237.7745 1457.791 57.26667 12920.67 

放課後補習 141 45.5409 12.85248 22.35 95.46667 

土曜補習 141 21.01191 2.521174 19.62 41.24 

長期休業補習 141 40.56638 7.542515 24.16 59.3 

少人数ボトムアップ 141 45.60496 13.09567 23.18 91.3 

中学校との連携 141 68.4594 11.72719 37.175 97 

ボランティア協力 141 75.47039 7.526016 56.3 95.5 

教員校内研修 141 68.11957 7.121496 49.28 85.98 

生活保護受給率 141 0.786528 0.447935 0.158688 2.244997 

公立中学校進学率 141 94.02199 4.539133 74.2 98.5 

通塾率 141 56.5234 11.15708 29.8 75.5 
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(表 4) 

 

変数 
サンプ

ル数 
平均 標準誤差 最小値 最大値 

正答率合計 141 252.6177 9.677449 214.5 280.1 

平日家庭学習 141 68.64816 5.937248 51.3667 81.4 

放課後補習 141 44.72222 7.231937 30.65 79.35 

土曜補習 141 23.17745 5.17373 20 59.9 

長期休業補習 141 55.69858 7.878994 32.68 77.22 

少人数ボトムアップ 141 39.84312 10.21236 24.82 70.08 

地域ボランティア協力 141 72.34131 11.50362 49.275 94.45 

教員校内研修 141 55.9995 6.744063 38.7 83.9 

生活保護受給率 141 0.786528 0.447935 0.158688 2.244997 

公立中学校進学率 141 94.02199 4.539133 74.2 98.5 

通塾率 141 56.5234 11.15708 29.8 75.5 

 

(表 5) 

 

説明変数  係数 標準誤差 t 値 p 値 有意性 

平日家庭学習 0.74722 0.057793 12.93 0.000 *** 

放課後補習 0.080664 0.073851 1.09 0.278   

土曜補習 -0.08303 0.057778 -1.44 0.154   

長期休業補習 -0.02578 0.080736 -0.32 0.750   

少人数ボトムアップ -0.02571 0.057294 -0.45 0.655   

地域ボランティア協力 0.092142 0.026566 3.47 0.001 *** 

教員校内研修 -0.03178 0.08266 -0.38 0.702   

生活保護受給率 -8.18765 4.06944 -2.01 0.047 ** 

公立中学校進学率 3.99149 2.193205 1.82 0.072 * 

通塾率 0.008459 0.121796 0.07 0.945   

 

(図 10) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(『鹿児島県いちき串木野市学校支援事業資料』より抜粋) 
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(図 11) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（文部科学省「『学校支援地域本部事業』実態調査研究」より著者作成） 

(図 12) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （文部科学省「『学校支援地域本部事業』実態調査研究」より著者作成） 
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(図 13) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （文部科学省「『学校支援地域本部事業』実態調査研究」より著者作成） 

 

 

(図 14) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （文部科学省「『学校支援地域本部事業』実態調査研究」より著者作成） 
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(図 15) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

（『日本 SSW 組合』より抜粋） 
 

 

(表 6) 

 

 勤務時間 課外活動の指導 事務業務 

日本 53.9 時間 7.7 時間 5.5 時間 

参加国 38.3 時間 2.1 時間 2.9 時間 

（『TALIS』より著者作成） 
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第 2 章 喫煙依存者の社会経済的特徴 

～JGSS2010 を用いた実証分析～ 

 

螺良彩花   富田晃史 

井上結梨子 岩井晃之 

岡崎新     梶芳英 

 

 

要旨 

 

喫煙は、喫煙者本人はもちろん、周囲の人にも受動喫煙を通して害を与える上、様々な社会的コストも生み

出しており、負の外部性が極めて大きい消費行動である。このような認識の高まりから、喫煙に対する規制が

世界的に展開されてきた。日本も例外ではなく、たばこ税の増税や公共施設での禁煙や分煙、禁煙治療への健

康保険の適用などの政策が実施され、1960 年に 80％近かった日本の男性喫煙率は 2012 年に 30％程度とかな

りの程度低下した。しかし、2005 年以降は 2010 年に過去最大の値上げがあったにもかかわらず 35％程度で推

移しており、2010 年から 2012 年にかけては、むしろ増加している。このように、現状の政策では喫煙率の低

下に限界が見えてきているため新たな政策が必要だと考えられる。 

喫煙を経済学の文脈で説明する際には、その依存性という特性を説明したものとして Becker and Murphy に

よる Rational Addiction が支持されてきた。しかし、近年、特に行動経済学的な観点からの研究が進むと共

に、個人の合理性には限界があるということを前提として依存が説明されるようになった。また、個人の健康

資本に人とのつながり（ソーシャルキャピタル）が影響することが多くの研究によって示唆されており、喫煙

に関してもソーシャルキャピタルとの関係性が示唆されている。 

喫煙に関する先行研究は、価格変化や時間割引率などに着目したものなどがあるものの、健康資本に影響を

与えるとされるソーシャルキャピタルとの関連性に注目したものは比較的少ない。そこで本稿では、先行研究

によって明らかにされてきた喫煙行動の要因を参考にしつつ、ソーシャルキャピタルに関する変数を加え、喫

煙に依存する個人の特徴について分析した。その結果、友人との会食が多いことが依存の確率を高め、趣味の

会に参加していることが依存の確率を低くすることが分かった。 

分析の結果を受けて、我々は、喫煙者に対してたばこの害を認知させること、禁煙を望む人に禁煙治療を受

けるための支援を行うこと、禁煙支援のためにソーシャルキャピタルを活用することを提言する。具体的に

は、喫煙の害を認知させるために、たばこのパッケージの警告強化、喫煙防止教育の徹底を提言する。また、

禁煙を望む人が治療を受けやすくなるように、クイットラインの常設を提言する。そして、ソーシャルキャピ

タルを活用した政策として、禁煙治療の紹介割引制度、禁煙ミーティングの提供を提言する。  

 

 

 

 

 

 

本稿の作成にあたっては、山内直人教授(大阪大学法学部国際公共政策研究科)をはじめ、多くの方々から有益且つ熱心なコ

メントを頂戴した。また、分析にあたって、東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センターSSJ デ

ータアーカイブから〔「日本版 General Social Surveys<JGSS-2010>」(大阪商業大学 JGSS 研究センター)〕の個票データの

提供を受けた。日本版 General Social Surveys(JGSS)は、大阪商業大学 JGSS 研究センター(文部科学大臣認定日本版総合

的社会調査共同研究拠点)が、東京大学社会科学研究所の協力を受けて実施している研究プロジェクトである。ここに記して

感謝の意を表したい。しかしながら、本稿にあり得る誤り、主張の一切の責任はいうまでもなく筆者たち個人に帰するもの

である 
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Ⅰ はじめに 
 
喫煙は本人だけでなく周囲にも害を及ぼすう

えに、それに伴う社会的コストも大きい。このよ

うな認識の高まりから、たばこに対する規制が世界

的に展開されてきた。日本も例外ではなく、たばこ

増税や公共施設での禁煙・分煙、禁煙治療への保険

適用など様々な政策が行われている。こうした取り

組みの成果もあって、1960 年頃に約 8 割だった男

性喫煙率も 2012 年には 3 割台となっている。しか

し 2008 年以降は、2010 年の過去最大の増税にも拘

らず喫煙率は低下しておらず、現状の政策に限界が

見られる。 

注目を集めてきたたばこだが、経済学的な観点か

らは、依存性を持つ財であるといった特性に着目し

た様々な研究が存在する。依存に関する経済理論と

して広く認められているものとして、Becker & 

Murphy （ 1988 ） に よ っ て 示 さ れ た Rational 

Addiction が存在する。しかし、個人の合理性の仮

定に関して近年の研究では批判されている。そこで

本稿では、個人の合理性には限界が存在し、たばこ

に依存することは合理性を欠いた行動であるという

立場に則り執筆を行う。 

前述のように現行政策に限界が見えてきたのは、

たばこは依存性を有する財であるために禁煙したく

てもできない喫煙者が存在する、という点を重視し

てこなかったからだと考える。そのため、これまで

の政策では、たばこに依存している人々を禁煙させ

るには至らなかった。喫煙率を一層下げるには、依

存している喫煙者に的を絞って、彼らに対してより

有効な政策へとシフトする必要がある。また、単に

対象者を絞るだけでなく、その政策の効果を上げる

ための工夫も必要になるだろう。 

そこで我々は、喫煙に依存している人々に焦点を

絞るとともに、彼らに対する政策をより効果的なも

のにするためにソーシャルキャピタル（人と人との

つながり）を活用することを提案する。近年、個人

の健康資本とソーシャルキャピタルとの関連が多く

の研究によって示唆されているが、喫煙とソーシャ

ルキャピタルとの関連についての研究は比較的少な

い。そのため、喫煙に依存している人々がどのよう

な特性を持ち、また喫煙への依存とソーシャルキャ

ピタルとはどのような関係にあるのかを明らかにす

ることがより効果的な政策実現のために必要だと考

えられる。 

よって本稿では JGSS-2010 の個票データを用い

て、喫煙に依存している個人の特性およびソーシャ

ルキャピタルとの関連について分析を行う。そして

分析の結果を踏まえたうえで、喫煙に依存している

人が禁煙できるように支援するための政策を提言す

る。 

本稿の構成は以下のとおりである。第 1 章では、

喫煙の健康に対する影響を述べたあと日本や諸外国

の取り組みを整理する。第 2 章では先行研究を概観

したあと本稿の位置づけについて述べる。第 3 章で

は、我々の分析に用いたデータと変数ならびに分析

結果とそれに対する考察を述べる。第 4 章では分析

結果を踏まえて政策提言を行う。 

 
Ⅱ 喫煙をとりまく現状 

 
１ 喫煙がもたらす身体への影 

 

喫煙は、さまざまな身体疾患に関連していること

が明らかにされている。 

たばこの煙は 400 種類以上の物質からなり、その

中にはダイオキシンやタール中のベンツピレンな

ど、約 200 種類以上の発がん性物質が含まれてい

る。これらの有害物質は遺伝子異常を引き起こした

りがん発症の危険性を高めたりするものと考えられ

ている。喫煙が危険因子となる身体疾患の例として

は、肺がんや口腔・咽頭・食道がん、心筋梗塞、く

も膜下出血などの心血管・脳血管疾患、肺気腫、慢

性閉塞性、高血圧、その他肺疾患などがあり、どれ

も生命に関わる重大な身体疾患といえる。 

このように、喫煙は人間の健康に重大な影響を与

え、喫煙者の死亡リスクは非喫煙者に比べて非常に

高い。実際に喫煙が原因で死亡するとされる人は約

13 万人といわれている。 

更に、喫煙という行動は、本人のみならず周囲の

人間の健康にも影響を与える。 

妊娠中の女性が喫煙をすると、母体に及ぶ血管収

縮作用などによって、流産や死産、胎児や新生児の

発育不全などがおこる可能性が高くなるといわれ

る。また、子どもが生まれた後も、母親の喫煙によ

って母乳に有害な化学物質が混ざり、乳児に悪影響

を与える可能性なども指摘されている。 

また、たばこの煙には喫煙者が吸い込む主流煙

と、たばこの先端から出る副流煙の２種類があり、

健康に害を及ぼす化学物質の多くは副流煙のほうに

含まれる。よって非喫煙者であっても、慢性的に副

流煙や喫煙者の吐き出す煙にさらされることによっ

て、がんなどの疾患にかかってしまう危険性が出て

くる。他人の吸っているたばこの煙を吸うことは受

動喫煙と呼ばれ、広く問題になっている。例えば、

喫煙者の夫と非喫煙者の妻が気密性の高い家で暮ら

している場合、夫がタバコを 10 本吸うと、妻もた

ばこを 1 本吸ったことになるという。この受動喫煙

を避けるために、近年では喫煙場所を設けそれ以外

の喫煙を禁止するなどの分煙対策が、公共施設のみ

ならず一般企業、学校などでも進められている。 
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このようにたばこは本人だけでなく他者に対して

悪影響を及ぼすので、喫煙率低下のためにさまざま

な取り組みや政策が実施されている。 

現在の日本人の成人喫煙率は、厚生労働省の平成

24 年国民健康栄養調査によると、全体で 20.7％、

男性が 34.1％、女性が 9.0％である。また、JT が

行っている 2012 年全国たばこ喫煙者率調査による

と、全体で 21.1％、男性が 32.4％、女性が 10.4％

である。未成年喫煙率は、中学 1 年生男子が

1.6％、中学 1 年生 女子が 0.9％、高校 3 年生男子

が 8.6％、高校 3 年生女子が 3.8％ （すべて平成

22 年）となっている。政府は現在、平成 34 年度ま

でに成人喫煙率を 12％、未成年者の喫煙を 0％にす

ることを目標としている。 

1960 年代は成人男性喫煙率が 80％前後、女性喫

煙率が 17％程度であったが、現在では 20％前後に

まで下がってきている。しかし、ここ 7 年ほどは、

男性喫煙率は 30％代、女性喫煙率は 10％程度で安

定しており、目立った変化はない（図 1）。 

 

２ 喫煙に関する政策の意義 
 

①  Rational Addiction 

伝統的な経済学においては、喫煙を経済的に合理

的な選択の結果とする Rational Addiction が提唱

されてきた。 

これは Becker and Murphy（1988）で提唱され

た理論である。彼らは、一般的に個人はたばこやア

ルコールなどの中毒性のある財に対しても自らの効

用が最大化するように行動し、喫煙などが引き起こ

す効用や不効用をすべて考慮に入れ、納得したうえ

で中毒性のある財の消費をおこなっているのだ、と

主張した。 

しかしこの Rational Addiction モデルには一般に

次のような批判がある。 

第一に、本人は中毒になったときの被害を過少に

見積もっているのではないかという批判である。同

じ量の中毒性のある財を消費しても、体にあらわれ

る症状は個人によって異なる。そのため、消費者が

自分は大丈夫と楽観的に被害を見積もってしまう可

能性が出てくる。 

第二に、人間の合理性には限界があり、その行動

はしばしば首尾一貫性に欠けることがある、という

批判である。これは、長期的には中毒性のある財の

消費をやめるべきだと考えていても、目の前の財を

消費してしまうという場合などに対して言える。  

このような批判から、人間がたばこなどの中毒性

のある財を消費する際に本当に効用を最大化するよ

う合理的に行動しているのかは疑わしいと言える。 

よって今回は、この Rational Addiction を全面

的に肯定するのではなく、喫煙が引き起こす効用や

不効用をすべて考慮に入れることができない個人も

存在していると考えて、本稿を執筆する。 

 

② 喫煙に関する政策を行う意義 

喫煙は個人の自由なのだから政策として喫煙に介

入するのは過干渉なのではないか、といった批判

や、個人の嗜好の問題に対して政策を行う意味があ

るのか、という批判があるだろう。以下では、我々

の考える喫煙に関する政策を行う意義について述べ

る。 

たばこは健康面のみならず経済的な側面でも社会

に影響を与える。 

たばこの税収源としての側面はよく取り上げられ

るが、平成 23 年度では総額で 2 兆 3,838 億円（国

たばこ税 1 兆 315 億円、地方たばこ税 1 兆 1,928

億円、たばこ特別税 1,595 億円）のたばこ税が税金

として納められている。 

しかし一方で、たばこは社会的損失ももたらす。

医療経済研究機構が 2010 年に発表した「禁煙政策

のありかたに関する研究  ～喫煙によるコスト推計

～」では、2007 年のデータを用いて喫煙がもたら

す社会的コストについて、喫煙による健康面のコス

ト、施設・環境面のコスト、労働力損失のコストの

3 種類に分けて算出している。健康面のコストと

は、喫煙に起因する疾患を診断・治療したり予防し

たりする費用のことである。施設・環境面のコスト

とは、喫煙が施設、周辺環境に及ぼす影響のための

費用の公的負担部分のことで、具体的には喫煙がも

たらす火災による焼失や建物劣化修復費用のことで

ある。実際、全出火原因のうち最も多くを占めるの

はたばこである（その他を除く）。労働力損失のコ

ストとは、喫煙関連疾患による労働力損失や喫煙時

間による効率性の低下などのことである。その結

果、喫煙による健康面のコストは約 1 兆 7,680 億

円、施設・環境面のコストは約 1,918 億円、労働力

損失のコストは約 1 兆 5,604 億円で、合計が約 4 兆

3,264 億円になるということが示された（図 2）。 

また、たばこは健康に重大な悪影響を及ぼすこと

に加えて、中毒性のある消費財でもあり、喫煙者の

7 割程度がニコチン中毒であると言われている。そ

のため、人間がタバコを消費する際には合理的な判

断力を欠いている可能性がある。よって喫煙者本人

が自主的に喫煙をやめたいと思ってもその実現が難

しい場合が多い。実際に、現在習慣的に喫煙してい

る 20.1％（平成 23 年の国民健康・栄養調査）の人

のうち 35.4％の人が「たばこをやめたい」と回答し

ているが、喫煙率が思うように下がっていないのは

このためと考えられる。 
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また、ひとつの中毒行動を始めてしまうとそれが

ほかの中毒行動への入口になってしまい、さらなる

中毒行動を重ねていくという行動をとる個人の存在

も報告されている。 

加えて喫煙という行為は、上述したとおり、まわ

りにいる非喫煙者の健康に対しても重大な悪影響を

与える可能性がある。 

以上の観点から、喫煙という行動は必ずしも個人

が望んだ結果だけでなく、負の外部性も高いと考え

られるので、「個人の自由」に委ねるのではなく、

外部からの介入が必要であると言える。 

 

３ 日本での取り組み 

 

本節では日本における様々な取り組みを述べる。

まず、生活習慣病を予防すべく 2000 年に始まった

「21 世紀の国民健康づくり運動（健康日本 21）」

で、たばこ対策について、（1）喫煙が及ぼす健康

影響についての知識の普及、（2）未成年者の喫煙

をなくす、（3）公共の場および職場における分煙

の徹底と効果の高い分煙に関する知識の普及、

（4）禁煙支援プログラムの普及、という４つの方

向性が示され、2010 年までに達成すべき目標値が

それぞれ定められた。2013 年には「健康日本 21

（第二次）」がスタートし、（1）成人の喫煙率の

減少、（2）未成年者の喫煙をなくす、（3）妊娠中

の喫煙をなくす、（4）受動喫煙の機会を有する者

の割合の減少、という方向性が新たに打ち出され

た。 

次に具体的な取り組みをいくつか挙げる。政府

は、2002 年に「健康日本 21」を中核とする社会を

推進するために、医療制度改革の一環として健康増

進法を公布し、第 25 条で「多数の者が利用する施

設を管理する者は、受動喫煙を防止するために必要

な措置を講ずるように努めなければならない」と

し、施設管理者に対して受動喫煙を防止する努力義

務を定めた。2003 年のたばこ事業法改正では、た

ばこの健康に対する悪影響をパッケージに表示する

ことを義務付け、たばこ包装に「肺がんの原因の一

つになる」「心筋梗塞の危険性を高める」などの注

意書きが記載されるようになった（図 3）。 

2006 年には診療報酬改定により禁煙治療の一部

に対して保険の適用が認められるようになった。そ

して 2010 年には、たばこ価格の過去最大の値上げ

（一箱あたり約 110 円）が行われ、2009 年には

23.5%だった喫煙率が 2011 年に 19.5%へと下がっ

た。 

各地方自治体も独自の政策を実施している。

2007 年に大分県タクシー協会が全国で初めて

車内の全面禁煙を実現し、2010 年には神奈川

県受動喫煙防止条例、2013 年には兵庫県受動

喫煙禁止条例が施行された。 

 たばこ業界も、テレビや新聞での広告や宣伝を自

粛しており、2008 年には未成年者喫煙防止対策の

一環として、「taspo（タスポ）」対応の IC カード

方式成人識別たばこ自動販売機の導入が始まった。

この自動販売機を利用するには、あらかじめ発行さ

れる IC カード「taspo」が必要になり、カードをか

ざして成人であることが確認できなければ、たばこ

を購入することができない。  

このように国や自治体、たばこ業界などが様々な

方面から喫煙に関する対策に取り組んできた。しか

し前述のように、近年は成人全体喫煙率が 20%前後

のまま横ばいになっており、第二次健康日本 21 に

おいて政府が目標値として定める 12%という数字に

は程遠い。 

 

４ 諸外国の取り組み 

 

続いて諸外国の主なたばこ対策を見ていく。まず

喫煙そのものの害が指摘されてくるとともに、喫煙

者に対して、たばこの健康への影響についての認知

を進める方向に向かった。そこでたばこの包装に関

して、カナダで 2000 年に、世界で初めて写真入り

の警告文を表示することが法律で義務付けられた。

ほかにもアメリカやブラジル、EU 諸国やトルコな

ど多くの国で写真表示がなされている（図 4）。 

また受動喫煙の害が認知されてくるにつれて、全

面禁煙に向かう流れが出てきた。2007 年のたばこ

規制枠組条約第 2 回締約国会議で「喫煙室や空気清

浄機による対策は不適切であり、受動喫煙を防止す

るためには 100％全面禁煙とする必要がある」とい

う方針が示されている。こうした流れと軌を一にし

て、例えばアメリカのカリフォルニア州やニューヨ

ーク州などでは、1990 年代以降に一般の職場やレ

ストラン・バーを全面禁煙とする動きが始まり、そ

の後 2004 年にアイルランドにおいて世界で初めて

国全体を全面禁煙とする法律が施行され、同年のニ

ュージーランド、その後のウルグアイ （ 2006

年）、イギリス（2007 年）、香港・トルコ（2009

年）及びアメリカの半数以上の州で屋内を全面禁煙

とする法律が成立している。これらの国・州は、法

律で公共空間での喫煙を規制して、違反者への罰金

だけでなく、違反を容認した施設にも罰金と営業停

止処分などの罰則を定めている。 

たばこの販売規制に関しては、2004 年にブータ

ンで全国的にたばこ製品の販売が禁止された。フラ

ンスやノルウェーなどはたばこ自動販売機を完全禁

止にしており、ベルギー・デンマーク・フィンラン

ド・フランス・ドイツ・イタリア・イギリスなど多

くの国がたばこのバラ売りを禁止している。 
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また、先ほど述べたように、たばこ規制枠組条約

においてたばこ価格の引き上げが有効とされてい

る。しかし諸外国のたばこ価格は様々であり一様で

はない。例えば、G8 諸国及び OECD 平均のたばこ

価格は以下の通りである（図 5）。 

こうした日本と諸外国の取り組みを比較しつつ、

以下に日本の課題を整理する。 

 

５ 日本における課題 

 

2006 年に発効した「たばこの規制に関する世界

保健機関枠組条約（FCTC）」において、たばこ消

費を減らすための措置をとる必要性が示されるとと

もに、たばこ価格の上昇がたばこ消費を減らすため

に重要かつ効果的な手段であることが示された。そ

して上述のように、日本を含む諸外国も様々なたば

こ対策を行っている。たばこ対策の最大の目的は喫

煙率を下げることである。そのために、たばこ価格

の引き上げ、たばこの健康影響に関する知識の普

及、分煙・全面禁煙の実施、未成年喫煙防止、禁煙

治療の支援などが行われてきた。これらを踏まえ

て、日本の政策における課題をそれぞれ挙げてい

く。 

日本ではたばこの健康影響をパッケージに記載す

ることになっている。しかし、「肺がんの原因の一

つになる」など、喫煙者一般に向けたあいまいな表

現にとどまっている。また治療中の患者や腫瘍など

の写真が入った警告表示が一般的な諸外国に対し

て、日本のパッケージにはそうした写真が使われて

いない。 

また、日本では公共の場所や公共交通機関のほと

んどが禁煙となっているが、一般の企業で全面禁煙

を実施しているのは約半数である。このように屋内

での全面禁煙を法的に実施している諸外国に比べ

て、まだまだ改善の余地がある。 

前述したように、2008 年には未成年者の喫煙防

止を目的として taspo が導入された。しかし、その

導入によって、それまで自主的に規制していた深夜

におけるたばこ自販機の稼働が再開され、そのため

に海外では規制が進んでいるたばこ自動販売機をか

えって延命させたという批判や、カードの貸し借り

が容易なためにそもそも対策として有効でないとの

指摘もある。 

また、禁煙を望む人に対しては禁煙治療が推進さ

れているものの、禁煙補助薬や禁煙治療薬の利用率

も諸外国に比べて低く、しかも禁煙治療をする際、

入院患者や若年層などには保険が適用されないとい

う課題がある。それに加えて、すでに諸外国では一

般的であるクイットライン（電話での無料禁煙相

談）が日本ではまだ本格的には導入されておらず、

その整備が待たれる。 

このように、日本のたばこに関する政策には多数

の問題点が存在する。喫煙率の低下も横ばいになっ

ていることから、現行政策には限界が生じていると

いえる。よって喫煙に関する新しい政策を打ち出し

ていく必要があると考えられる。 

 

６ 政策手段としてのたばこ税 

 

喫煙率を下げるために最初に取られる政策手段が

たばこ税の増税によるたばこ価格の値上げである。

これまで何度もたばこの値上げは実施されており、

2010 年にたばこ税率の過去最大の引き上げが実施

され、たばこの一箱あたりの価格が約 110 円上昇し

た。喫煙はわずかに減少し、この増税という施策が

当初の狙い通り今後の喫煙率を大幅に下げていく効

果が期待されたが、それに反する研究が近年複数報

告されている。 

上村（2014）では、2010 年の値上げなどを背景

として、喫煙行動の価格弾力性を調べることによっ

て、たばこ税増税がどの程度喫煙行動に影響を与え

るのかについて考察した。ニコチン依存度をたばこ

への依存度の代理指標として用い、日本家計パネル

調査を用いて実証分析をおこなった結果、たばこへ

の依存度が高いほど喫煙行動の価格弾力性が低いこ

とがわかった。この結果から、増税を繰り返してい

くほど同じ増税幅に対する喫煙率引き下げ効果は小

さくなるということが示唆された。 

また、東京大学社会科学研究所の藤原らは 2014

年 3 月にたばこ税率の引き上げとその後の喫煙行動

の変化に関する分析結果を公表し、たばこ税率引き

上げの非喫煙化・減煙化・増煙化抑制に対する効果

は一時的なものであり、さらなる禁煙化や減煙化の

推進に対しては効果を持たない可能性があることを

示した。この分析では以下の結果が示された。 

喫煙率は増税が実施された 2010 年を挟んだ 2009

から 2011 年にかけて減少し、特に男性の喫煙率は

5 ポイント下がっている。しかし、2011 年と 2013 

年の間では喫煙率に変化はみられず、また女性は

2007 年から 2011 年にかけて徐々に喫煙率は減少し

ているが、2011 年から 2013 年にかけてはわずかで

あるが増加している。 

喫煙者のうち非喫煙へ変化したのかについてみる

と、2010 年を挟んだ 2009 から 2011 年にかけて最

も大きく減少した。 

喫煙者の喫煙本数の変化についてみると、男性の

減煙者の割合が 2009 年から 2011 年にかけては

18%となった。しかし、2011 年から 2013 年にかけ

ては 11%となり、一方、増煙者は、2011 年から

2013 年にかけて 17%と大きく増加していることが

わかった。また女性については、減煙者の割合は

2007 年から 2013 年にかけて約 10%程度と横ばい
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であったが、増煙者に関しては 2007 年から 2009

年にかけて徐々に減少傾向にあったが、2011 年か

ら 2013 年にかけては 12%となり、増加しているこ

とがわかった。 

さらに、男女ともに 2009 年から 2011 年にかけ

て禁煙した 3 割近くの者が再び喫煙するようになっ

ていることがわかった。加えて 2009 年から 2011

年にかけてたばこの本数を減らした者のうち男性で

は約 5 割が、女性では約 4 割が再び本数を増やして

いることがわかり、一方、禁煙やさらに減煙した者

は少ないことが明らかになった。 

以上の結果から、たばこ税率引き上げの効果は一

時的なものであり、その効果はいったんあらわれる

が、その後非喫煙化傾向は弱まり、喫煙化・増煙化

の傾向がみられることから、さらなる禁煙化や減煙

化の推進に対しては効果を持たない可能性があるこ

とが明らかになった。 

これらの研究結果を踏まえると、たばこ税の引き

上げが喫煙行動に与える影響はそれほど大きくない

ことが考えられる。よって今後の喫煙に関する政策

は増税による価格引き上げという面以外からのアプ

ローチが必要になると考えることができる。 

 

７ 問題意識 

 

上述のように、日本では様々な喫煙に関する政策

が行われてきており、事実ある程度までは成果をも

たらしてきたといえる。しかし、これらの政策の効

果は十分なものとは言えず、成人喫煙率も政府の目

標とする 12％を大きく上回っている。 

我々は、数々の政策にもかかわらず喫煙率が横ば

いのままであるのは、たばこに依存しており増税の

効果が薄い人々が現在も吸い続けているからだと考

える。したがって喫煙率を目標値まで下げるには彼

らへのアプローチが不可欠であるので、本稿では喫

煙に依存している人はどのような人であるのかを分

析によって明らかにし、彼らにアプローチする政策

提言を行いたい。 

 
Ⅱ 先行研究及び本稿の位置づけ 
 
１ 先行研究 

 

喫煙に関しては、その特性として依存行動である

ことや社会的に喫煙が問題視されてきたことから多

くの先行研究が存在する。そこで、以下では①依存

について、②喫煙依存について、③喫煙とソーシャ

ルキャピタルについて、それぞれの先行研究を概観

する。 

 

 

（１）依存について 

伝統的経済学の観点から依存を理論的に説明した

ものとして欠かすことのできないのが、Becker and 

Murphy による A theory of Rational Addiction

（1988）である。この理論では、個人は、ある財に

依存することの効用・不効用を将来に渡って全て考

慮した上で、その財に依存することを決めるとされ

ている。その後、多くの実証分析によって、この理

論は支持されてきた。しかし、この理論に従うなら

ば、喫煙に依存することを後悔する個人は存在しな

いはずであり、それは現実と著しく乖離した結果と

なる。そこで、この理論における人間の合理性の前

提が成り立たないのではないかと言う指摘がなされ

るようになった。特に近年は、行動経済学の立場か

ら、伝統的経済学で想定されるホモ・エコノミクス

ではない個人がいることを想定した上で依存を説明

する試みがなされている。具体的には、個人の時間

割引率や危険回避度は一定ではなく、例えば、時間

割引率について双曲線型である人もいるという仮定

をすることで、意図しない不合理な依存を説明して

いる。現在では、このように新しい知見を含んだ立

場からも依存行動を説明する理論が示されている

（後藤・依田（2008）、小椋・鈴木（2004）、康

（2014））。 

 

（２）喫煙依存について 

日本における依存に関する研究としては、主に喫

煙の観点からの研究が多い。外的環境要因が個人の

喫煙行動に与える影響を都道府県のマクロデータを

用いて分析した両角（2008）では、居住する都道府

県の喫煙率の高さなどが一か月あたりのタバコ支出

額に影響する事が示された。都道府県の喫煙率は

「周囲の喫煙に対する態度」の代理変数として用い

られており、喫煙率が高いほど周囲に喫煙する人も

多く、その影響から喫煙する人が多くなるという相

乗効果を観察している。また、依田・後藤（2008）

では、喫煙とその他のアディクションとの関係につ

いて分析を行い、クロスアディクションと呼ばれる

依存と依存の間に相関が見られることを明らかにし

た。個票データを用いた分析としては、喫煙への依

存に関する研究ではないものの、谷岡（2011）が、

日本版総合社会調査（JGSS）2010 を用いて、ギャ

ンブルやゲームへの依存について分析を行い、若年

男性であることや、トラウマの回数や中退経験など

強いストレスとなると考えられる要因を持つことが

依存の確率を高めることを明らかにした。喫煙依存

に関して個票データを用いて分析したものとしては、

職場が完全禁煙の場合は喫煙者となる確率が

10.0％減少し、喫煙者の一日あたりの喫煙本数が約

4 本減少することを示した両角・井伊（2004）、や
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双曲線型の時間割引率を実証した康（2014）などが

あげられる。 

 

（３）喫煙とソーシャルキャピタルについて 

ソーシャルキャピタルは社会関係資本とも呼ばれ、

「人々や組織の間の協調的な行動をともなう信頼・

お互いさまという意識に基づく規範・ネットワーク

など」を指している1。近年、人とのつながりや支

え合いがあるなどソーシャルキャピタルが豊かな人

ほど健康であるという研究報告が多数報告されてお

り、政策面での活用も WHO や各国単位で検討されて

いる。ただし、このソーシャルキャピタルに関して

は、定義、測定方法などの曖昧さから批判も存在し

ている。また、ソーシャルキャピタルは必ずしも健

康に良い影響を及ぼすだけでなく、悪い影響を及ぼ

す可能性も指摘されている。いずれにせよ、多数の

研究結果からソーシャルキャピタルと健康の関連に

ついては確かなものとして確立されつつある（近藤

（2010））。 

このような文脈から、健康に大きな影響を及ぼす

喫煙に関しても、ソーシャルキャピタルとの関係性

を検証した先行研究が存在する。高校生の喫煙行動

とソーシャルキャピタルについて扱った、高倉・濱

畑（2011）では、部活動への参加は喫煙行動を抑制

すること、及び、個人の部活動への参加の有無とは

別に、地域のスポーツクラブやボランティアなどの

組織活動への参加活動が盛んな学校に通う生徒ほど

喫煙をしにくいという結果が示された。諸喜田・高

倉（2012）は、青少年と学校の結びつきの強さを示

す学校連結性が低い者は学校連結性が高い者に比べ

て喫煙を行いやすいこと、社会経済的状況（Social 

Economic Situation, SES）が低い者は SES が高い

者に比べて喫煙する確率が高いことを示した。その

一方で、SES が低くても学校連結性が高いものは喫

煙をしにくいことを示し、学校においてソーシャル

キャピタルが生徒の健康に資していることを示した。

このように、ソーシャルキャピタルは喫煙に関して

も重要な指標と考えられる。 

 

２ 本稿の位置づけ 

 

以上で概観してきたように、依存に関しては多く

の経済理論が存在し、それを実証した研究も多い。

しかし、個票データを用いた分析や、近年、健康と

の関連性において注目されているソーシャルキャピ

タル関連の変数を含んだ分析は多くない。本稿は、

これらの先行研究において明らかとなった喫煙依存

の特性を考慮して、喫煙への依存行動についてソー

                                                     
1稲葉陽二ら（2014）『ソーシャル・キャピタル 「きず

な」の科学とは何か』ミネルヴァ書店。  

シャルキャピタル関連の変数を含めた分析を大規模

な個票データを用いて行うことで、喫煙依存者はど

のような特徴を有するのかを明らかにする。 

 
Ⅲ 分析 
 
１ 分析の枠組み 

 

（１）データ 

本稿の分析では、個票データである JGSS-2010

を使用する。JGSS-2010 は大阪商業大学 JGSS 研

究センターが、20 歳から 89 歳の男女を調査対象の

母集団とし、全国を北海道・東北、関東、中部、近

畿、中国・四国、九州の 6 ブロックに分け、各ブロ

ック内で市郡規模に応じて大都市、人口 20 万人以

上の市、人口 20 万人未満の市、郡部の 4 つに分け

た層化から層化 2 段抽出法により対象者を抽出して

行った調査である。 

 

（２）変数選択 

①被説明変数 

本稿では被説明変数に喫煙耽溺行動の有無を用い

る。「以前は喫煙耽溺行動をとっていたが、現在は

禁煙している人」を対象から除くために、「あなた

は、喫煙について周りの人から『やりすぎだ』と注

意されたことがありますか」という質問に対し、

「1．はい」、「2．いいえ」「9．無回答」から「1．

はい」を選択した人のうち、「あなたはタバコを吸

いますか」という質問に対し、「1．現在吸ってい

る」「2．以前は吸っていたがやめた」「3．ほとん

ど／まったく吸ったことはない」「9．無回答」の

中から、「1．現在吸っている」を選択した人を喫

煙に依存している人として、被説明変数で扱うこと

にする。データの制約上、ニコチン依存症か否かを

指標とすることができないため、「喫煙について周

りの人から『やりすぎだ』と注意されたことがあり

ますか」という質問項目を指標の一つとして用いる。

これは個人によって喫煙頻度や本数に少々の程度の

差はあれ、人から注意されるということは一般的に

見て過度に喫煙行動をとっていると考えられるため、

本稿ではこれを喫煙耽溺行動の指標として用いるこ

とにする。 

 

②説明変数 

本稿の分析では、「男性」「年齢」「年齢の 2

乗」「短大・高専卒」「大学・大学院卒」「個人年

間収入」「定期的に行うスポーツの頻度」「持ち

家」「同居家族の耽溺行動」「趣味の会への参加」

「友人との会食の頻度」の 11 の説明変数を用いる。 

「男性」「年齢」「年齢の 2 乗」「個人年間収
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入」は基本属性の変数として、「短大・高専卒」

「大学・大学院卒」は喫煙がもたらす健康被害につ

いての知識量の代理変数として用いる。「持ち家」

に関しては、喫煙による壁紙の汚れにおける費用の

面などから、喫煙する環境として借家や社宅よりも

持ち家に住む人の方がより喫煙耽溺行動をとってい

ると考えられるため、変数とする。また、「定期的

に行うスポーツ頻度」に関しては、呼吸機能の低下

による息切れや持久力の低下のように、喫煙が運動

能力に影響を与えるといわれることから、スポーツ

を行う頻度が少ない人ほど喫煙耽溺行動をとってい

る可能性が高いと考えたため、変数として加える。 

上述の通り、ソーシャルキャピタルを表す変数と

して、「同居家族の耽溺行動」「趣味の会への参

加」「友人との会食頻度」を用いる。先行研究で挙

げたように、喫煙行動とソーシャルキャピタルには

関係性があるとされる中で、組織への参加や周囲の

人々との関係がどのように喫煙耽溺行動に影響する

のかを明らかにするために、これらの変数を加える。

表 1 に変数とその定義をまとめた。なお、各変数の

記述統計量は表 2 の通りである。 

 

２ 本稿の分析 

 

・分析結果 

今回は被説明変数が 0 か 1 かのダミー変数である

ため、ロジスティック回帰分析を行った。分析結果

は表 3 の通りである。 

結果として、「男性」「定期的に行うスポーツ頻

度」「同居家族の耽溺行動」が喫煙耽溺行動に対し

て正の影響を与える一方、「短大・高専卒」「大

学・大学院卒」「持ち家」「趣味の会への参加」

「友人との会食頻度」が負の影響を与えるというこ

とが明らかになった。 

 

・考察 

以上の分析結果に対し、考察を加える。喫煙耽溺

行動に正の影響を与えた「男性」は、喫煙率の男女

比でも圧倒的に多く、また、ギャンブルやアルコー

ル等の耽溺行動も多いと言われることから、想定通

りの結果が出たと言える。「年齢」に関しては、分

析結果から 47 歳の人が最も喫煙耽溺行動をとって

いる可能性が高いということが明らかになった。若

年層では、昨今の禁煙意識の高まりによって、そも

そもたばこを吸い始めない傾向があると考えられる。

また、高齢者層になればなるほど健康に気を使うよ

うになり、喫煙を抑制する傾向があると考えられる

ため、そのどちらにも属さない中年の人々が最も喫

煙耽溺行動をとる可能性が高いと思われる。「短

大・高専卒」「大学・大学院卒」は負の影響を与え

たことから、たばこの健康被害への知識の普及が喫

煙行動の抑制につながっていると捉えることができ

る。「個人年間収入」に関しては、低所得者ほど喫

煙率が高いといわれるが、喫煙の耽溺行動に関して

はその結果は得られなかった。「定期的に行うスポ

ーツの頻度」に関しては、スポーツをする頻度が少

ない人は頻度の多い人に比べて自身の健康への意識

が低く、喫煙耽溺行動に陥りやすいと考えられる。

「持ち家」に関しては、借家よりも持ち家の方が喫

煙する環境として良く、喫煙耽溺行動に正の影響を

与えると想定したが、その結果は得られなかった。

また、「同居家族の耽溺行動」が正の影響を与えた

ことと「友人との会食頻度」が負の影響を与えたこ

とから、同居する家族や定期的に会食をする友人と

いった、周囲の親しい人物が重要な外部環境要因と

なると考えられる。一方で、「趣味の会への参加」

は負の影響を与え、喫煙耽溺行動の抑制に繋がって

いることがわかった。 

 
Ⅳ 政策提言 
 
１ 政策提言の方向性 

 

第 1 章で日本における課題を整理したところ、喫

煙に関する政策が不十分であることが分かった。ま

た本稿の分析より、喫煙の耽溺行動とソーシャルキ

ャピタルとの関連が明らかになった。よってわれわ

れは、禁煙支援に向けた取り組みの充実と、政策に

おけるソーシャルキャピタルの活用とを政策提言の

軸にする。 

そして、①すべての喫煙者にたばこの害を認知し

てもらうこと、②喫煙の害を知って禁煙に関心を持

った人を支援すること、③禁煙を支援する際にソー

シャルキャピタルを活用することという形で分類し

て以下の政策を提言する。 

（１）たばこの害の認知 

①たばこパッケージの警告の強化 

②喫煙防止教育の徹底 

（２）禁煙支援 

クイットライン（電話での無料禁煙相談）の常

設 

（３）ソーシャルキャピタルの活用 

①禁煙治療の紹介割引制度 

②禁煙ミーティングの提供 

なお、喫煙に関する政策としてまず挙げられるの

はたばこ増税ないし値上げであるが、前述の通りそ

の効果は一時的なものにとどまるという研究が存在

すること、また本稿は主に個人の特性とソーシャル

キャピタルいう観点からの分析であることを踏まえ、

たばこ増税そのものについては考慮しないこととす

る。 
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２ 政策提言 

 

（１）たばこの害の認知 

①たばこパッケージの警告の強化 

男性の喫煙者・非喫煙者に向けた政策として、た

ばこパッケージの警告文を強化することを提言する。 

分析の結果より喫煙依存は男性に多く、また喫煙

率も男性は女性に比べて高い。そこで、喫煙が男性

に及ぼす影響をパッケージに明記することが必要で

ある。男性が喫煙すると、たばこから摂取される人

体にとっての有害物質により精子が傷つけられてし

まう場合がある。その場合、その男性の子どもは白

血病などの小児癌にかかるリスクが高まるという。

また、本人に与える影響としては、心筋梗塞やくも

膜下出血のリスクが 2～3 倍以上になること、ニコ

チンの血管収縮作用により、毛髪の育成に支障をき

たし抜け毛、薄毛になること、ニコチンなどが口腔

にダメージを与え、歯周病をひきおこしてしまい、

ひどい口臭のもとになってしまうこと、肌がダメー

ジを受けて年齢よりも老けた顔になってしまうこと

などがある。このようなダメージを直接的に記載す

ることによって依存者が喫煙を控えるという意思決

定を促進することをはかる。 

より具体的には、このような男性に対する害を写

真とともに表示すべきである。喫煙者は病気など遠

い将来のリスクを割り引く傾向があると考えられる。

そこで、喫煙による将来のリスクを認識させるには、

写真を表示するのが有効と考える。現在、日本のた

ばこの警告表示には写真が使われておらず、パッケ

ージの下側に「喫煙は、肺がんの原因の一つになり

ます」「肺気腫の可能性を高めます」など、喫煙者

一般に向けた警告文が表示されているのみである。

しかし、より男性に焦点を絞った警告表示を加えて、

男性がたばこの危険性を認識することを促すべきで

ある。写真警告を実施していない日本では、まだ喫

煙のリスクを具体的には知らないか低く見積もって

いる喫煙者もいると考えられる。世界初の写真入り

警告文を採用したカナダではその警告が喫煙率を下

げるのに有効であったという研究があり、そうした

警告の有効性は実証されている。さらに、たばこの

健康影響を実感してもらうために、「1 本で寿命が

14 分ほど縮む2」などのより具体的な文言に変える

のも効果的だろう。 

 

 

 

                                                     
2 保健指導リソースガイド『たばこ 1 本で寿命は 14 分

短 く な る  拡 が る 禁 煙 習 慣  世 界 禁 煙 デ ー 』 

http://tokuteikenshin-

hokensidou.jp/news/2014/003619.php 

②喫煙防止教育の徹底 

我々は、これを解決するための政策として、「小

学校での喫煙防止教育内容に最低限実施すべき内容

を具体的に定め、その内容を実施すること」を提言

する。 

分析の結果、同居家族がたばこ依存に陥っている

と、喫煙に依存している人が多くなるということが

明らかになった。現在の喫煙防止教育の問題点とし

ては、学校によって時期や内容にばらつきがあり、

実施状況にも差があるということがあげられる。よ

ってこの現状を解決することが必要である。そのた

めには、ある程度統一した内容の喫煙防止教育を実

施できるような指針を作成することが必要になる。

具体的には、喫煙をすることによって起こる肺や容

姿への影響、ニコチン中毒や喫煙関連疾病などの深

刻な害、受動喫煙の健康被害などを具体的に知らせ

ることを徹底することがあげられる。 

また、たばこ依存に陥っている家族を持つと、た

ばこに関する十分な知識を得ていない場合、同居家

族という最も身近な人々の影響を強く受け、喫煙と

いう行動を選択し、同じようにその影響を受けて自

分もたばこに依存してしまうことが考えられる。そ

こでたばこについての教育を年齢が低い時点から十

分に行うことで、たばこに関する十分な知識を得て、

そのうえで喫煙行動について判断させることができ

ると考えられる。 

このような喫煙防止教育を扱った研究として、川

崎・高橋（2012）では、大学 1 年生に対して入学 9

ヶ月後に新入生対象参加型喫煙防止教育を実施し、

15 ヶ月後にその成果を比較している。この結果、

参加型喫煙防止教育の有用性を受けた参加群の喫煙

経験率の上昇は非参加群に比べて低くなるという結

果が得られた。また、金沢市医師会が 2011 年に行

った『禁煙教育の効果検証 成人式における｢喫煙ア

ンケート調査｣』でも、小学校 6 年生での喫煙防止

教育が成人での喫煙率に一定の効果があると考えら

れることが明らかになっている。このように喫煙防

止教育には、喫煙を防止するために一定の効果があ

ると考えられる。 

文部科学省では学校教育における喫煙防止教育に

関して、学習指導要領における喫煙の収載、「喫

煙・飲酒・薬物乱用防止の手引」の発行や、小学校

の「体育」、中学校と高等学校の「保健体育」を中

心とした教科において喫煙と健康とのかかわりにつ

いて指導している。また、ホームルーム活動などの

学級活動等においても喫煙防止を取り上げることが

できるようにしている。 

しかし一方で、磯田（2011）では、学校教育にお

いて健康を増進していく立場にある養護教諭の喫煙

防止教育に関する意識を調査し、小学校では必要性

が低いと考え喫煙防止教育を実施していないケース



 

32 

 

が存在する一方で、逆に中学校と高等学校では必要

に迫られて実施しているケースが存在することが明

らかにした。年齢が上がって喫煙者の割合が増え始

めた時点から喫煙防止教育をしても、今回の分析か

らもわかるように喫煙という行動は周囲の影響を受

けやすい といえるので、周囲の同年代の喫煙者に

すでに影響を受けてしまっていることが大いに考え

られる。 

以上の理由から、年齢が低い時点で喫煙に関する

具体的な教育を実施することで、喫煙の不効用や害

に関する具体的な知識を十分に与えて、将来喫煙者

が周囲に増えたとしても、適切な自己判断能力を可

能にするため、小学校低学年からの喫煙防止教育の

徹底を提言する。 

 

（２）禁煙支援 

上述のように喫煙者になる前から教育を徹底する

ことだけでなく、すでに喫煙している人に対する政

策もまた重要である。そのため、禁煙を希望する喫

煙者に焦点を当てる必要がある。 

喫煙依存とは身体的依存と心理的依存とが結びつ

いた状態である。身体的依存とはニコチンが大脳の

快楽中枢に作用していること、心理的依存とは喫煙

が日常生活の一部になっていることであり、禁煙と

はこの両方を同時に克服するということを意味する。

喫煙者が禁煙をしたい場合、自力できっぱりやめる

か、医師や薬の助けを借りた禁煙治療を受けるかの

どちらかになる。しかし、上記のような依存に陥っ

ていることを考えると自力での禁煙は難しいため、

禁煙治療がより重要になってくる。 

禁煙治療は、薬局で補助薬を購入するか、禁煙外

来を受診するかの 2 つの方法がある。薬局で購入で

きる補助薬にはニコチンパッチとニコチンガムの 2

つがあり、ニコチンパッチは皮膚に張ることによっ

て、ニコチンガムは口腔を通じて、それぞれニコチ

ンを摂取する。どちらも、たばことは別の手段によ

ってニコチンを摂取しながら徐々にニコチン依存か

ら抜け出す、という方法である。禁煙外来では、ニ

コチン依存症かどうかのチェック、呼気に含まれる

一酸化炭素濃度の測定、禁煙開始日の設定と禁煙宣

言、医師によるアドバイス、禁煙補助薬の選択、と

いう手順を踏む。禁煙外来では上記のニコチンパッ

チかバレニクリンという内服薬を使用する。バレニ

クリンはニコチンが含まれていないという点で上記

の補助薬と異なる。 

喫煙者がたばこの依存から脱却するには、まず、

たばこの害を認識し、禁煙治療に関心を持ち、実際

に禁煙外来を受診するか補助薬を薬局で購入し、治

療を継続して、最終的に禁煙に成功するという段階

を踏まねばならない。また、一度禁煙に成功した人

が再び喫煙することのないよう支援することも必要

であるため、禁煙支援に関して以下の通り提言する。 

 

①クイットラインの常設 

禁煙を希望する喫煙者に向けた政策として、常設

のクイットライン（電話による無料禁煙相談）の設

置を提言する。 

禁煙希望者に対する支援としては禁煙治療や禁煙

外来が推進されているものの、その利用はあまり進

んでおらず、時間定期制約がある人であれば外来を

受診するのも困難である。禁煙を望む喫煙者が一歩

を踏み出すためにも、まずは気楽かつ手軽に相談で

きるような環境を整備する必要があり、そのために

はクイットラインが有効だと考える。クイットライ

ンはすでに諸外国で広く実施されており、禁煙に関

する情報・アドバイスの提供や医療機関の紹介など

を通じて、禁煙に踏み切る人と禁煙に成功する人の

両方を増やすことが期待できる3。日本でも今年

（2014 年）の 7 月 7 日から 7 月 20 日の二週間だ

け試験的に実施されたこともあり、本格的に採用す

ることは十分に可能であると考えられる。しかし前

回は、10 時から 17 時までの実施に限られていたた

め、労働者など時間的余裕のない人は利用しにくく、

また病院の紹介などはしていなかった。今後クイッ

トラインを常設化する際には、時間的制約のある

人々も利用しやすいように、引き続き土日に実施す

ることはもちろん、開設時間を延長もしくは夜間に

実施することが不可欠である。それによって気の向

いた時にいつでもクイットラインを利用できること

が期待される。そして電話相談から実際の受診まで

の流れを円滑にするために、既存の禁煙外来などと

連携をとるべきである。またクイットラインを利用

してもらうために、その認知度を高める取り組みも

必要となる。たばこのパッケージや健康診断の場な

どを通じて、クイットラインの番号を周知させるの

が有効であると考えられる。実際に、カナダやブラ

ジル、オーストラリアなどでは国のクイットライン

の電話番号をすべてのたばこパッケージに記載して

いる。 

 

（３）ソーシャルキャピタルの活用 

①禁煙治療における紹介割引制度 

禁煙希望者が周囲の人間を誘って禁煙治療を受け

るようにするために、家族や知人を誘った場合は医

療費自己負担率が割安になるような制度を提言する。 

分析より、友人との会食頻度が高いほど喫煙に依

存していること、また同居家族が喫煙に依存してい

                                                     
3  医師が喫煙者に三分間の禁煙アドバイスをするだけで

も禁煙支援に効果があることがわかっている（禁煙推

進学術ネットワーク『禁煙ガイドライン 2010 年版』よ

り）。 
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るほど本人も依存していることが明らかになった。

家族や友人は比較的親しい存在であり、喫煙に関し

てはそうした周囲からの影響が大きいと考えられる。

そのため、周囲が喫煙しているならば、単に本人だ

けが禁煙を志しても禁煙に成功するのは難しく、仮

に成功したとしても周りに影響を受けて再び喫煙す

ることが予想される。そのため、禁煙を志す人は周

囲の人間と一緒に治療を受けることが禁煙達成の一

助になると考えられる。このように周囲を巻き込む

動機づけとして紹介割引制度は有用だと考える。家

族や知人と一緒に受診すれば、治療を受けている者

どうしが互いに注意しあうことで禁煙成功率が高ま

ると期待でき、一人で治療するよりも有効である。 

 

②禁煙ミーティングの提供 

喫煙者に対して人とのつながりが得られる場所の

提供が必要であると考え、喫煙ミーティングの開催

の場の提供を提言する。 

分析の結果、趣味の会に参加している人は耽溺行

動に陥る確率が低いことがわかった。趣味の会への

参加はソーシャルキャピタルの一つであり、ソーシ

ャルキャピタルが豊かな人ほど喫煙に依存する確率

が下がるということが考えられる。さまざまな依存

物に依存している者どうしが集まって、お互いの悩

みを共有する場をもつことは、その依存を克服する

ために大いに効果がある、ということは広く知られ

ている。このうちの一種に当事者が集まった自助グ

ループも広く知られており、アルコールや薬物など

の依存症を持つ人々の自助グループやミーティング

が全国で多数実施されている。 

具体的には、地域レベルで場所と機会の提供を行

う、禁煙外来をもつ病院内において地域のミーティ

ングの存在を広報する、ミーティングの場所に日本

禁煙科学会が認定している禁煙支援士を定期的に相

談役として派遣することなどを提言する。これによ

って禁煙依存ミーティングの存在を喫煙依存者に知

らせて、同じ悩みを共有することによって人とのつ

ながりを得てもらい、喫煙への依存から脱却するサ

ポートを行う。 

 
Ⅴ おわりに 
 

本稿では、喫煙に依存している人々に焦点を当て、

彼らの特性やソーシャルキャピタルとの関連を明ら

かにするために分析を行った。その上で政府による

現行の喫煙に関する政策の問題点を指摘し、たばこ

の害の認知・禁煙支援・ソーシャルキャピタルの活

用という 3 つの方向性から提言を行った。具体的な

政策として、たばこの害の認知に関しては「たばこ

パッケージの警告の強化」「喫煙防止教育の徹底」、

禁煙支援に関しては「クイットラインの常設」、ソ

ーシャルキャピタルの活用に関しては「禁煙治療に

おける紹介割引制度」「禁煙ミーティングの提供」

を提言する。 

しかし、本稿には課題も残されている。本稿の分

析では、データの制約上、「人から喫煙を『やりす

ぎだ』と注意されたことがあり、現在も喫煙をして

いる」人を喫煙に依存している人と捉えて被説明変

数とした。そのため、実際にニコチン依存症の人の

特徴を明らかにする分析をすることができなかった。

正確な研究を行うために、より詳細な調査が望まれ

る。 

本稿の目的は、たばこに依存している喫煙者が合

理的に判断するようになり、そのうえで禁煙したい

と思う人々を支援するような環境を整えることであ

る。そのため、全員に禁煙させることを目指してい

るわけではない。喫煙が有害であるという事実に照

らせば、ゆくゆくは喫煙そのものを禁止する時代に

なるかもしれないが、喫煙はある程度まで個人の嗜

好であるという側面は否定できない。そのため本稿

は、喫煙全面禁止を行うだけの根拠に乏しいとの前

提に立っている。この点に関してはさらなる社会的

議論が待たれる。 

最後に、本稿がたばこに依存する喫煙者を減らす

ことの一助になることを願い、本稿を締めくくる。 
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図表 

図 1 現在習慣的に喫煙している者の割合の年次推移(20 歳以上) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（『厚生労働省「平成 24 年国民健康栄養調査」』より） 

 

図 2 喫煙がもたらす社会的コスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医療経済研究機構(2010)『禁煙政策のありかたに関する研究～喫煙によるコスト推計～』より） 
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図 4 海外のたばこパッケージ 左：ブラジル 右：トルコ 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所: WHO“WHO FCTC Health Warnings Database”  

 

 

 

 

 

（Tobacco Atlas “Cigarette Prices” より） 

 

 

図 5 G8 諸国及び OECD 平均のたばこ価格 

 

（WHO“WHO FCTC Health Warnings Database”より）
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表６ 変数とその定義 

変  数 定      義 

喫煙耽溺行動 喫煙について周りの人から「やりすぎだ」と注意されたことがあ

り、かつ現在も喫煙をしている場合には 1、そうでない場合には 0。 

男性 男性の場合には 1、女性の場合には 0。 

短大・高専卒 短大・高専卒の場合には 1、それ以外の場合には 0。 

大学・大学院卒 大学・大学院卒の場合には 1、それ以外の場合には 0。 

個人年間収入 1．なし、2．70 万円未満、3．70 万円以上 100 万円未満、4．100

万円以上 130 万円未満、5．130 万円以上 150 万円未満、6．150 万

円以上 250 万円未満、7．250 万円以上 350 万円未満、8．350 万円

以上 450 万円未満、9．450 万円以上 550 万円未満、10．550 万円

以上 650 万円未満、11．650 万円以上 750 万円未満、12．750 万円

以上 850 万円未満、13．850 万円以上 950 万円未満、14．1000 万

円以上 1200 万円未満、15．1200 万円以上 1400 万円未満、16．

1400 万円以上 1600 万円未満、17．1600 万円以上 1850 万円未満、

18．1850 万円以上 2300 万円未満、19．2300 万円以上から選択。

両角（2008）に倣い、それぞれの中央値を使用しており、19 は

2300 万円とする。 

定期的に行うスポーツの頻度 週に数回以上、週に 1 回程度、月に 1 回程度、年に数回程度、ほと

んどしないから選択。週に数回以上の場合には 1、週に 1 回程度の

場合には 2、月に 1 回程度の場合には 3、年に数回程度の場合には

4、ほとんどしない場合には 5。 

持ち家 持ち家の場合には 1、それ以外の場合には 0。 

同居家族の喫煙耽溺行動 同居家族の中に喫煙をしすぎている人がいる場合には 1、 

いない場合には 0。同居家族がいない場合も 0 とする。 

趣味の会への参加 趣味の会に参加している場合には 1、参加していない場合には 0。 

 

 

友人との会食頻度 

ほぼ毎日、週に数回、週に 1 回程度、月に 1 回程度、年に数回、年

に 1 回程度、まったくしていない、から選択。ほぼ毎日の場合には

1、週に数回の場合には 2、週に 1 回程度の場合には 3、月に 1 回程

度の場合には 4、年に数回の場合には 5、年に 1 回程度の場合には

6、まったくしていない場合には 7。 
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表７ 記述統計量 

変数 平均 標準誤差 最小値 最大値 

喫煙耽溺行動 0.1260213 0.3319145 0 1 

男性 0.4753652 0.4994546 0 1 

年齢 52.66526 16.61894 20 89 

年齢の 2 乗 3049.751 1756.318 400 7921 

短大・高専卒 0.1500371 0.357152 0 1 

大学・大学院卒 0.2307502 0.421365 0 1 

個人年間収入 384.3761 297.1249 0 2300 

定期的に行う 

スポーツ頻度 

3.391186 1.716823 1 5 

持ち家 0.8143105 0.3889041 0 1 

同居家族の 

喫煙耽溺行動 

0.1371627 0.3440616 0 1 

趣味の会への参加 0.1562268 0.3631152 0 1 

友人との会食頻度 4.548898 1.332351 1 7 

サンプル数 4039 
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表８ 分析結果 

説明変数 係数 標準誤差 オッズ比 P 値 有意性 

男性 1.835727 0.1247238 6.269691 0.000 *** 

年齢 0.117876 0.0221019 1.125105 0.000 *** 

年齢の 2 乗 -0.0012518 0.0002157 0.998749 0.000 *** 

短大・高専卒 -0.4190327 0.1697469 0.6576827 0.014 ** 

大学・大学院卒 -0.3990275 0.1255123 0.6709722 0.001 *** 

個人年間収入 0.0000926 0.0001771 1.000093 0.601  

定期的に行う 

スポーツ頻度 

0.1066966 0.031368 1.112597 0.001 *** 

持ち家 -0.4521772 0.1217253 0.6362414 0.000 *** 

同居家族の 

喫煙耽溺行動 

0.721177 0.1422717 2.056853 0.000 *** 

趣味の会への参加 -0.5706685 0.1761044 0.5651475 0.001 *** 

友人との会食頻度 -0.1354804 0.039945 0.8732963 0.001 *** 

定数項 -4.851586 0.5564042  

サンプル数 4039 

疑似決定係数 0.1272 

 ※***が 1%水準、**が 5%水準、*が 10%水準でそれぞれ有意なことを表す。 
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第 3 章 健康寿命延伸による 

新たな高齢社会対策 

～都市部の課題解決に向けて～ 

 
 
 

米田野々花 市來孝彬 
沖田紘子 明石光太郎 
市後彩夏  冨里雄太 

 
 
 

要旨 
 
 
 

現在、日本は世界でも類を見ない超高齢社会に突入しており、2013 年度の高齢化率は 25.1% に達している。 高齢

化はこれまで主に地方の問題として捉えられてきたが、今後は都市部で問題が深刻化すると見込まれる。2010 年から 

2025 年にかけての都市部の後期高齢者人口増加数は全体の約半数を占めると推計されており、要支援・要介護者の増

加が急速に進むと考えられる。しかしながら、都市部では既に介護保険施設や特養、介護関連職種人材などについて深

刻な供給不足が発生している。 

また、高齢化の人口構造を見ると、全国的に単身高齢者が増加し、特に都市部においてその割合が高くなっている。

単身高齢者は、地域住民とのつながりが薄い等の理由から、健康に対する不安や日常生活への不満を抱える傾向があ

る。それに加え、都市部では地域のつながりが希薄化している。地域のつながりは防犯や防災だけでなく、高齢者福祉

の役割を担っているため、その希薄化は特に同居家族のサポートがない単身高齢者に多大な影響を及ぼす。  

しかし、今後は平均寿命と健康寿命の差の拡大により、個人の要介護期間が長期化すると見込まれるため、介護サー

ビスの拡充を目的とした政策で、こうした問題に対応するには限界がある。 高齢者が主体となって活動し、身体的健康

を維持するだけでなく、地域社会で満足した生活が送れるライフデザインを行政が支援することが重要である。 

そこで本稿では、高齢者の身体的健康や生活満足度に影響を与える要因を明らかにするため、「全国高齢者パネル調

査」の個票データを用いて順序ロジット分析を行った。その結果、前期高齢者では「仕事をしている」「生きがいがあ

る」ことが、後期高齢者では「趣味稽古をした」「庭仕事をする」ことが身体的健康や生活満足度に好影響を与えるこ

とが示唆された。 

この分析結果をもとに、健康寿命の延伸に加え、地域のつながりの希薄化を解決することを目的に、Ⅰ就労機会の充

実化、Ⅱ市民農園の開設促進・環境整備という 2 つの政策を提言する。Ⅰでは、①中間組織の改善、②定期的なセミナ

ー等の開催、Ⅱでは、①空き地所有者に向けたガイドラインの作成、②栽培指導員による管理の促進、③市民農園登録制

度の設立、④市民農園間のイベントの開催を提言する。そして最後に、提言した政策をより多くの高齢者に周知させる

手段を提言する。  

 

 

 

 

 

本稿の作成に当たり、山内直人教授(大阪大学)、石倉康次教授(立命館大学)、大塩まゆみ教授(龍谷大学)、大前眞教授(龍谷大学)、横山

寛和助教(愛知大学)をはじめ、多くの方々から有益かつ熱心なコメントを頂戴した。また二次分析に当たり、東京大学社会科学研究所

附属社会調査・データアーカイブ研究センターSSJ データアーカイブから、個票データをご提供頂いた。ここに記して感謝の意を表

したい。しかしながら、本稿にあり得る誤り、主張の一切の責任はいうまでもなく筆者たち個人に帰するものである。 
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Ⅰ はじめに  
 

2013 年に日本人の平均寿命は初めて男女ともに 80 

歳を超え、過去最高を更新した。世界保健統計 2014 

によると、世界保健機関(WHO)加盟国 194 か国中、日

本は男女の平均寿命が 84 歳と世界一の長寿国となっ

た。このように我が国では、優れた保険・医療システ

ム等によって世界最高水準の平均寿命を達成してい

る。国内の平均寿命の延伸は以前から着目されてきた

が、2000 年に WHO が公表した「健康寿命」(Healthy 

life expectancy)という概念は、日本に対して単に長

生きするというだけでなく、いかに日常生活に制限を

受けず健康に長生きするかという問題を投げかけた。 

それと同時に、平均寿命延伸に伴う高齢化の進展に

対応するため、要介護状態にある高齢者の尊厳を守

り、社会全体で支える目的から介護保険制度が施行さ

れた。さらにその後も数回にわたり制度の改正が行わ

れる等、政府も高齢化対策を強化してきた。その一方

で、2001 年と 2010 年を比較すると、平均寿命は男性 

1.48 年、女性 1.37 年延びているにも関わらず、健康

寿命については男性 1.02 年、女性 0.97 年の延びに

留まっている。平均寿命と健康寿命の差は日常生活に

制限のある不健康な期間を表すことから、今後平均寿

命延伸とともに健康寿命との差が拡大すれば、高齢者

の QOL(Quality of Life)が低下するだけでなく、すで

に社会保障費の約 7 割を占める高齢者関係給付費がさ

らに増加し、現行の制度を維持していくことが困難に

なるだろう。  

これまで高齢化は主に地方の問題として捉えられて

きたが、今後は高度経済成長期に都市部に移住した団

塊世代が高齢化することによって、都市部で問題がま

すます深刻になると考えられる。しかしながら、すで

に都市部では介護施設や人材が不足しており、現行の

制度で高齢者の増加に対応するのは非常に困難であ

る。さらに、地域のつながりが希薄化しており、孤立

する高齢者が多いといった問題もある。こうした状況

を鑑みると、要介護者の増加に合わせて介護供給を増

やすといった政策ではなく、高齢者が主体となって活

動し身体的健康を維持し、地域社会において満足した

生活が送れるライフデザインを行政が支援する政策が

重要である。  

以上より、本稿では「高齢者が身体的健康を維持

し、地域社会において豊かな生活を送ることができる

社会」を実現するために、追跡調査のデータを用い身

体的健康維持向上及び生活満足度向上の要因を分析

し、政策を提言する。 

本稿の構成は以下の通りである。まず第 1 章では、

都市部における高齢化の現状とそれによる問題を述

べ、第 2 章では高齢者の身体的健康や生活満足度に関

する実証研究を紹介し、本稿の独自性について述べ

る。続く第 3 章では我々が行った分析について、用い

たデータやその方法及び結果を述べる。第 4 章では、

分析結果に基づき、高齢者の健康寿命を延伸するだけ

でなく、現状分析として取り上げた地域のつながりの

希薄化を解消する政策を提言する。 

 
Ⅱ 現状分析・問題意識  
 
１ 都市部における高齢化の進行 

 

（１）全国における高齢化  

日本の高齢化率は増加の一途をたどっており、2013 

年度の高齢化率4は 25.1％に達している。今後は団塊

世代の高齢化に伴って、高齢者人口はさらに増加する

と想定されている。総務省統計局によれば、団塊世代

が 65 歳以上となる 2015 年には高齢者人口が 3,395 

万人となり、 75 歳以上となる 2025 年には 3,658 

万人に上る。その後も総人口が減少し続ける一方、高

齢者人口は増加を続け、2042 年に 3,878 万人でピー

クを迎えると推計される(図 1 参照)。 

 

（２）都市部における高齢化 

 次に、高齢化の状況を都市部に絞って見ていく。こ

れまで地方の過疎化や高齢者率の増加が注目されて

きたが、今後は団塊世代の高齢化によって、特に都

市部で高齢者が急増すると見込まれる。2010 から 

2025 年までの 15 年間における後期高齢者の増加数

を都道府県別に見ると、都市部 6 都府県(東京都、

神奈川県、大阪府、埼玉県、千葉県、愛知県)の増加

数は 373 万人と、全国 760 万人の半分程度を占め

ると予測されている(表 1 参照)。さらに、2010 年

から 2025 年までの高齢者増加率で埼玉県、高齢者

人口増加数で東京都がそれぞれ全国 1 位となってお

り、今後都市部における高齢化が極めて深刻になる

と言える。 

 

２ 都市部における高齢化の問題  

  

（１）介護供給の不足  

全国において、要支援・要介護者は、2012 年時点で

高齢者全体の約 17％にあたる 533 万人に上り、2007 年

からの 5 年間で 92 万人も増加している。今後も高齢者

の増加に伴い要支援・要介護者は増加するが、それは高

齢者の増加が著しい都市部においてより顕著であると考

えられる。しかし、要介護者を支える介護サービスは、

特に都市部で不足しているのが現状である。 

                                                     
4 平成 26 年内閣府「高齢者白書」 
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ここでは介護サービスの供給不足について、①介護保

険施設5②介護職種の人材③特養の入所待機者という 3 

つの点から見ていく。  

まず、介護保険施設の不足について述べる。都市部で

は高い地価を背景に施設整備率6が低く、都市部 6 都府

県では他の地域が 3.23％であるのに対し、2.35％となっ

ている。これは都市部の高齢者のうち 2.35％しか介護保

険施設に入所できず、多くの高齢者が自宅での介護を余

儀なくされることを意味する。しかし、家族が自宅で介

護を行う場合、体力的・精神的な負担が非常に大きく、

近年家族介護のための離職や老々介護が問題視されてい

る。このように介護保険施設の不足は、高齢者本人のみ

ならず介護を担う家族にも多大な影響を及ぼすものであ

り、今後事態の深刻化が懸念される。 

次に、介護職種の人材不足について述べる。介護労働

者については賃金が安く離職率が高いことが全国的に問

題視されている。有効求人倍率7を見ると、全産業の平均

が 0.75 倍である一方、介護関係職種は 1.64 倍となっ

ており人材の確保・定着が困難であることが窺える。さ

らに有効求人倍率を都道府県別に見ると、上から愛知県

(3.0 倍)、東京都(2.7 倍)となっており、特に都市部に

おいて人材が不足していることが分かる。現在、全国で

は約 40 万人の介護人材が不足しており、これを受けて

厚生労働省は、職員の賃上げや資格要件の緩和等、人材

確保の対策づくりに着手した。しかし、長きに渡って問

題視されてきた介護人材不足がすぐに解決するとは考え

にくい。今後も特に都市部において、介護職種の人材不

足は続くと予想される。  

最後に、特別養護老人ホームの入所待機者について述

べる。特別養護老人ホーム(以下「特養」とする)は社会

福祉法人等が運営しており、65 歳以上要介護認定者のう

ち自宅での介護が困難な人が対象である。特養は比較的

安価であるため入所待機者8が非常に多く、全国において 

52.4 万人に上っている。また都道府県別に見ると、都市

部 6 都府県の入所待機者は約 13 万人と全体の 4 分の 

1 を占めている。さらに、2015 年の介護制度改革にあた

っては、特養入所者を要介護度 3 以上の中重度者に限定

する、特養入所者への居住費や食費の補助を縮小する、

                                                     

5 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施

設、介護療養型医療施設の 3 つを指す。  

6 平成 23 年厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」

より算出。施設整備率とは介護保険施設の定員数を高齢者

人口で割った数を指す。  

7  平成 25 年 6 月厚生労働省「職業安定業務統計」介護関連

職種は、ホームヘルパー、介護支援専門員、介護福祉士等の

こと。 

8 平成 26 年 3 月 厚生労働省「特別養護老人ホームの入所申込

者の状況」 

といった変更が行われることになった。このように、社

会保障費増加に伴い介護制度が見直される中で、今後新

たな特養を整備するのは非常に困難であり、この問題は

地価の高い都市部においてより深刻だと考えられる。  

これまで特に都市部における高齢化問題を、①介護保

険施設の整備率が低い、②有効求人倍率が高い、③特養

の入所待機者が多いという 3 点から述べてきた。以上よ

り、都市部では介護サービスの供給が需要に追い付いて

いないことが分かる。何より深刻なのは、これらの問題

が以前から注目されていたにも関わらず、根本的な解決

策が未だに示されていないことである。そしてこの状況

は高齢者の急増や労働人口の減少によって、今後さらに

悪化すると考えられる。 

  

（２）単身高齢者の増加とその問題  

①単身高齢者の増加とその原因  

次に、都市部における単身高齢者の増加とその原因

について述べる。昨今、高齢化に関する問題として単

身高齢者の増加が取り上げられている。高齢者世帯に

占める単身世帯の割合9は、 1985 年以降増加の一途を

たどっており、全国平均が 2010 年には 30.7％、

2025 年には 34.8％まで急増する(図 2 参照)。この

ように全国的に単身高齢者は増加しているが、特に都

市部において増加が顕著である。東京都と大阪府を都

市部の例として挙げると、この 2 地域では 2025 年

における単身世帯の割合が 40％を超えると推計され

ており、全国平均と比較しても割合が高いことが分か

る。  

これまでの単身高齢者増加の主な原因は、高齢者人

口の増加に伴う死別者の増加であった。しかし今後

は、単純な高齢者人口の増加だけでなく、未婚者の増

加が大きく影響すると考えられる。以下に単身高齢者

増加の原因について 2 点述べる。一つ目の原因として

は生涯未婚率の上昇が挙げられる。生涯未婚率10とは 

50 歳時点で一度も結婚したことがない人の割合を示し

ており、生涯独身の人がどのくらいいるかを表す指標

として用いられる。現在、生涯未婚率は男女ともに上

昇傾向にあり、特に男性に関しては 2010 年に初めて 

20％に達し、2030 年には 30％程度にまで上昇すると

の見方もある(図 3 参照)。二つ目の原因としては 50 

歳代離婚率の上昇が挙げられる。これも男女ともに上

昇傾向にあり、全年齢の離婚件数は 2004 年をピーク

に減少傾向に転じたが、いわゆる熟年離婚は増加して

いるのが現状である(図 4 参照)。以上で述べた生涯未

婚率と 50 歳代離婚率は今後も上昇すると見込まれ、

これが単身高齢者の増加につながると考えられる。  

                                                     

9 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本

の世帯数将来推計」  

10 平成 22 年度総務省「国勢調査」 
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②単身高齢者が抱える問題  

次に単身高齢者の問題について述べる。単身高齢者が

抱える問題は大きく分けて 2 つあり、まず一つ目と

して、健康への不安や生活への不満を感じる人が多い

ことが挙げられる。単身高齢者は、頼れる人が身近に

いないもしくは少ないため、病気やケガに見舞われて

も他人のケアを受けられない場合が多い。実際、高齢

者に対して行われた「健康に不安を感じるか」という

調査11に対し、「常に感じている」または「時々感じ

ている」と答えた単身者の割合は、それ以外の人に比

べて 7.9%高くなっている(図 5 参照)。  

また、高齢者に対して行われた「日常生活に満足してい

るか」という調査12に対し、「やや不満である」または

「不満である」と答えた単身者の割合は、それ以外の人

に比べて 14.4%高い (図 6 参照)。その理由としては、

会話頻度や近所付き合いが少ないことが考えられる。会

話頻度13については、高齢者全体では「2～3 日に 1 

回」以下と答えた者が男性 8.3％、女性 8.0％に留まっ

ているのに対して、単身者では男性 28.8％、女性 

22.0％に上っている。また、近所付き合いの程度14につ

いて、「付き合いはほとんどない」と答えた人が男性高

齢者全体では 5.4 %に留まるのに対し、単身者の男性で

は 17.4％に上っている。  

二つ目の問題としては、貧困率が高いことが挙げられ

る。単身世帯の貧困率15は男性 38.3％、女性 52.3％と、

高齢者平均の男性 18.4％、女性 24.8％と比べ非常に高

くなっている。その理由としては、単身高齢者は非正規

の職に従事していた人が多く、雇用による収入と高齢期

の年金支給額がともに少ないということが考えられる。

さらに離別女性に関しては、夫の収入や年金に頼ること

ができない上、結婚等を機に仕事を辞めた場合には安定

した再就職を期待できない可題を抱える単身高齢者が増

加すると考えられる。  

  

（３）地域のつながりの希薄化   

 前項で単身高齢者の日常生活能性が高いため、貧困問

題がより深刻である。  

                                                     

11 平成 25 年度内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する

意識調査」  

12 平成 21 年度内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調

査」  

13 平成 23 年度内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調

査」  

14  平成 22 年度内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識

調査」 
15 平成 22 年 3 月内閣府男女共同参画局「生活困難を抱える

男女に関する検討会報告書」113～123 頁  

以上から、このまま高齢者の未婚率・離婚率が上昇すれ

ば、特に都市部において日常生活に様々な問における問

題を述べたが、ここでは、単身高齢者に限らず社会全体

で地域のつながりが希薄化しているという現状とそれに

よって生じる問題について述べる。  

「平成 19 年版国民生活白書」によると、地域のつ

ながりは、ある場所に住居し生活することで生まれる

「近隣関係によるつながり」、地域組織に参加するこ

とで生まれる「エリア型地域活動によるつながり」、

特定の目的を果たすために設立された組織に参加する

ことで生まれる「テーマ型地域活動によるつながり」

の 3 つに分類される。近年、地域のつながりの希薄

化が進んでおり、「近隣関係によるつながり」を示す

近所付き合いの程度に関する調査1617で「よく付き合っ

ている」と回答した者の割合は 1994 年の 45.9％か

ら 2004 年に 22.3％、2014 年に 17.6％と減少し続

けている(図 7 参照)。「エリア型地域活動によるつ

ながり」を示す町内会や自治会の参加頻度に関して

も、1968 年に実施された調査 14 で「だいたい参加す

る」と回答した者の割合は 70.2％であるのに対し、

最近の調査18において、その項目に対応する「月に一

日程度以上」と回答した者は 12.7％と大幅に減少し

ている。また、「テーマ型地域活動によるつながり」

を示す NPO 等のボランティア・市民活動への参加頻

度は、2007 年時点で「月に一日程度」以上と回答し

た者が 7.3％と「エリア型」と比較してもさらにつな

がりが薄い。実際に地域のつながりの希薄化を感じて

いる市民も多く、2007 年に 10 年前と比較した地域

のつながりの強さについて、「強くなっている」と回

答した者は 7.0％であるのに対し、「弱くなってい

る」と回答した者は 30.9％と高い。  

 地域のつながりの希薄化の原因としては主に、サラリー

マンや単身世帯の増加が挙げられる。就業者のうち雇用

者が占める割合は 1955 年の 43.5％から 2006 年の 

85.7％まで増加し続けており、サラリーマンは自営業者

や無職者と比較して地域のつながりが弱いこと、労働時

間や通勤時間が増えるほどボランティア参加率が下がる

こと、が内閣府の報告に記されている。  

さらに、サラリーマンや単身世帯は都市部で多いた

め、前述の近所付き合いの程度に関する調査では、大

都市において「よく付き合っている」と回答した人は 

14.4％と全国と比較して低くなっており、地域のつな

がりの希薄化が都市部においてより深刻である(図 7 

参照)。また、今後高齢化する団塊世代は高度経済成長

期に都市部に移住し就職したものが多く、この世代の

                                                     
16 平成 26 年内閣府「社会意識に関する世論調査」  

17 1968 年内閣府「住民自治組織に関する世論調査」  

18平成 19 年内閣府「国民生活選好度調査」 
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男性雇用者を称して「会社人間」と呼ぶ等、職場との

つながりが強い一方で地域とのつながりが弱い人が多

い。  

地域のつながりは社会的に多くの役割を担っている

ため、希薄化による問題は多く、特に高齢者に与える

影響は大きい。まず、つながりの希薄化によって生じ

る問題としては治安の悪化が考えられる。治安に関す

る認識19として、81.1％が「最近治安が悪化している」

と回答しており、その理由として 54.9％が「地域の連

帯意識が希薄となったから」と回答している。つなが

りの強い地域では、住民によるパトロールや情報交換

が防犯・治安維持の役割を果たしている。また、地域

のつながりには防災の役割があり、災害発生時には行

政だけでなく地域住民やボランティアの活動が重要に

なる。内閣府の調査20によると、「災害時の地域活動に

おいて役割を担うべき」ものについて、68.5％が「町

内会や自治会等」と回答している。さらに、地域のつ

ながりは地域教育や高齢者福祉においても重要な役割

を持つ。地域教育に関しては子供の非行の防止や、保

護者への子育て支援をすることができ、子供が社会の

ルールを学ぶことにもつながる。また高齢者福祉に関

しては、地域住民のボランティア等が高齢者の訪問活

動を通して見守りを行っていることが多い。これは特

に単身高齢者にとって非常に重要であるため、つなが

りの希薄化が閉じこもりの原因となり、心身の健康に

悪影響を及ぼす可能性が高い。その結果として孤立死

する場合もあり、近年これが社会問題になっている。

この現状を鑑みても、つながりの希薄化によって高齢

者が地域社会から孤立する問題が顕在化していると言

える。 

 

 ３ 政府の取り組み 

 

 ここでは、介護や健康づくりに関する政府の取り組みに

ついて見ていく。  

1980 年代、高齢化率が 9％を超え、高齢者介護の

問題が深刻化したことを受け、政府は介護問題に全面

的に取り組み始めた。1989 年にはゴールドプラン(高

齢者保健福祉推進十か年戦略) を策定し、介護施設の

整備や在宅福祉の推進を行った。当時、日本では高齢

化の進んでいる他の先進諸国と比べて、寝たきりの老

人の割合が極めて高いことが社会問題になっており、

寝たきりになりにくい住環境の整備等の政策がとられ

てきた。しかし、要介護者の増加に政策が追いつか

ず、既存制度の枠内で個別的な対応を行うことに限界

が来たため、ゴールドプランの内容を大幅に再編成

し、介護に関する社会保険制度の創設に向けて、1994 

                                                     
19 平成 24 年内閣府「治安に関する世論調査」 

20平成 21 年内閣府「防災に関する世論調査」 

年に新ゴールドプランが策定された。さらに 2000 年

には高齢者を社会全体で支えることを目的に、国民か

ら徴収した保険料と国や都道府県、市町村からの公費

で介護サービスを行う介護保険制度が始まった。  

それと同時に、健康日本 21(第 3 次国民健康づく

り運動)では、単に平均寿命が高いだけでなく、自立

した生活が送れる期間である健康寿命を延伸すること

が政府の目標に掲げられた。一方、2001 年から 2010 

年にかけて、日本の平均寿命は男性で 1.48 年、女性

で 1.37 年延びたのに対して、健康寿命は男性で 

1.02 年、女性で 0.97 年しか延びていない。そのた

め、平均寿命と健康寿命の差は、2010 年時点で男性 

9.13 年、女性 12.68 年と拡大している(図 8 参

照)。この差は、日常生活に制限のある「不健康な期

間」を意味しており、今後平均寿命の延伸に伴い、こ

の差が拡大すれば一人ひとりの要介護期間が長期化す

ると考えられる。それを受けて、高齢者の QOL 向上

や社会的な負担軽減のためにも、国民の健康づくりを

推進し、平均寿命の延び以上に、健康寿命を延ばすこ

とが重要とされている。  

介護分野においても、2005 年の介護保険制度改革

以降、政府は高齢者が要支援・要介護状態になること

を予防するために「介護予防事業」を行っている。こ

の政策においては、要支援や要介護 1 の軽度者は新

予防給付の対象とされ、要支援状態になる前の高齢者

は地域支援事業の 

対象とされる。地域支援事業は健康な高齢者も含め高

齢者全体の生活機能の維持向上を目的とする一次予防

事業(旧一般高齢者施策)と、今後要支援・要介護状態

になる恐れのある高齢者対象の二次予防事業(旧特定高

齢者施策)に分けられている。これらの事業に関して

は、地域包括支援センターが包括的なマネジメントを

行っている。  

また 2012 年 7 月に発表された健康日本 21(第 2 

次)では、2013 年度以降にはこれまでの健康寿命を

延伸させるという目標に加えて、「すべての国民が

共に支え合い、健康で幸せに暮らせる社会」の実現

を目指すという方向性が示された。さらに、2014 年 

7 月に閣議決定した「健康・医療戦略」において

も、最先端の医療技術で健康長寿社会をつくり、

2020 年までに健康寿命を 1 歳以上延ばすといった

目標が掲げられた。  

 

４ 問題意識 

 

前述の通り、近年日本では高齢化が急速に進行してお

り、特に都市部において問題が深刻化している。都市部

では高齢化の進行に伴い、要介護者の増加が見込まれる

が、すでに地価が高い等の理由から介護保険施設や介護

人材が不足しており、今後多くの要介護者が十分に介護

サービスを受けられないことが懸念される。  
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 都市部における高齢化の特徴としては、単身高齢者の

増加が挙げられる。単身高齢者の生活環境を見ると、健

康に対する不安や生活に対する不満を抱える者が多いこ

とが分かる。また、単身高齢者は同居家族の介護を受け

られないため、外部の介護サービスや地域の人を頼みに

する必要がある。しかし、単身高齢者は貧困率が高いた

め、介護サービスの供給が不足している都市部において

介護を受けられない可能性が高い。それに加えて、都市

部では地域のつながりが希薄化しており、地域による高

齢者福祉も望めないという問題がある。さらに今後、都

市部では地域でのつながりが薄い団塊世代が高齢化する

ため、地域から孤立する高齢者が増加すると考えられ

る。 このように、都市部における高齢化は、介護供給の

不足・地域のつながりの希薄化による高齢者の孤立とい

った深刻な問題を孕んでいる。今後は要介護者が増加す

ることはもちろんだが、平均寿命と健康寿命の差の拡大

によって、一人ひとりの要介護期間が長期化すると考え

られる。 

そうした状況を鑑みると、介護サービスの拡充を目的

とした政策で対応するには限界がある。  

そこで、我々は高齢者が主体となって活動し身体的健

康を維持するだけでなく、地域社会において満足した生

活が送れるようなライフデザインを促進するような政策

が重要であると考えた。次章では、高齢者の身体的健康

を維持(要介護状態になることを予防)し、生活満足度を

向上させる要因を明らかにするため、分析を行う。さら

に政策提言においては、「高齢者が身体的健康を維持

し、地域社会において豊かな生活を送ることができる社

会の実現」というビジョン達成のために、健康寿命を延

伸するだけでなく、問題として取り上げた地域のつなが

りの希薄化を解消することを目指す。  

 
Ⅲ 先行研究・本稿の独自性  
 

１ 先行研究  

  

（１）身体的健康に関する先行研究  

高齢者の身体的健康や身体機能に関する論文は数多

くあるが、そのうち本人の意思等でアプローチ可能

な、本人の活動と身体機能の関係について研究した論

文を見ていく。ここでは、注目するものが異なる 3 つ

の先行研究について紹介する。  

まず、角田ら(2010)は、茨城県笠間市の 65～85 歳

の男女 189 名を対象としたアンケート調査を用い、そ

れまで多くの研究が行われた「身体機能」と「余暇活

動」の関係に加え、「身体機能」と家事や仕事等の

「非余暇活動」の関係について、共分散分析を行って

いる。結果としては、余暇活動量が多くの身体機能評

価項目と関連し、家庭内活動量も下肢機能と有意に関

連することが示された。また、身体機能維持には適度

な身体活動が重要であると示唆された。    次に、伊

藤・近藤(2013)では、介護保険者単位の地域組織参加

割合と要支援・要介護認定率の関連性について研究が

行われている。分析では、一般高齢者に郵送による調

査 を 行 っ た 日 本 老 年 学 的 評 価 研 究 (Japan 

Gerontological Evaluation Study)のデータを用い、被

説明変数に「要介護・支援認定率」、説明変数に「地

域組織参加率」「居住状態」等を置き、24 介護保険者

(29 市町村)を分析対象とした。ここでは結果として、

地域組織参加率が要介護・要支援認定率に負の説明力

を持つことが示されている。  

最後に、星ら(2010)では、健康三要因「身体要因」

「社会要因」「精神要因」の因果関係を明らかにする

ことを目的に、都市郊外在住 8,558 人の高齢者を対象

とした追跡調査のデータを用い、共分散構造分析を行

っている。ここでは、精神的健康や、会話や友人との

付き合いを示す社会的健康が 3 年後の身体的健康に影

響を与えることが示されている。  

 

２ 生活満足度に関する先行研究 

 

高齢者の生活満足度、主観的健康等に関する研究は、

ソーシャルキャピタル(以下 SC とする) との関係に注目

したものが多い。これについても、研究の枠組みのパタ

ーンが異なる 3 つの研究を挙げる。 

まず岡本ら(2004)は、それまでの生活満足度や幸福感

に関する研究の多くが社会参加の有無といった客観的な

指標との関係に注目していたのに対し、宮城県農村部在

宅高齢者 1,575 人を対象とした自己調査により、社会参

加に対する「活動意向充足感」という主観的指標が「生

活満足度」に与える影響を分析している。分析におい

て、「活動意向充足感」が「生活満足度」に正に有意と

の結果が得られたが、活動量ごとの結果を見ると、活動

量が少ない層ではその間に有意な関係はなく、ある程度

社会参加をしている場合のみ、意向の充足感が生活満足

度に影響することが示されている。 

次に、市田ら(2005)では、地域要因の SC がその地域

に住む個人の「主観的健康感」や「主観的幸福感」に与

える影響を示すため、愛知県知多半島の高齢者を対象に

した調査を用いて、マルチレベル分析を行っている。こ

こでは、地域要因と地域在住者の健康との関連を見る場

合には、所得や婚姻状態といった個人要因の影響を除去

することが必要であると分かった。さらに、SC が地域在

住高齢者の精神的健康に好ましい影響を与える可能性が

示唆された。 

最後に、太田(2014)では、個人レベルの SC が精神状

態に与える影響について、男女の影響差にも考慮して研

究が行われている。ここでは、東京都 A 市要介護認定の

無い 65～80 歳の男女 1,776 名のデータを用い、SC に

関する指標と「主観的健康観」「抑うつ状態」の関係に
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ついて分析された。結果として、SC が「主観的健康」

「抑うつ状態」ともに影響を与える（SC が脆弱な場合、

精神的健康が下がる）ことが示され、その影響の程度に

は男女差があると述べられている。  

このように、身体的健康や幸福感に関する研究は多く

あるが、次にこれらの研究の限界と、それらに対する本

稿のアプローチについて述べる。 

 
３ 本稿の独自性 

 

まず、この分野における研究の限界について考える

と、因果関係とサンプルの妥当性に対する問題があると

言えるだろう。 因果関係については、自身の活動が身体

的健康に影響するのではなく、身体的健康が自身の活動

に影響するというような逆の因果関係の可能性が除去で

きておらず、相関関係しか示されていないといった状態

が考えられる。実際、先行研究に挙げた研究の中でも、

角田ら(2010)で因果関係が示されていないことが、伊

藤・近藤(2013)で逆の因果関係の可能性を除去できてい

ないことが、研究の限界として述べられている。 

逆の因果関係の除去や精緻な分析を行うため、自主調

査を行う論文も多く見られるが、その場合にはサンプル

の大きさやその選択方法が問題となる。自主調査の場

合、調査対象が限定的になりやすく、分析に用いるサン

プルの選択をランダムに行うことが出来ないため、分析

の結果が普遍一般的に言える性質か否かには疑問が残

る。また、調査対象の大きさが十分ではなく、分析のサ

ンプルが小さくなるという問題もある。これについて

も、先行研究で挙げた、星ら(2010)、市田ら(2005)、岡

本ら(2004)、太田(2014)で課題として言及されている。 

これらの課題を受けて、本稿では無作為かつ大規模な

データを用いて、逆の因果関係の可能性を排した分析を

行うことを、独自性とする。また、身体機能・幸福感ど

ちらか一方と SC や社会における自身の活動の関係につ

いての研究は存在するが、同一データを用い身体機能・

幸福感の両方について分析した例は我々が探した限りで

は存在しない。そのため、同一データを用いて身体的健

康維持要因、生活満足度向上要因について分析を行った

ことも独自性と言える。 

 
Ⅳ 実証分析 
 
１ データ  

 

本稿では、SSJDA(東京大学社会科学研究所付属社会調

査・データアーカイブ研究センター) より「老研－ミシ

ガン大－東大 全国高齢者パネル調査＜Wave5(1999), 

Wave6(2002)＞」 の個票データの提供を受け、これを分

析に用いることとした。この個票データを用いた理由と

して、全国の高齢者を対象に追跡調査を行っており、身

体的健康と他要因の因果関係を明らかできるということ

が挙げられる。  

１ 調査対象  

Wave5 : Wave4(1996)までに調査に 1 回以上協力した

追跡対象者(63 歳以上)  

Wave5 で新たに抽出した新規標本(70 歳以上)  

Wave6 : Wave5 までに調査に 1 回以上協力した追跡対

象者(66 歳以上)  

２ サンプル数  

全国の高齢者 2,623 人  

＜内訳＞ 前期高齢者 1,670 人、後期高齢者 953 人  

有効回答者数は Wave5 では 3,989 人、Wave6 では 

3,245 人であったが、そのうち二時点にわたり追跡調

査の対象となった者(2,623 人)を分析対象とする。な

お、高齢等の理由から代行調査に回答した者もいる

が、質問項目が異なるため、分析対象からは外した。  

３ 調査詳細  

＜調査方法＞ 調査票を用いた訪問面接法  

＜調査期間＞ Wave5：1999 年 10 月  Wave6：2002 年 

10 月  

 

２ 分析の枠組み  

  

本稿では上記の個票データを用い、高齢者の身体的

健康を維持向上、生活満足度を向上させる要因を明ら

かにする。前述の先行研究に倣い、説明変数を余暇活

動、非余暇活動、運動習慣、ソーシャルキャピタル、

精神的健康の 5 つに分類する。分析を行うにあたって

は、すべての説明変数について相関係数を見ること

で、多重共線性が存在しないことを確認した。  

また分析は高齢者の中でも前期高齢者(65 歳以上～

74 歳以上)と後期高齢者(75 歳以上)では結果に違いが

出ると考えられるため、1999 年時点を基準に前期後期

別に対象を分けて行った。  

分析にあたっては、身体的健康・生活満足度ともに

被説明変数が 3 以上の質的変数であるため、ロジット

分析の中でも選択肢が 3 つ以上で順序のある場合に用

いられる順序ロジット分析を採用する。なお、統計ソ

フトは STATA12.0 を用いた。  

分析のフェーズは次の 2 つである。分析①は身体的

健康を維持する要因(Wave5 と Wave6 の身体的健康の

差)、分析②は生活満足度を向上する要因(Wave6 にお

ける生活満足度)である。生活満足度は、前章で述べた

ような逆の因果関係がほとんどないと考えられるた

め、一時点の 

データを用いることとする。分析①、分析②の記述

統計量に関しては表 6(前期高齢者)、表 7(後期高齢

者)として文末に記す。  
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３ 身体的健康を維持向上させる要因  

(分析①)  

  

（１）変数の選択  

①被説明変数  

被説明変数には身体的健康を表す指標として、一

般的に高齢者の自立度を評価する際に用いられる 

ADL21(日常生活動作)、IADL22(手段的日常生活動作)

のそれぞれの合計値を使用する。これらの指標の合

計値を用いる手法は、星ら(2012)をはじめとする多

くの論文で用いられている。項目は「誰からの助け

も借りず行うことが難しいか」という質問に対し、

ADL は 6 項目、 IADL は 4 項目についてそれぞれ 

6 段階で回答するものである。なお、6(わからない)

という回答は欠損値として分析からは除いた。本稿

では、身体的健康の推移(3 年間にどの程度健康状態

が悪化したか)を表すため、2002 年のそれぞれの合

計値から 1999 年の合計値を引いた差を被説明変数

とする。よって、被説明変数の値が小さいほど、健

康が維持(または向上)したことを表す。  

 

②説明変数  

・余暇活動  

余暇活動要因として「友人と出かける、会う頻度」、

「友人と電話で話す頻度」、「過去一年に旅行した

か」、「過去一年に趣味稽古をしたか」の 4 項目を用い

る。角田ら(2010)等の数々の先行研究で余暇活動(例：友

達の家に行く、旅行する)が身体機能に影響を及ぼすこと

が示唆されていることから、本分析においても有意な結

果が得られると考える。   

 

・非余暇活動  

非余暇活動要因として「仕事をしているか」「家事

をしているか」の 2 項目を用いる。角田ら(2010)にお

いて、身体的健康には余暇活動のみならず非余暇活動

(家庭内活動、仕事活動)が影響することが示唆されて

おり、追跡調査を用いた本分析においても有意な結果

が得られると考える。 

 

 

 

                                                     

21 Activities of Daily Living の略。摂食・着脱衣・排泄・移

動等、人間の基本的な日常生活動作を表し、高齢者の介護の

必要性の判定指標に用いられる。  

22 Instrumental Activities of Daily Living の略。買い物・電

話・外出等、ADL で使用する動作を応用した動作が必要な活

動を指す。  

・運動習慣  

運動習慣要因としては、「庭仕事をするか」、「体

操や運動をするか」、「散歩をするか」の 3 項目を

用いる。一般的に歩行等日常生活における運動が、寝

たきりや死亡を防ぐ効果を持つことが示されているた

め、本分析においても有意な結果が得られると考え

る。 

 

・ソーシャルキャピタル(SC)  

SC にはさまざまな概念が含まれるが、ここでは「平

成 19 年度国民生活白書」に基づき、構成要素をⅠ近

隣の付き合い、Ⅱ信頼、Ⅲ社会参加の 3 つとし、Ⅰ

「町内会や自治会の加入」「町内会や自治会の参加頻

度」、Ⅱ「近所の人の手伝いをするか」「手助けをし

てくれる人がいるか」、Ⅲ「ボランティアをするか」

の 5 項目を用いる。伊藤・近藤(2013)において、地域

の SC 指数が高ければ要介護認定率が低いことが示唆

されており、個人レベルの追跡調査を用いた本分析に

おいても有意な結果が得られると考える。 

 

・精神的健康  

精神的健康要因としては、「主観的健康感」、「孤立

感を感じるか」、「生きがいがあるか」の 3 項目を用い

た。星ら(2010)で精神的健康が 3 年後の身体的健康の基

盤となることが示唆されており、本分析においても有意

な結果が得られると考えられる。 

 

・コントロール変数   

伊藤・近藤(2013)において、単身高齢者割合・高齢者

有業率・最終学歴小中学校以下の高齢者割合・所得の 4 

つの変数をコントロール変数として採用している。本分

析ではこれ参考に以下の 2 つの変数を用いることとし

た。なお、有業率は非余暇活動要因で用いている、最終

学歴に関しては調査において該当する項目が無い、とい

う理由から本分析では省いた。 

 

（２）分析結果 

  

①前期高齢者  

結果としては、ADL 指標に対して「友人と出かけ

る、会う頻度が高い」、IADL 指標に対して「友人と電

話で話す頻度が高い」「過去一年に趣味稽古を行っ

た」「体操や運動をする」「町内会や自治会の参加頻

度が高い」「手助けをしてくれる人がいる」ことがそ

れぞれ負に有意であった。その他にも、IADL 指標に対

しては精神的健康要因がすべて負に有意であり、星ら

(2010)において「高齢者の身体的健康と社会的健康

は、三年前の精神的健康が基盤になって規定される可

能性」が示唆されたことと整合している。  
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また、ADL 指標と IADL 指標に対してともに負に有

意という結果が得られたのは、「仕事をしている」

「生きがいがある」ことの 2 つの要因であった。な

お、本分析では二時点の調査における ADL・IADL 指標

の差を被説明変数としているため、負に有意という結

果は指標の差が小さい、つまり健康が維持(または向

上)したことを意味する。  

 

②後期高齢者  

結果としては、ADL 指標に対しては「友人と出かけ

る、会う頻度が高い」「友人と電話する頻度が高い」

「手助けをしてくれる人がいる」、IADL 指標に対して

は「過去一年に旅行をした」「仕事をしている」「町

内会や自治会の参加頻度が高い」ことがそれぞれ負に

有意であった。それに加えて前期高齢者と同様に、

IADL 指標に対して精神的健康要因の一部が負に有意で

あった。  

また、ADL 指標と IADL 指標に対してともに負に有

意な結果が得られたのは、「過去一年に趣味稽古をし

た」「庭仕事をする」の 2 つの要因であった。 

 

（３）考察 

本分析によって、上記の要因について負に有意、つ

まり健康が維持向上するという結果が得られた。仮説

については、ほとんどの要因に関して支持されたが、

一般的に身体的健康を増進させると言われる運動習慣

に関しては、一部の項目を除き関連性が見られなかっ

た。一方、余暇活動・ソーシャルキャピタル・精神的

健康要因については前期後期ともに身体的健康との関

連が示された。ここから、高齢者においては単に体を

動かすことだけでなく、人との かかわりの中で豊かな

生活を送ることが身体的健康につながるのではないか

と考えられる。  

  

４ 生活満足度を向上させる要因 (分析②)  

  

ここでは前節における分析で、身体的健康の維持向

上に有意であった要因が高齢者の生活満足度をも向上

させるかを検証したい。  

  

（１）変数の選択  

①被説明変数  

被説明変数には生活満足度を表す指標として、「全

般的に自分の生活にどのくらい満足していますか」と

いう質問に対して、6 段階で回答する項目を用いる。

なお、6(わからない)という回答は欠損値として扱っ

た。ここでは、被説明変数の値が大きいほど生活満足

度が向上することを示す。  

  

 

②説明変数  

主に第 3 節の分析で用いた説明変数を用いる(変数

の詳細は前節を参照)。 

太田(2014)において、老研式活動能力指標・経済的

暮らし向き・教育年数・婚姻状況等をコントロール変

数として採用しており、結果として男女で主観的健康

感に関連する要因が異なることが示されている。これ

を参考に、本分析では以下の 4 つの変数をコントロー

ル変数として用いることとした。教育年数に関しては

分析①同様、質問項目に無いため省いた。  

  

・男性ダミー：1=男性、0=女性  

・結婚ダミー：1=結婚、0=未婚・離婚・死別  

・経済的余裕の程度：1 =非常に苦労している～5=まっ

たく苦労していない(分析①に同じ)  

・ADL 指標：6 項目の合計値 1=ぜんぜん難しくない～

5=まったくできない(分析①に同じ)  

  

（２）分析結果  

分析結果は以下の通りである(表 4 参照)。前節で行

った分析で用いたほとんどの変数において、生活満足

度に対して正に有意な結果が得られた。非余暇活動要

因の一つである「家事をしている」ことについては、

前期後期ともに有意な結果は得られず、生活満足度と

の関連性は示されなかった。また、生活満足度を向上

させる要因については身体的健康を維持向上する要因

とは異なり、前期高齢者と後期高齢者の間に大きな差

が見られなかった。 

 

（３）考察  

本分析によって、上記の要因について正に有意、つ

まり生活満足度を向上させるという結果が得られた。

唯一「家事をする」は生活満足度と関連性が見られな

かったが、その一方、家事と同じく非余暇活動に分類

される「仕事をしている」ことについては、前期後期

ともに正に有意な結果が得られ、生活満足度を向上さ

せることが示唆された。ここから、高齢者が精神的に

豊かな生活を送るためには、余暇活動でなくとも社会

に参加することが重要だと考えられる。  

  

５ 分析結果のまとめ 

 

本節では、前章までの分析で得られた結果についてま

とめる。  

前節では、身体的健康を維持向上させる要因を明ら

かにし、さらにそれらの要因が生活満足度を向上させ

るのかを確認するため、①身体的健康を維持向上させ

る要因について、②生活満足度を向上させる要因につ

いて、前期高齢者と後期高齢者に分けて分析を行っ

た。表 5 は分析結果をまとめたものである。  
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分析①では、ADL 及び IADL 指標を被説明変数とし

た。前期高齢者を対象とした分析では両指標において

負に有意、つまり身体的健康を悪化させないという結

果が得られたのは、「仕事をしている」「生きがいが

ある」ことであった。一方、後期高齢者を対象とした

分析では、「過去一年に趣味稽古をした」「庭仕事を

する」ことがそれぞれ負に有意であった。また前期高

齢者と後期高齢者ともに、ADL・IADL どちらか一方の

指標においては、余暇活動や SC、精神的健康に関する

変数についても負に有意な結果が得られた。  

分析②では、生活満足度を被説明変数とした。前期高

齢者と後期高齢者のどちらにおいてもほとんどの説明変

数で正に有意な結果、つまり生活満足度を向上させると

いう結果が得られ、分析①で身体的健康を維持向上させ

ることが示唆された要因についても、生活満足度を向上

させるということが確認できた。 

 
Ⅴ 政策提言  

 
１ 政策提言の方向性  

 

前章の分析から、表 5 に示したような結果が得られ

た。この結果から、「高齢者が身体的健康を維持し、

地域社会において豊かな生活を送ることができる社会

の実現」というビジョン達成に向けた政策を提言す

る。  

一概に高齢者の生活を豊かにするといっても、都市

部と地方とでは政策の方向性が大きく異なると考えら

れる。例えば、地方では高齢者の外出を促すために交

通手段を整えるといったような政策が考えられる一

方、都市部ではすでに高齢者が集住しているため、コ

ミュニティを活性化させるといった政策が考えられ

る。そこで本稿では、現状分析でも述べたように高齢

者人口が急増している都市部に着目することにした。  

 我々が提言する政策は、「就労機会の充実化」と

「市民農園の開設促進・環境整備」の 2 つである。こ

れらの政策によって、健康寿命の延伸だけでなく、問

題意識で述べたような地域におけるつながりの希薄化

という問題を解消したいと考える。さらに、この 2 つ

の政策に加えて、政策をより多くの高齢者に周知する

手段についても提言を行った。本章ではこれらの政策

内容、その効果と実現可能性について検証していく。  

 

２  就労機会の充実化  

  

前章の分析から、前期高齢者では「仕事をしてい

る」「生きがいがある」ことが身体的健康を維持向上

させ、生活満足度も向上させるということが分かっ

た。また、我々は地域でのつながりの希薄化という問

題意識を持っている。そこで本稿では、単に高齢者が

就労を通じて健康を維持するだけでなく、就労の場以

外でも高齢者同士がつながりを持つ機会を提供するこ

とによって、地域のつながりの希薄化といった問題を

解決する政策を提言する。  

  

（１）提言内容  

①高齢者の就労の現状と課題  

まず高齢者の就労に関する現状を確認する。高齢者

の就業に対する意欲23を見ると、団塊世代を含む 60～

64 歳では、仕事をしている人のうち 56.7％が 65 歳

以降も「仕事をしたい」と考えており、「仕事をした

くない」人(16.6％)を大きく上回っている。60～64 歳

の全体で見ても、 65 歳以降に「仕事をしたい」人は 

44.0％で、「仕事をしたくない」人(31.4％)を上回っ

ており、現在の 65～69 歳の就業率(36.3％)と比べて

も高い割合となっている。また、「仕事を選ぶに当た

って重視する条件」について尋ねた意識調査24による

と、60 歳以上では「体力的に軽い仕事であること」が 

37.8%と最も高く、「経験が生かせること」が 35.9%、

「収入(賃金)」と「勤務時間」がともに 29.4%等の順

になっている。高齢者は健康状態や職業経験等の個人

差が大きく、家族の介護を要するか否か等家庭の状況

や経済状況等も異なっていることから、その就労や社

会参加のニーズは多様である。以上より、高齢者の就

労意欲は増加傾向にあり、そのニーズは多様であるこ

とが分かる。  

一方、地域課題に関連する事業においては、フルタ

イムで働く現役世代とは違った、補助的・一時的なサ

ービスを行う人材が必要とされている。例えば、介護

の現場では人材が不足しているため、資格が必要では

ない食事のサポートや送迎等の補助的なサービスを行

う人材が求められている。また、共働き世帯や母子・

父子家庭の増加により、学童保育や子どもの送迎等の

サポートに対するニーズも高まっている。  

次に、これらの現状に対する課題を検討する。現

在、高齢者の就労意識の変化や補助的な人材へのニー

ズに対応できていない原因として、高齢者に就労の機

会を提供するための中間組織が機能していないことが

挙げられる。定年経験者に定年到達時、仕事が最終的

にどうなったのか尋ねたところ、「定年を迎えた会社

等で引き続き雇用されて働いた」(28.5％)、「自分で

次の雇用先を探して就職した」(20.9％)に対し、「シ

ルバー人材センター等で働くことにした」が 4.2％と

                                                     

23 平成 22 年度厚生労働省「中高年者縦断調査」  

24 平成 23 年度内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調

査」  



 

51 

 

非常に低くなっており25、中間組織が活用されていない

ことが分かる。このことから中間組織を強化、活性化

させることが課題であると言える。  

  

②提言内容  

 以上で確認した「ニーズの多様化によるマッチングの

困難さ」、「中間組織の未活用」という課題を解決

し、それに加えて、現状分析で述べた地域のつながり

の希薄化を解消する政策を提言する。就労機会の充実

化を目的とした、①中間組織の改善、地域のつながり

の強化を目的とした、②定期的なワークショップやセ

ミナー等の開催である。  

一つ目の政策として、中間組織の改善を提言する。

前述の通り高齢者の就労ニーズの変化に対して、中間

組織が十分に機能しておらず、高齢者に就労の機会が

提供されていない。そこで、中間組織の機能を強化す

ることで、セカンドライフをコーディネートする中間

組織としての役割を確立し、高齢者のセカンドライフ

をより充実したものにする。ここで、「就労」ではな

く「セカンドライフ」と述べたのは、就労に際して収

入ではなく、経験を生かすといった目的を持つ高齢者

も多く、必ずしも就労に留まるべきでないと考えたか

らである。中間組織は民間事業者と連携すると同時

に、NPO やボランティア団体との連携を行うことで、

それぞれのニーズに合った活動の場を提供する。  

さらに中間組織の運営に際しては、高齢者同士のワ

ークシェアリングを徹底する。この理由は、高齢者の

健康状態も多様で、高齢者の負担を極力軽減すべきだ

と考えたからである。また事業内容に関しては、民間

事業会社における一般的な派遣業務のみを紹介するの

ではなく、共働き世帯の増加や高齢者の孤立等の地域

の課題に関する事業を紹介することで、地域課題の解

決を図る。例えば、共働き世帯の増加であれば学童で

の就労、高齢者の孤立であれば介護や配食サービスで

の就労といった事業内容を想定している。  

二つ目の政策として、定期的なワークショップやセ

ミナー等の開催を提案する。我々は地域でのつながり

の希薄化という問題意識を持っており、一つ目の政策

提言のみでは、高齢者のつながりを強化できるとは考

えにくい。その原因として、①事業内容によって共に

働く高齢者の数や労働時間の長さ、業務内での関わり

の強さも異なるから、②就労は一過性のものであり、

つながりを作ることを目的としていないので、十分な

関係を構築できない可能性があるから、という 2 つの

理由が挙げられる。そこで本稿では、就労とは別に、

                                                     

25 平成 24 年度独立行政法人 労働政策研究・研修機

構「高年齢者の継続雇用など、就業実態に関する調

査」  

定期的なワークショップやセミナー等のイベントを開

催し、就労中での気付きや学び、中間組織や勤務先に

対する改善点の共有等を行うことで、広く高齢者同士

のつながりを生み出すことを提案する。ここでは主に

地方自治体が開催することを想定している。  

  

（２）政策の効果  

本項では、先に提案した政策によって得られる効果

を述べる。  

 分析の結果として、前期高齢者に関して、「仕事」

と「生きがい」という 2 つの要素が身体的健康を維

持向上させ、生活満足度を向上させることが分かっ

た。それをもとに、高齢者に就労の機会を提供する

ために 2 つの政策を提言した。  

 まず、就労機会の充実化により「仕事」をする高齢者

が増えることは明らかである。また、「生きがい」に

関してだが、多様化するニーズに合った就労の機会を

提供すること、また、労働以外の場所で高齢者同士の

つながりを生むことから、「生きがい」という要素も

満たしていると言える。このことから、身体的健康や

生活満足度の向上が達成されると考えられる。また、

二つ目のつながり作りを目的とした政策により、都市

部において希薄化している地域コミュニティの活性化

にも寄与する。  

 さらに、本政策により副次的に生じる効果も多い。高

齢者の健康維持が達成されることで、医療費の削減す

ることが可能である。また、就労政策における学童や

託児所、高齢者への見守りや配食を通じて、共働き家

庭における児童の放課後の安全確保や待機児童の削

減、在宅高齢者の孤独感の緩和等、地域の課題解決が

見込まれる。  

  

（３）実現可能性  

 本項では、先に提案した政策の実現可能性について説

明する。  

 就労促進の先行事例としては、柏市の「長寿社会の

まちづくり」における「高齢者の生きがい就労」が

挙げられる。「長寿社会のまちづくり」とは柏市・

東京大学・UR 都市機構の 3 者が共同で行っている

プロジェクトで、高齢者が安心して元気に暮らすこ

とが出来るまちづくりが行われている。そして、そ

の一環として高齢者の生きがい就労の創成に取り組

んでいる。就労までのプロセスは、①就労希望高齢

者の募集、②就労セミナー開催、③各事業者で就

労、という流れになっている。「生きがい就労」で

取り扱っている事業は、農業・生活支援・育児・地

域の食の 4 分野 8 事業が対象となっている。②の

就労セミナーに参加した人数は、平成 23 年 11 月

～平成 25 年 3 月の計 7 回で 557 名にも上り、

2013 年 7 月時点では 180 名の高齢者が就労してい

る。いずれの事業も地域課題に根ざした事業であ
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り、双方(事業主・高齢者)のニーズが合致してい

る。また、実際に就労した高齢者は、週 2 日程度の

就労にも関わらず、就労前に比べ、就労後の出勤

日・休日の運動強度・消費カロリー・歩数全ての数

値が上昇していた。このことから、「生きがい就

労」における成果は確かなものであると言える。ま

た、「生きがい就労」の一般化におけるポイントと

して、「①中間組織の存在（ニーズの掘り起こしや

マッチング）」、「②ワークシェアリングの徹底」

が挙げられており、我々の提言した政策はこのポイ

ントを抑えていることから、実現可能性があると言

える。  

 

３ 市民農園の開設促進・環境整備  

  

前章の分析から、後期高齢者では「趣味稽古をし

た」「庭仕事をする」ことが身体的健康を維持向上さ

せ、生活満足度も向上させるということが分かった。

ここでは前節の提言と同様に、これらの要素に加え、

地域のつながりの希薄化を解消することを目的に、市

民農園の開設促進・環境整備に関する政策を提言す

る。  

分析によって後期高齢者の身体的健康と生活満足度

には「庭仕事」が好影響を与えることが分かった。そ

れに加えて、園芸活動と身体的・精神的健康の関連に

ついては、様々な医学的な論文で「園芸療法」として

効果が示されている。このように園芸活動は高齢者の

健康向上に有効だと考えられるが、都市部ではマンシ

ョンや団地に住む住民が多く、家庭に庭を持たない高

齢者も多い。そこで、我々は市民農園を活用すること

で高齢者に園芸活動の場を提供することとした。  

  

（１）提言内容  

市民農園とは、「都市住民のレクリエーションとし

ての自家用野菜・花の栽培、高齢者の生きがいづく

り、生徒・児童の体験学習等の多様な目的で、小面積

の農地を利用して野菜や花を育てるための農園」のこ

とである。このように市民農園は一般市民に広く開か

れているが、その利用者26を見ると東京・千葉・神奈川

において 60 歳以上が約 80%、50 歳以上が 90%以上を

占めており、シニア世代を中心に利用されていること

が分かる。 

また市民農園の制度を見ると、市民農園の開設方法

は貸し農園タイプ(特定農地貸付方式)と農園利用タイ

プ(農園利用方式)の 2 つに分類される。農園利用タイ

プは、農地所有者が農地経営の一環として開設するも

のであり、農家しか開設することができない。一方、

貸し農園タイプは、農地の貸付けに関する特例制度(特

                                                     

26 平成 17 年関東農政局「市民農園開設状況調査」  

定農地貸付法)を活用した市民農園であり、地方公共団

体、農業協同組合、NPO 法人、企業、個人等様々なア

クターが開設できる。また、市民農園は自宅から通っ

て利用する日帰り型と、農村に滞在しながら農園を利

用する滞在型の 2 つに分けられる。我々は様々なアク

ターに開設を促進でき、さらに遠出が難しい高齢者が

利用しやすいよう、貸し農園タイプの日帰り型市民農

園を主として政策を提言する。  

  

①市民農園の現状と課題 

次に市民農園の抱える課題について述べる。市民農

園の課題は、開設と管理の二段階に分けることがで

き、主に以下の 4 つが考えられる。開設については、

①供給不足と②開設を阻害する情報不足が、管理につ

いては、③農園の管理不足と④情報一括管理の未実施

が挙げられる。 

まず、一つ目の問題は供給不足である。市民農園の

応募率27は全国で 128%であり、特に都市部では、東京都 

23 区で 264%、神奈川県川崎市で 451%、大阪市でも 

273%と高い。このことから、特に都市部で市民農園の

需要が高いが十分に供給されていないと言える。全国

の市民農園数は 2012 年度に 4,092 となったが、2008 

年度から 2010 年度にかけては、年に約 200 開設され

た一方、2011 年度から 2012 年度にかけては年に約 

150 に留まり、増加数は約 25%減少している。このよ

うに応募数が高い一方、市民農園の開設増加数が減少

しているということから将来においても供給不足は続

くと考えられる。また前述のように、都市部において

市民農園はシニア世代の需要が高いため、高齢者の増

加に伴って市民農園の人気は高まり、利用したくても

できない高齢者が増加すると考えられる。 

二つ目の問題は、空き地所有者への情報不足であ

る。近年、全国で空き地や放棄地の問題が取り上げら

れているが、東京 23 区にも 1,668ha(東京ドーム約 

355 個分)の未利用地 25 があり、都市部にも空き地が

存在していることが分かる。空き地所有には住宅を所

有する場合に比べて土地に対する固定資産税が約 6 倍

になり、年数回雑草を処理する必要がある等、多大な

費用を負担する必要がある。一方国土交通省による

と、市民農園開設を目的に、市民農園への固定資産税

や都市計画税の減免が行われている。これらの市民農

園に関する税制度があるにも関わらず、我々が調べた

限りでは、税減免を通して市民農園開設を促すような

ホームページ等は少なかった。ここから、多くの空き

地がある一方、市民農園に関する税制度を利用し開設

する人が少ない主因は、情報不足にあると考えられ

る。  

                                                     

27 平成 23 年 3 月農林水産省都市農村交流課 調べ  

28 平成 23 年東京都都市整備局「土地利用調査」  
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三つ目の問題は、農園の管理不足である。市民農園

開設主体別アンケート29によると、市民農園の課題とし

て「利用者の管理が不十分(マナーが悪い)」が 19%と

最も高く、次いで「農園の廃棄物の処理」が 13%とな

っている。これらの原因としては、適切に管理を行う

ためのノウハウを持っていない農業初心者が農地を放

棄してしまうといったことが指摘されている。  

最後に四つ目の問題は、情報一括管理の未実施であ

る。前述のように、市民農園は地方公共団体だけでな

く様々なアクターによって開設されているが、それが

原因で情報の一括管理がなされていない。したがっ

て、需要が供給を上回っているにも関わらず、市民農

園を利用したい 

人が適切な農園を見つけることは難しく、待機登録

もできないというのが現状である。  

  

②提言内容  

 以上で確認した「供給不足」、「開設を阻害する情報不

足」、「農園の管理不足」、「情報一括管理の未実施」

といった課題を解決し、それに加えて、地域のつながり

の希薄化を解消するため 4 つの政策を提言する。市民農

園の開設促進を目的とした、①ガイドラインの作成、市

民農園の環境整備を目的とした、②栽培指導員による管

理の促進と③情報一括管理が可能な登録制度の設立、地

域のつながり強化を目的とした、④市民農園間のイベン

ト等の実施である。  一つ目の政策として、開設を阻害

していた情報不足を解消することを目的に市民農園開設

のガイドライン作成を提言する。ガイドラインには、市

民農園開設によって得られる固定資産税の減免や、管理

費用の補助等のメリットを記載する。それに加え、市民

農園の開設方法を分かりやすく記載することで、空き地

の所有者に開設の動機づけを行うことができると考えら

れる。 

そのガイドラインは地方自治体のホームページで広く

公開する。  

二つ目の政策として、農園の管理不全を解消するた

め、栽培指導員による管理の促進を提言する。栽培指導

員は農業初心者に対する初期講習や農園の見回り、利用

者からの相談を受ける役割を担う。現在、一部の行政や

企業が運営する市民農園では栽培指導員が常駐している

が、個人が開設した市民農園等管理が困難なものに関し

ては、指導員を設けることが難しいと考えられる。そこ

で、地方公共団体が栽培指導員を紹介するとともに、市

民農園の資金規模に応じて、必要な場合は指導員の賃金

の一部を補助する。これによって、農業初心者の高齢者

が快適に市民農園を利用できるようになるとともに、運

営側の農園管理の負担を軽減することにもつながる。  

                                                     

29 平成 17 年関東農政局「市民農園開設状況調査」  

三つ目の政策として、情報一括管理が可能な登録制

度の設立を提言する。課題の四つ目で述べたように、

市民農園は様々なアクターによって開設されているた

め、情報の一括管理がなされていないという現状があ

る。そこで、地方自治体が市民農園に関する情報を一

括管理し、利用者の待機登録ができる制度を確立す

る。それによって、それぞれのニーズに合った市民農

園を探すことができ、行政以外のアクターが運営する

市民農園も安心して利用できる体制をつくる。  

四つ目の政策として、地域のつながりを強化するこ

とを目的に、市民農園間の懇親会・イベント等の実施

を提言する。我々は現状分析で述べたように、都市部

における地域のつながりの希薄化を問題意識の一つと

している。現状では、市民農園内では利用者がお互い

を知り、コミュニティを形成できる一方、農園を超え

た人々とのつながりを持つ機会がなく、つながりが農

園内で留まっている。そこで、近隣の市民農園利用者

での懇親会や、保育園児を対象とした収穫体験イベン

トを通して、より強固なコミュニティの形成を促す。

それによって、市民農園利用者がその地域の中心とな

ってコミュニティを形成し、つながりの希薄化を解消

する体制作りが可能になる。  

  

（２）政策の効果  

本項では、先に提案した 4 つの政策提言によって得ら

れる効果を述べる。 

 分析の結果として、後期高齢者に関して「庭仕事」と

「趣味稽古」という 2 つの要素が身体的健康を維持向上

させ、生活満足度を向上させることが分かった。これに

基づき、より多くの高齢者が快適に園芸活動を行える環

境をつくるため 4 つの政策を提言した。  

前述の通り、市民農園は高齢者の需要が高く利用で

きない人が多いことから、開設を促進することによっ

て、より多くの高齢者に園芸活動を行う場を提供する

ことができる。園芸活動は体を動かす機会になるだけ

でなく、それ自体が「趣味」になると考えられるた

め、身体的健康や生活満足度の向上を達成できる。さ

らに、市民農園間での食事会やイベントによってコミ

ュニティの活性化にも寄与する。  

また高齢者への直接的な効果だけでなく、副次的な

効果も期待できる。栽培指導員に関しては、前節の提

言と組み合わせることで、高齢者に就労の場を提供す

ることができるため、利用者以外の高齢者へも効果を

与えることができる。また、市民農園開設促進によっ

て都市部での放棄地や空き地の問題の深刻化を防ぎ、

防災にもつながると考えられる。さらに、高齢者の健

康を維持向上することで、医療費の削減も期待でき

る。  
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（３）実現可能性 

ここでは、先に提案した政策の実現可能性について述

べる。  

ガイドライン作成に関しては、すでに静岡県掛川市

等市民農園の開設・運営に関するガイドラインを作成

している地方公共団体があり、コストも低いことから

可能だと考えられる。 

栽培指導員に関しては、高齢者人材を活用すること

で雇用に大きなコストはかからない。さらに紹介に際

しては、前節で述べた中間組織を活用できる。また地

方公共団体による補助金に関しては、長期的に見ると

高齢者の健康を維持向上させることで、国が約 65%、

地方公共団体が約 35%負担する医療費の一部を削減で

きるため、実現可能だと考えられる。  

情報一括管理が可能な登録制度の設立に関しては、

賃貸住宅に用いられる、賃貸住宅管理業者登録制度等

がすでに存在し機能している。市民農園に関しても、

住宅と同様の制度を設立することで情報一括管理、登

録制度ともに実現することは可能である。  

市民農園のイベント等の実施に関しては、一部の老

人クラブで利用者による収穫祭や懇親会に加え、近隣

の保育園の園児に野菜の栽培方法を教えるといったイ

ベントが行われており、地域交流の場となっている。

したがって、市民農園を中心としたイベントの開催も

実現可能であると考える。  

 

 

４ 政策の広報・周知  

  

これまで「就労機会の充実化」と「市民農園の開設

促進・環境整備」という大きく分けて 2 つの政策を提

言してきたが、実際にその政策をより多くの高齢者に

広く伝達しなければ、利用してもらうことができな

い。そこで本節では、より多くの高齢者に政策を周知

するための手段を述べる。  

  

（１）政策提言 

①社会参加の現状と課題  

今後高齢化する団塊世代には、地域のつながりが薄い

人も多く、特に男性は退職後に社会参加のきっかけを掴

めず、閉じこもりになることが懸念されている。現在就

労している 50、60 代の社会参加の状況30を見てみる

と、「参加している(していた)活動がある」人は 

21.6％、「参加している(していた)活動はないが、将来

的には参加しようと思っている」人は 27.9％に対して、

                                                     

30 平成 26 年東京大学高齢社会総合研究機構「高齢者の社会

参加の実態とニーズを踏まえた社会参加促進策の開発と社会

参加効果の実証に関する調査研究事業報告書」  

「参加している活動はなく、今後も参加する意思はな

い」人は 50.5％であった。  

すでに、社会参加のための講座等が地域において行

われているため、参加しているまたは参加意欲がある

人は自ら積極的に地域活動に参加すると考えられる。

一方、参加意欲がない人は退職後に家に閉じこもり、

健康状態が悪化する可能性があるため、このような人

に社会参加を促すことが必要である。上で述べた調査

で、「参加している活動はなく、今後も参加する意思

はない」と回答した約半数の人にその理由を尋ねる

と、「地域活動に魅力や必要性を感じないため」

(42.7％)が最も多く、「地域活動の情報がないため」

と回答した人も 15.9％いた。ここから、より多くの高

齢者に社会参加を促すためには、地域活動の魅力や必

要性を知らせることが重要だと考えられる。  

 

②提言内容  

以上を踏まえ、周知手段として①郵送でのアプロー

チ、②企業でのアプローチの 2 つの政策を提言する。  

一つ目の政策として、郵送でのアプローチを提言す

る。具体的には年金関係書類を利用した告知と地方自

治体の広報誌を用いた広報である。現在、年金の受給

権が発生する人に対して、その 3 か月前に、日本年金

機構から「年金請求書(事前送付用)」及びリーフレッ

ト「年金を請求されるみなさまへ」が送付される。そ

の際にセカンドライフについて考えることを勧める旨

のチラシやリーフレットを同封し、その中で退職後の

社会参加の機会を紹介する。また地方自治体が発行し

ている広報誌の中で、実際に就労している人や市民農

園を利用している人の様子を紹介する記事を掲載す

る。 

二つ目の政策として、企業へのセカンドライフに関

する CSR 活動の奨励を提案する。退職前の従業員を対

象に、企業が CSR 活動としてセカンドライフについて

考えるセミナーやワークショップ等を開催し、退職後

の生活について考える機会を提供することを奨励す

る。  

  

（１）政策の効果  

本項では、先に提案した政策によって得られる効果を

述べる。 

年金を利用した広報は、公的年金加入者数が 2012 年

度末で 6,736 万人にも上ることから、広く国民に情報を

伝達することが可能である。地方自治体の広報誌を用い

た広報については、定期的に発刊される媒体を利用する

ため、他の提言とは異なり継続的な告知が可能となる。

また、郵送を利用した 2 つの広報について共通して言え

る効果として、家に閉じこもりがちな人に対しても情報

伝達が可能だということが挙げられる。  
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CSR の奨励については、退職前の人に企業側から直

接アプローチすることができるので、退職後の人生に

ついて当事者意識を持って考えることが出来る。さら

にセカンドライフに関する CSR を大企業から中小企業

まで幅広く奨励することによって CSR 活動の活性化も

期待できる。  

  

（１）実現可能性 

本項では前述した政策の実現可能性を述べる。  

まずは郵送を利用した政策について見ていく。年金を

利用した広報については、事前送付の際に封筒が使用さ

れているため、同封して送付することは容易である。ま

た、地方自治体の広報誌についてだが、既存の冊子を利

用することから、実現可能性は高いと判断できる。ま

た、広報誌の定期的な発行に伴うコンテンツの更新につ

いては、前述の通り、参加者の体験談や就労先や農園の

様子を紹介すれば可能である。  

次に、CSR 活動の奨励について述べる。我が国の企業

経営者の CSR に対する意識31を見ると、「社会的課題の

解決に向けて企業は役割を果たすべき」と考える経営者

は 86%に達することから、CSR 活動に対する関心は高い

と言える。一方で 2013 年にさいたま市が「CSR チェッ

クリスト〜中小企業のための CSR 読本〜」を作成する

等、一部の大企業を除いてはまだ CSR 活動は普及段階に

あると言える。そこで、国がガイドライン等を通して、

CSR 活動の一つの方法としてセカンドライフ支援を奨励

することにより、CSR 活動に関心があるもののその活動

内容を決め兼ねている企業の一助になると言える。主な

理由としては、方向性を指し示すという他に、セカンド

ライフ支援は費用のかからない、又は比較的少額で済む 

CSR 活動であることが挙げられる。また、CSR 活動とし

てセカンドライフ支援を行う妥当性についてだが、CSR 

活動として既にセカンドライフ支援を行っている企業が

見受けられることから妥当であると判断できる。 

 
Ⅵ おわりに 

 
本稿では、「高齢者が身体的健康を維持し、地域社会

において豊かな生活を送ることができる社会の実現」と

いうビジョン実現のために、高齢者の身体的健康や生活

満足度に影響する要因を分析した。その結果に基づき、

「就労機会の充実化」と「市民農園の開設促進・環境整

備」に関する提言を行った。また 2 つの提言に加え、よ

り多くの高齢者に政策を周知させる方法にも言及した。 

しかし、本稿には次のような課題が残されている。一

つ目に本稿で用いたデータは、全国の高齢者を対象に面

接を行っており、サンプル数も多いという大きな利点は

                                                     

31 平成 22 年度経済同友会「企業の社会的責任(CSR)に関す

る経営者意識調査」  

あったが、10 年以上前に行われた調査であり、現在の高

齢者の状況を十分に表しているとは言えないということ

である。まだ公開はされていないが、我々が用いたデー

タに続いて 2006 年と 2012 年に同調査が行われてお

り、今後はこれらの調査もあわせて分析を行うことで、

より詳細な知見が得られると考えられる。二つ目は提言

した政策の効果を定量的に示すことができなかったとい

うことである。高齢者の健康状態は、我々の分析で使用

可能な要因以外にも持病や遺伝等の多くの要因に影響を

受けるという性質上、提言した政策によってどれほど効

果が得られるのかというエビデンスを明らかにすること

ができなかった。健康に与える効果が分かれば、政策に

よってどの程度社会保障費が削減されるかといったコス

ト面のシミュレーションを行い、政策の実現可能性をよ

り明確にできたと考えられる。  

資金が限られている以上、それを有効に活用し、高

齢者の健康維持に寄与するだけでなく費用対効果の面

でも優れた対策を目指すべきである。今後、提言した

政策が高齢者の健康維持にもたらす効果を明確にする

ような研究が実施されることを望む。  

最後に、我々の提言が都市部の課題を解決し、高齢

者が健康で豊かな生活を送れる社会実現の一助となる

ことを願って、本稿を締めくくる。 
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（http://www.gender.go.jp/whitepaper/h22/gaiyou/htm

l/honpen/b1_s05.html）2014/10/29 アクセス 

農林水産省「都市農業の役割」 

（http://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/tosi_nougyo

/pdf/1_tosino_yakuwari_2509.pdf）2014/10/21 アクセ

ス 

農林水産省「市民農園とは？」 

（http://www.maff.go.jp/j/nousin/nougyou/simin_noen

/s_zirei/）2014/10/21 アクセス 

農林水産省「市民農園の新時代！」 

（http://www.maff.go.jp/kanto/kihon/kikaku/jyousei/

17jousei/pdf/tokushiyu-1-2.pdf）2014/10/26 アクセス 

兵庫楽農生活センター「市民農園の 2 つのタイプ」 

(http://hyogo-

rakunou.com/Genki/tebiki/tebiki_03.pdf ） 2014/10/21 

アクセス 

読売オンライン 2014/10/15「介護分野の人手不足解消へ

資格要件を緩和」 

(http://www.yomiuri.co.jp/politics/20141014-

OYT1T50114.html）2014/10/19 アクセス 

 

データ出典 

  

〔二次分析〕に当たり、東京大学社会科学研究所附属

社会調査・データアーカイブ研究センターSSJ データ

アーカイブから〔「老研－ミシガン大－東大 全国高齢

者パネル調査＜Wave5(1999), Wave6(2002)＞」（東京

都健康長寿医療センター研究所・ミシガン大学・東京

大学）〕の個票データの提供を受けた。  

なお、分析にあたっては執筆者代表、米田野々花がデ

ータの提供を受け、分析を担当した。 
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図表 

図 1 全国における高齢者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(総務省統計局「高齢者の人口」より筆者作成) 

 

表 1 都道府県別後期高齢者人口の増加数・増加率 

 2010 年時点 

高齢者人口 

(万人) 

2025 年時点 

高齢者人口 

(万人) 

増加数 

 (万人） 増加率 増加率順位 

埼玉県  58.9 117.7 58.8 +100% 1 

千葉県  56.3 108.2 52.0 +92% 2 

神奈川県  79.4 148.5 69.2 +87% 3 

大阪府  84.3 152.8 68.5 +81% 4 

愛知県  66.0 116.6 50.6 +77% 5 

(東京都)  123.4 197.7 74.3 +60% (8) 

      

岩手県  19.3 23.4 4.1 +21% 43 

秋田県  17.5 20.5 3.0 +17% 44 

鹿児島県  25.4 29.5 4.1 +16% 45 

島根県  11.9 13.7 1.8 +15% 46 

山形県  18.1 20.7 2.6 +14% 47 

全国  1,419.4 2,178.6 759.2 +53% 
 

     (総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」より筆者作成) 
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図 2 単身高齢者数の推移 

 

  

 

(総務省「国勢調査」、国立社会保障人口問題研究所「日本の世帯数将来推計」より筆者作成)  

 

 

 

図 3・図 4 男女別生涯未婚率・50 歳代離婚率の推移 

 

  
  

  

( 図 3 ・図 4 ：  )    
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図５・図６ 

 

(図 5：平成 25 年度内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」より筆者作成)  

(図 6：平成 21 年度内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調査」より筆者作成) 

 

 

 

図７：近所づきあいの程度の推移 

 

(図 7：内閣府「社会参加に関する世論調査」より筆者作成) 
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図 8：平均寿命と健康寿命の差(2010 年)  

 

(平均寿命は厚生労働省「平成 22 年完全生命表」、健康寿命は厚生労働科学研究費補助金「健康寿命における将 

来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究」より筆者作成) 

 

ADL(日常生活動作) 

【質問】 誰からの助けも借りず行うことは難しいですか  

お風呂に入る    1  ぜんぜん難しくない  

衣服を着たり脱いだりする   2 すこし難しい  

食べる   3 かなり難しい  

寝床から起き上がる、椅子から立ち上がる   4 非常に難しい  

外に出かける   5 まったくできない  

トイレまでいって用を足す   6 わからない(欠損値)  

 

IADL(手段的日常生活動作) 

【質問】 誰からの助けも借りず行うことは難しいですか  

   1 ぜんぜん難しくない  

身の回りの物や薬等の買い物に出かける  2 すこし難しい  

電話をかける   3 かなり難しい  

バスや電車に乗って一人で出かける   4 非常に難しい  

ちりを払う、ごみを出す等の軽い家事をする  

   

5 まったくできない  

6 わからない(欠損値)  
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余暇活動要因 

友人と出かける、会う頻度  

1 まったくない  

2 一か月に一回より少ない  

3 一か月に一回くらい  

4 一か月に 2，3 回  

5 一週間に一回くらい  

6 一週間に 2 回以上  

友人と電話で話す頻度  

1 まったくない  

2 一週間に一回より少ない  

3 一週間に一回くらい  

4 一週間に 2，3 回  

5 一日に一回くらい  

6 一日に 2 回以上  

過去一年に旅行をしたか      1  した  

 過去一年に趣味稽古をしたか      0  していない  

 

非余暇活動要因 

仕事をしているか  
  1  している  

  0  していない  

家事をしているか  

1 まったくしない  

2 年に数回する  

3 月に 1～3 回する  

4 週に 1～3 回する  

5 週に 4～6 回する  

6 毎日する  

 

運動習慣要因 

庭仕事をするか             

体操や運動をするか        

  散歩をするか   

1 まったくしない  

2 ほとんどしない  

3 ときどきする  

4 よくする  
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ソーシャルキャピタル要因 

町内会や自治会の加入  

1 加入している  

2 加入していない  

町内会や自治会の参加頻度  

1 まったくない  

2 一か月に一回より少ない  

3 一か月に一回くらい  

4 一か月に 2，3 回  

5 一週間に一回くらい  

6 一週間に 2 回以上  

近所の人の手伝いをするか  

1 まったくしていない  

2 年に数回する  

3 月に 1～3 回する  

4 週に 1～3 回する  

5 週に 4～6 回する  

6 毎日する  

手助けをしてくれる人がいるか  

  1  いる  

  0  いない  

ボランティアをするか  

  1  する  

  0  しない  

 

精神的健康要因 

主観的健康感  

1 まったく健康でない  

2 あまり健康でない  

3 ふつう  

4 かなり健康である  

5 まったく健康である  

孤立感を感じるか  

1 そう感じることが多い  

2 ときどき感じる  

3 ほとんど感じない  

生きがいがあるか  

  1  ある  

  0  ない  
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コントロール変数 

単身世帯ダミー  

  1  同居人数 1 人(単身世帯)   

  0  同居人数 1 人以上  

経済的余裕の程度  

1 非常に苦労している  

2 やや苦労している  

3 どちらともいえない  

4 あまり苦労していない  

5 まったく苦労していない  
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表 2  分析結果(前期高齢者) 

前期高齢者   ADL    IADL   

   係数  標準誤差  P 値 有意  係数  標準誤差  P 値  有意  

余暇活動 

友人と出かける、会う頻度  

   

-0.107  
  

0.0513  0.037  

   

**  

   

0.0299  
  

0.0491  

  

0.548  

   

   

友人と電話で話す頻度  0.0141  0.0611  0.817     -0.1347  0.0615  0.028  **  

過去一年に旅行をしたか  0.0814  0.1796  0.65     0.1172  0.1769  0.508     

過去一年に趣味稽古をしたか  -0.0943  0.1659  0.57     -0.4243  0.1504  0.005  ***  

非余暇活動 

仕事をしているか  

   

-0.3033  

   

0.1838  

   

0.099  

   

*  

   

-0.336  

   

0.183  

   

0.066  

   

*  

家事をしているか  -0.0027  0.0461  0.953     -0.0203  0.0452  0.654     

運動習慣 

庭仕事をするか  

   

0.1141  

   

0.0814  

   

0.161  

   

   

   

0.023  

   

0.0797  

   

0.773  

   

   

体操や運動をするか  -0.1047  0.0791  0.186     -0.1976  0.0781  0.011  **  

散歩をするか  0.1299  0.0798  0.104     0.0569  0.0783  0.467     

ソーシャルキャピタル 

町内会や自治会の加入  

   

-0.1826  

   

0.1892  

   

0.334  

   

   

   

-0.0033  

   

0.1874  

   

0.986  

   

   

町内会や自治会の参加頻度  -0.0137  0.0692  0.843     -0.113  0.0693  0.092  *  

近所の人の手伝いをする頻度  -0.2239  0.3285  0.496     -0.104  0.1099  0.344     

手助けをしてくれる人がいるか  -0.2239  0.3285  0.496     -0.6918  0.2884  0.016  **  

ボランティア活動をするか  -0.0986  0.1751  0.574     -0.2345  0.1735  0.176     

精神的健康 

主観的健康感  

   

0.0733  

   

0.0913  

   

0.422  

   

   

   

-0.2069  

   

0.0899  

   

0.021  

   

**  

孤立感  -0.0631  0.0909  0.488     -0.4535  0.1656  0.006  ***  

生きがいの有無  -0.0049  0.2298  0.091  *  -0.4023  0.2166  0.063  *  

その他  

健康への関心  

   

   

-0.2997  

   

   

0.2735  

   

   

0.273  

   

   

   

   

   

-0.5943  

   

   

0.2519  

   

   

0.018  

   

   

**  

   

(*** 1％有意、** 5％有意、* 10％有意をそれぞれ表す)   
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表 3 分析結果(後期高齢者)  

後期高齢者   ADL    IADL   

  
係数  標準誤差  P 値 有意  係数  標準誤差  P 値  有意  

余暇活動友人と出かける、会う頻度  
  

-0.1052  

  

0.0460  

  

0.0220  

  

**  

  

-0.0537  

  

0.0416  

  

0.1560  
  

友人と電話で話す頻度  -0.0998  0.0603  0.0980  *  -0.0202  0.0536  0.7060    

過去一年に旅行をしたか  -0.2437  0.1739  0.1610   -0.4355  0.1586  0.0060    

***  

過去一年に趣味稽古をしたか  -0.3695  0.1926  0.0550    

*  

-0.4648  0.1742  0.0080  ***  

非余暇活動仕事をしているか  
  

-0.2307  

  

0.2339  

  

0.3240  
    

-0.5058  

  

0.2174  

  

0.0200  

  

**  

家事をしているか  -0.0548  0.0424  0.1970    

  

-0.0203  0.0388  0.6000  

  

運動習慣庭仕事をするか  
  

-0.1654  

  

0.0794  

  

0.0370  

  

**  

  

-0.1225  

  

0.0725  

  

0.0910  

  

*  

体操や運動をするか  -0.0760  0.0747  0.3090   -0.0602  0.0673  0.3710   

散歩をするか  -0.1060  0.0762  0.1640    

  

0.0119  0.0694  0.8630    

  

ソーシャルキャピタル町内会や自治

会の加入  
  

-0.1957  

  

0.1849  

  

0.2900  
    

-0.2007  

  

0.1679  

  

0.2350  
  

町内会や自治会の参加頻度  -0.0829  0.0668  0.2140    -0.1671  0.0608  0.0060    

***  

近所の人の手伝いをする頻度  -0.1149  0.1244  0.3560    -0.1805  0.1117  0.1060   

手助けをしてくれる人がいるか  -0.5646  0.2944  0.0550    

*  

-0.4291  0.2699  0.1120    

ボランティア活動をするか  -0.2708  0.1788  0.1300  

  

-0.2607  0.1608  0.1050    

  

精神的健康主観的健康感  
  

-0.1365  

  

0.0933  

  

0.1440  
    

-0.3021  

  

0.0844  

  

0.0000  

  

***  

孤立感  -0.1260  0.1795  0.4830    -0.2831  0.1613  0.0790  *  

生きがいの有無  -0.2762  0.2073  0.1830    

  

-0.2251  0.1870  0.2990  

  

その他健康への関心    

-0.1073  

  

0.2610  

  

0.6810    

  

  

-0.0019  

  

0.2377  

  

0.9940    

  

(*** 1％有意、** 5％有意、* 10％有意をそれぞれ表す)   
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被説明変数 

  【質問】全体として、自分の生活にどれくらい満足していますか 

生活満足度  

1 全く満足していない  

2 あまり満足していない  

3 どちらでもない  

4 まあまあ満足している  

5 非常に満足している  

6 わからない (欠損値)  
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表 4 分析結果(前期高齢者及び後期高齢者) 

    前期高齢者    後期高齢者   

   係数  標準誤差  P 値  有意  係数  標準誤差  P 値  有意  

余暇活動 

友人と出かける、会う頻度  

   

0.197  

   

0.034  

   

0.000  

   

***  

   

0.157  
0.043  0.000  

   

***  

友人と電話で話す頻度  0.210  0.041  0.000  ***  0.109  0.054  0.042  **  

過去一年に旅行をしたか  0.558  0.122  0.000  ***  0.446  0.164  0.006  ***  

過去一年に趣味稽古をしたか  0.509  0.120  0.000  ***  0.390  0.176  0.027  **  

非余暇活動 

仕事をしているか  

   

0.353  

   

0.122  

   

0.004  

   

***  

   

0.766  
0.217  0.000  

   

***  

家事をしているか  0.032  0.033  0.332     -0.063  0.039  0.112     

運動習慣 

庭仕事をするか  

   

0.182  

   

0.054  

   

0.001  

   

***  

   

0.224  
0.076  0.003  

   

***  

体操や運動をするか  0.285  0.053  0.000  ***  0.252  0.071  0.000  ***  

散歩をするか  0.227  0.053  0.000  ***  0.224  0.073  0.002  ***  

ソーシャルキャピタル 

町内会や自治会の加入  

   

0.307  

   

0.126  

   

0.015  

   

**  

   

-0.096  
0.167  0.564  

   

   

町内会や自治会の参加頻度  0.202  0.044  0.000  ***  0.182  0.060  0.003  ***  

近所の人の手伝いをする頻度  0.269  0.071  0.000  ***  0.241  0.114  0.034  **  

手助けをしてくれる人がいるか  1.487  0.214  0.000  ***  1.001  0.281  0.000  ***  

ボランティア活動をするか  0.727  0.122  0.000  ***  0.309  0.164  0.059  *  

精神的健康 

孤立感  

   

-0.631  

   

0.124  

   

0.000  

   

***  

   

-1.021  
0.169  0.000  

   

***  

生きがいの有無  1.750  0.165  0.000  ***  1.337  0.212  0.000  ***  

その他  

健康への関心  

   

   

0.481  

   
0.180  

   

0.007  

   

   

***  

   

   

0.001  

   
0.232  

   

0.998  

   

   

   

   

(*** 1％有意、** 5％有意、* 10％有意をそれぞれ表す) 
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表 5 身体的健康を維持向上、生活満足度を向上させる要因  

分析対象  有意に効いた説明変数  

前期高齢者(65 歳～74 歳)  

 ・仕事をしている  

 ・生きがいがある  

後期高齢者(75 歳～)  

 ・過去一年に趣味稽古をした  

 ・庭仕事をする  
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記述統計量  表６ 前期高齢者 

カテゴリ  サンプル数  平均  標準誤差  最小値  最大値  

個人属性 

男性ダミー  1670  0.107784  0.310201  0  1  

単身世帯ダミー  1670  0.463473  0.498813  0  1  

結婚ダミー  1670  0.742515  0.43738  0  1  

経済的余裕の程度  1621  3.676743  0.987144  1  5  

身体的健康(被説明変数)  

ADL(Wave5 と Wave6 の差)  1661  0.12643  1.219186  -9  16  

IADL(Wave5 と Wave6 の差)  1643  0.141814  1.396873  -13  13  

生活満足度(被説明変数)  1662  3.948255  0.6850735  1  5  

余暇活動 

友人と出かける、会う頻度  
1657  3.081473  1.746978  1  6  

友人と電話で話す頻度  1649  3.979988  1.436846  1  6  

過去一年に旅行をしたか  1668  1.423861  0.494317  0  1  

過去一年に趣味稽古をしたか  1667  1.607678  0.488414  0  1  

非余暇活動 

仕事をしているか  
1669  1.640503  0.479997  0  1  

家事をしているか  1664  2.673077  1.911159  1  6  

運動習慣 

庭仕事をするか  
1662  1.877256  1.105773  1  4  

体操や運動をするか  1663  2.306073  1.110937  1  4  

散歩をするか  1665  2.134535  1.112069  1  4  

ソーシャルキャピタル 

町内会や自治会の加入  1669  0.696824  0.459768  0  1  

町内会や自治会の参加頻度  1157  3.878997  1.609622  1  6  

近所の人の手伝いをする頻度  1647  5.623558  0.791282  1  6  

手助けをしてくれる人がいるか  1666  0.921969  0.268301  0  1  

ボランティア活動をするか  1651  0.461539  0.56155  0  1  

精神的健康 

主観的健康感  1661  2.520771  0.991692  1  5  

孤立感  1635  1.182875  0.473483  1  3  

生きがいの有無  1670  1.352695  0.615976  0  1  

その他健康への関心  
1664  1.11899  0.323875  0  1  
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表７ 後期高齢者 

カテゴリ  サンプル数  平均  標準誤差  最小値  最大値  

個人属性男性ダミー     

953  

   

0.185729  

   

0.389092  

   

0  

   

1  

単身世帯ダミー  953  0.342078  0.474655  0  1  

結婚ダミー  953  0.459601  0.498627  0  1  

経済的余裕の程度  854  3.720141  1.035203  1  5  

身体的健康(被説明変数)  

ADL(Wave5 と Wave6 の差)  

   

941  

   

0.393199  

   

1.98036  

   

-9  

   

15  

IADL(Wave5 と Wave6 の差)  911  0.715697  2.6126  -10  16  

生活満足度(被説明変数)  946  3.952431  0.717771  1  5  

余暇活動友人と出かける、会う頻度     

944  

   

3.175847  

   

1.879399  

   

1  

   

6  

友人と電話で話す頻度  939  4.190628  1.459794  1  6  

過去一年に旅行をしたか  952  1.572479  0.494979  0  1  

過去一年に趣味稽古をしたか  950  1.732632  0.442819  0  1  

非余暇活動仕事をしているか     

953  

   

1.852046  

   

0.355241  

   

0  

   

1  

家事をしているか  948  2.902954  2.075927  1  6  

運動習慣庭仕事をするか     

949  

   

1.939937  

   

1.108833  

   

1  

   

4  

体操や運動をするか  947  2.44245  1.147483  1  4  

散歩をするか  949  2.234984  1.144883  1  4  

ソーシャルキャピタル町内会や自治会

の加入  

   

952  

   

0.670168  

   

0.470399  

   

0  

   

1  

町内会や自治会の参加頻度  636  3.968553  1.620426  1  6  

近所の人の手伝いをする頻度  941  5.714134  0.684247  1  6  

手助けをしてくれる人がいるか  951  0.920084  0.271306  0  1  

ボランティア活動をするか  942  0.350319  0.477323  0  1  

精神的健康主観的健康感     

945  

   

2.655026  

   

0.969634  

   

1  

   

5  

孤立感  928  1.212284  0.505824  1  3  

生きがいの有無  953  1.452256  0.667428  0  1  

その他健康への関心     

949  

   

   

1.162276    

   

0.368898    

   

0  

   

   

1  
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第 4 章 女性の政治過小代表是正に向けて 

～全国市区データを用いた実証分析～ 

 
 

丸尾 翔太 松下 理子 
大辻 允人 櫻川 京 

鳰 泰明 
 

 

要旨 
 

女性差別撤廃条約、ミレニアム開発目標など近年、男女平等や女性のエンパワーメントは国際的なトレンドである。

わが国でも「女性が輝く日本へ」という標榜のもと女性支援政策が打ち出されている。一方、国際的な男女平等の指数

である GGGI ランキングで日本は 135 か国中 105 位（2013 年）に位置し、特に政治分野での女性のエンパワーメントが

極めて低い（118 位/135 か国）。日本では「政治は男性の仕事である」というジェンダーステレオタイプが強く、政府

の掲げる「2020 年までに指導的地位に占める女性の割合を 30%に」という目標も近年の女性議員率の低位での推移を見

る限り、実現可能性はかなり低い。 

 このようにわが国は男女平等という観点では意外かもしれないが国際的に大きな後れをとる。我々はそのような現状

に問題意識を抱き、政治分野における女性のエンパワーメントを促進する要因は何であるか、計量経済学を用いて推定

した。 

先行研究 Alozie＆Manganaro（1992）は結論として議会サイズも選挙制度も女性の政治的エンパワーメントを説明す

る上で不十分と述べている。この先行研究を受け、本稿では日本の 790 市と東京 23 区のデータを用い、市区議会の女性

議員割合に影響を持つ要因を重回帰分析により推定した。その際に選挙区ごとの女性支援の充実と社会経済的要因が正

の説明力を持つという仮説を立てた。 

 推定結果から女性支援の充実が女性議員割合を高めるという仮説は支持されたが社会経済的要因に関しては平均月収

のみが正に有意に効くのみで女性大学進学率と女性就業率は説明力を持たなかった。また、女性候補者割合が正の説明

力を持つという結果も分析から得られたため、当選率において大きな男女差はなく、むしろ女性候補者数が男性に比べ

てはるかに少ないことが女性議員比率の低さを生み出しているといえる。 

 この分析結果をもとに、①「自治体による『女性と政策』に関する定期セミナーの導入」と②「衆議院議員総選挙比

例代表クォータ制の導入」の 2 つの政策を提言する。①は女性の政治への関心・知識・能力を自治体による支援で高め

ることを目的としている。また②は衆議院議員比例代表制において政党に候補者の女性割合を 30％以上にすることを義

務づける政策である。強制的に女性候補者を増やすことが目的で、実現には政党の協力が必要である。政党にインセン

ティブとして「供託金の減額」、「政党交付金の算定方法の変更」という 2つの対策を提案する。 
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Ⅰ はじめに 
 

第二次世界大戦後の 1945 年 12 月 17 日、日本国内で

初となる婦人参政権が認められた。以後 55 年余りの年

月を経た 1999 年、男女共同参画社会基本法と男女雇用

機会均等法が施行及び改正された。このことは女性の本

来的に持つ権利をさらに尊重しようとする姿勢のあらわ

れである。しかし、このような法整備や国民意識の改善

だけでは男女平等・男女共同参画が完全に実現されるこ

とは難しい。両法律の施行から約 15 年が経った現在に

おいても、女性にとって共同参画には非常に多くの障壁

が存在していることを忘れてはならない。 

 急速なグローバル化が進行している現代、多くの国内

情勢を他国と定量的に比較ができるようになった。この

ことは国内政策を実行する上で大きな影響力を持ち始め

ている。そこで近年、女性の議員比率や就業率などが頻

繁に話題として取り上げられている。これに対し、2012

年 12 月 26 日に発足した第二次安倍政権はアベノミクス

の「第三の矢：日本再興戦略」において「女性の更なる

活躍促進」を掲げている。政府は問題解決に向けて本格

的な対応を始めているといえる。 

 その一方、前述の両法施行後も女性の就業・就業継続

のおいて十分な改善が見られていない原因は極めて根深

く複雑である。この問題を解決していくにあたって出

産・育児環境や雇用環境などの制度面、慣習的な男女役

割分業のような思想面などを改善していく必要がある。

しかし、しばしば女性の活躍促進を「女性の活用」など

と呼ぶことは、あたかも経済再興の一手段に過ぎないと

考えているのではと思わせられる。このように女性の就

業支援については、歪んだ感覚が見受けられることがあ

る。2014 年 6 月 18 日、東京都議会において女性議員に

対し発せられた「女性蔑視ヤジ」は象徴的であり、男性

の間で十分に女性理解が進んでおらず、未だに男尊女卑

に近い考え方が残存していることを示しているといえ

る。 

 前述の通り、女性の活躍促進の上では、制度面など抜

本的な構造改革が求められ、その際には女性視点による

実情に合った意見が多分に含まれる必要がある。まして

や、象徴的な事件が発生した男性偏重社会ともいえる議

会においてはなおさらである。ここで、女性の活躍促進

を効率的に推進するには女性の政治参画、具体的には女

性の議会への進出が必要となってくる。 

 このように議会への更なる女性の参画が求められる現

在においても、そこには多くの障壁が存在している。以

上のような問題意識の下、本稿では女性の政治参画にお

ける障壁を迅速かつ効率的に取り除き、女性議員比率の

増大に結びつけることで議会における女性の過少代表性

を改善することを目的としている。本稿の分析では平成

22 年度「国勢調査」、「女性関連施設データベース」、

その他収集データを用いて女性議員比率に影響を与える

地域的要因についての究明を行う。また、この分析に基

づき女性の更なる政治参画を促すための政策を提言す

る。 

本稿の構成は以下のとおりである。まず第 1 章では女性

議員の現状を述べ、第 2 章では米市議会における女性の

代表性について研究した先行研究を紹介し、その後本稿

のオリジナリティについて述べる。第 3 章では我々の行

った分析について、その方法や用いるデータ、推定結果

とその考察を述べる。第 4 章では現状や先行研究、分析

結果を踏まえた政策提言について述べる。 

 
Ⅱ 現状分析 
 
１ 議会における女性の過少代表の現状 

 

女性の更なる社会進出を目指して 1999 年 6 月に男女

共同参画社会基本法が制定された。この法律の成立を受

け、実際に様々な分野に女性の進出を促すことを目的と

して、これまでに 3 度、雇用や生活など様々な分野での

男女平等を謳った男女共同参画基本計画が閣議決定され

ている。この計画の中で第 1 分野に設定されているのが

政策・方針決定過程への女性の参画の拡大である。この

具体的な計画方針として、2007 年に閣議決定された第 2

次男女共同参画基本計画において「社会のあらゆる分野

において、2020 年までに、指導的地位に女性が占める割

合が、少なくとも 30%程度になるよう期待する」という

目標値が盛り込まれている。しかしながら、2014 年現在

の国会における女性議員の割合は全体で 10.8%であり、

あと 5 年で目標値の 30%に達するのは今の施策では不十

分であることは誰から見ても明らかであろう。 

 では、そもそもなぜ女性の社会進出、とりわけ議会へ

の参加を進めなければいけないのか、また、このような

女性の参加が進まない原因は何なのであろうか。以下で

は、女性の議員としての政治参加に関して国際比較した

後、議会における女性議員割合を高める必要性、そして

女性議員が少ない原因を考察していく。 

 

（１）女性の指導的地位への進出の現状 

①男女共同参画基本法と女性の参画の増加 

一般社会における女性の指導的地位、つまり、民間企

業の管理職に占める女性の割合は年々増加の傾向にある

（図 1）。また、行政府における女性の参画も促進され

ており、2014 年に国家総合職に採用された女性の割合は

20%を占めるようになった。近年では内閣が中央省庁や

地方自治体、民間企業に女性登用の行動計画策定を求め

る法案を今年度中に国会に提出する予定である。このよ

うに、官・民における女性の参画は促進されているもの

の、一方で政策・方針決定の最も重要な役割を担う議員

については女性の割合が依然として小さいといえる。 
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2014 年現在の国会における女性議員の割合は全体で

10.8%であり、衆議院 8%、参議院 16%と両議院に差は

見られるものの 10%前後でとどまっている。また、地方

議会において 2013 年現在の地方議会、市町村議会に占

める女性議員の割合1は 11.6%と、国会と同様その割合は

小さい。 

男女共同参画社会基本法が成立した 1999 年から比較し

ても、次第に増加はしているものの依然として低い割合

を維持しており、抜本的な改善はなされていない（図

2）。国会においては 1999 年の 9.1%から微増しつつあ

るが、10%前後をとり続けている。また、地方議会の女

性議員比率も 1999 年の 6.2%から減少せずに徐々に増加

しつつあるが未だ 11.6%である。このように、日本の女

性議員割合はわずかながら増加傾向にはあるが、政府の

設定した「2020 年までに 30%」の目標を達成できる程

の増加率ではない。 

 

②女性議員割合の国際比較 

先の項で、日本では、議会レベルを問わず、議会に占め

る女性議員の割合が小さいという現状があることを述べ

た。本項では、他国と比較した際に、日本における女性

の政治分野への進出の程度がどのレベルであるのかを示

したいと思う。 

 世界経済フォーラム（WEF）は、2006 年から毎年

「国際男女格差レポート（GGGI）」を公表している。

これは、世界各国を対象として、経済的平等、政治参

画、健康と生存、教育機会の 4 分野における男女格差を

指数化している。経済的平等には労働力の男女比、類似

の労働における賃金の男女格差、推定勤労所得の男女

比、管理的職業従事者の男女比、専門・技術職の男女比

といったものが含まれる。政治参画には国会議員の男女

比、閣僚の男女比、最近 50 年における国家元首の在任

年数の男女比が指標として置かれる。健康と生存には平

均寿命の男女比と出生時性比が、教育機会では識字率の

男女比、初等教育就学率の男女比、中等教育就学率の男

女比、高等教育就学率の男女比が評価対象となる。これ

らの指数より、男女格差を縮小する能力を評価・順位づ

けしたものが GGGI であり、格差が小さい国ほど上位に

ランキングする。 

GGGI2013 では世界 136 カ国が対象となったが、日本

は 105 位と、前回より 4 つ順位を落とした（前回は 135

カ国が対象で日本は 101 位）。表 1 から分かるように、

日本は、「健康と生存」「教育機会」の分野では高水準

を達成している2。しかしながら、このレポートには、先

                                                     
1 総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員

調べ」 
2 教育分野における 91 位は、一見するとかなり低い順位に思え

るが、1 点満点で日本は 0.9757 点をとっている。つまり、

0.0243 点の間に 90 ヶ国がひしめき合っているため、日本は

91 位であるが高水準であるといえる。 

進国だけでなく発展途上国も多く参加しているにも関わ

らず、日本は、経済分野及び政治分野において 100 位以

下にランキングしている。OECD 諸国で比較したとき、

日本は 34 カ国中「経済活動への参加と機会」の分野で

は 31 位、「政治的エンパワーメント」の分野では 34 位

と、国の発展レベルに鑑みてもこれらの分野で世界に遅

れていることが分かる。特に、政治分野は 118 位と男女

格差が著しく大きく、これは国会議員に占める女性議員

の割合が小さいことが影響している。 

 

③女性議員としての政治参画を促す動き 

前項までに、日本は世界的に見ても女性の政治分野への

参画が非常に遅れているということを述べてきた。この

ような現状をうけて、現在日本において女性の政治分野

への進出を促そうという動きも出てきている。先に述べ

た 2020 年までに指導的地位に占める女性の割合を 30%

にという目標を受け、安倍首相はアベノミクスの成長戦

略において「女性の活用」をその柱の 1 つに掲げてい

る。今年の 9 月 3 日に行われた内閣改造では、過去最多

タイに並ぶ 5 人の女性を閣僚に任命するなど、自ら率先

して女性の活用を推進しようとする姿勢を見せている。 

また、内閣や与党のみならず、野党に関しても女性議員

を増やそうとする動きが見られる。みんなの党はクォー

タ制を導入することを決め、民主党もこの制度の導入の

申し入れを党首が受け入れた。このように、日本全体で

女性の政治参画を進めようという機運のある今、我々は

女性の政治参画を促進する要因を探り、女性の議会進出

を促していきたいと考えている。 

 

（２）議会における女性議員割合を高める必要性 

①女性の過小代表の問題 

 女性が議会において占める割合が少ないことでどのよ

うな問題が存在しているのかについて考察する。意思決

定機構である議会において女性が過少代表のままである

ことの問題点は以下の 2 点が挙げられる。 

 1 点目は、女性議員が少ないことによって、優れた民

主的統治が妨げられる可能性があるという点である。民

主的統治の普及について長期に及び取り組んできた国連

は、女性が政治や公的な活動にアクセスし、参画する機

会を提供することが重要な活動の一つとなっており、

2010 年に UN-Women を設立するなど、近年は益々この

活動を活発化させている。その国連の補助機関である国

連開発計画が 2012 年 3 月に『政党をより強くするため

の女性のエンパワーメント：女性の政治参画促進のため

のガイドブック』を発行している。その中では、女性の

エンパワーメント、すなわち、女性が政治に参画し、女

性の視点を包摂することが民主的発展の前提条件であ

り、優れたガバナンスに貢献すると述べられている。 

 世界の議会において、その議席に占める女性の割合の

平均は 2011 年時点で 19％であるが、先にも述べたよう
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に、日本の国会の女性議員割合は 19％よりもさらに低く

10.8%である。日本は民主主義国家になって久しく、い

わゆる先進国であるにも関わらず、世界と比較しても女

性の議会進出が十分に進んでいないという点において、

民主的発展の前提を達成できていないということがいえ

る。 

2 点目は、雇用や育児などの女性が直面しやすい問題が

政策に反映されにくいということである。Ballington

（2008）は女性議員の数が重要であること、少なくと

も、議会の中に女性議員が多ければ多いほど、議会が女

性にとっての課題を取り上げ、議場における男女の力学

を変える傾向にあることを明らかにしている。例えば、

議会における女性議員割合が高いスウェーデンでは、男

性の育児休暇や女性の育児休暇後の復職を法律によって

保障するなど、女性の社会進出の課題を解決する法律が

制定されている。一方で、日本の諸議会における女性議

員の過少という状況では、女性にとっての問題が取り上

げられにくく、政策にもなりにくいと考えられる。 

実際、女性の声が政治に反映されていないという結果が

世論調査において出ている。平成 26 年に内閣府が実施

した『社会意識に関する世論調査』で国の政策への民意

の反映程度を聞いた項目では、「あまり反映されていな

い」「ほとんど反映されていない」と否定的に答えた女

性の割合は 69.1％であり、「かなり反映されている」

「ある程度反映されている」と肯定的に答えた女性は

26.9%であった。このように、女性は民意が政策に反映

されていないと考えている人が多いと分かる。 

また、このような女性に関する問題が政策に反映されに

くいことが女性有権者の政治的関心にも影響している。

先ほどと同じ内閣府の調査で、国の政策に民意が「ある

程度反映されている」「あまり反映されていない」「ほ

とんど反映されていない」と答えた者に国の政策への民

意の反映方法を聞いた調査項目がある。そこでは「国民

が選挙の時に自覚して投票する」「国民が参加できる場

をひろげる」と答えた女性の割合の合計は 26.8％であ

り、「政治家が国民の声をよく聞く」「政府が世論をよ

く聞く」ことが国の政策への民意の反映手段として適切

であると答えた女性の割合の合計は 43.3％である。これ

らの調査から、女性は国民自らが積極的に政治に参画す

るのではなく、政治家や政府からの働きかけにより民意

が政策に反映されると考えていることがうかがえる。女

性は民意が反映されていないと感じている人が多いため

に、政治家や政府に自らの意見をより汲み取ることこそ

有効な手段と考え、その結果受動的な態度にならざるを

得ないのではないかと考えられる。 

 

②女性議員が増えることの利点 

では、前項とは反対に議会における女性割合を増やすこ

とで得られる利点とは何であろうか。主に 2 点が挙げら

れる。 

まず 1 点目は、女性議員が増えることにより女性議員の

発議数とその法案の成立率が上昇するということであ

る。このことにより、女性議員が形式的なものでなく、

実際に政策や法の立案・制定により深く関わっていくこ

とができる。Thomas（1994）は、アメリカの州議会に

おける女性議員の数が増加した際の女性議員の行動の変

化に着目した。女性議員が増加することでその形式的地

位から脱却し、女性議員同士が組織化して相互目標に関

して協調する場合、州議会に利益をもたらすとした。実

際に女性議員が増えたことにより、男性議員よりも女性

議員の優先政策の提出率と成立率が高くなっているとい

う結果がでていると述べている。 

女性議員が増えたことによって法案発議数が増加した一

例として、韓国の事例が挙げられる。韓国においては

2004 年にクォータ制を導入し、女性議員数が 16 人から

39 人に増え、割合としては国会の 13%を女性が占めるよ

うになった。女性議員数が増加した後の第 17 代国会に

おいては女性議員の法案発議件数が増え、一人あたりの

女性議員の発議数は 27.6 件と、男性議員の 17.8 件に対

し約 1.6 倍という遥かに多い結果となった。 

この様に、女性議員が増えることで女性議員の法案発議

数等が増加するといえる。そして、これが達成されるこ

とによって女性の意見が議会に反映されやすくなり、前

述した優れた民主的統治が達成できるのではないかと考

えられる。 

2 点目は、女性議員は男性議員よりも女性・子供・家族

関連法案を優先政策におく傾向にあり、女性議員が増え

ることでこれらの法案がより審議されるようになるとい

うことである。UNICEF が発行している『世界子供白書

2007』には、国政の場合は女性議員数が増えれば「女性

と子ども双方の権利を取り扱う法律や政策に影響が及ぶ

可能性がある」との記述がある。また、地方議会に女性

指導者がいることで、「女性や子どもに関わる問題への

関心を高めるのに役立つことが多い」としている。つま

り、国や地方において女性議員が増えることで女性や子

供に関連した政策に良い影響を与えると考えられる。 

また、カイアザ（2004）は女性議員が女性に優しい政策

を導くには以下の 2 段階があるとしている。1 段階目と

して有権者が女性の政治的役割を好意的にみなすことで

女性議員が増え、2 段階目として女性議員数が増えるこ

とで女性に優しい政策が実現されるという構造を示して

いる。また、女性議員は党派を超えて女性に優しい政策

を推進する場合などがあるということについても述べて

いる。 

更に、女性議員数の増加が女性議員の発議数が増加する

ことと合わせて効果を発揮する場合もある。先述のス

ー・トーマスは同じ本の中で、女性議員は男性議員より

も女性・子供・家族関連の政策を優先し、女性議員比率

が高い州の方が女性はこれらの政策を優先し、成立させ

やすいとの仮説を立てた。そして州議会における観察結
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果から、女性議員数が増えることで以前には私的領域に

属するとしてきた DV や家族休暇などの女性・子供・家

族関連の問題を議会の場にて議論するようになったとい

う変化が見られると結んだ。 

女性議員が増加し、女性・子供・家族関連政策がより推

進されることによって、更に女性が進出しやすい社会を

形成することができるのではないかと考えられる。ま

た、女性議員がこのような政策を優先政策とすること

は、課題である 2 点目である女性が直面しやすい問題が

政策に反映されにくいという点を大幅に改善する効果を

持つものであると考えられる。 

 

（３）女性議員割合が伸び悩む原因 

 議会における女性議員割合は現在まで伸び悩んでお

り、この女性議員割合の低さによって、女性の発議数・

成立数が停滞していること、また女性・子供関連法案が

審議されにくいことなどの弊害があることを前項までで

述べてきた。それでは、なぜ一向に女性議員数は増加し

ないのであろうか。そこには①立候補者個人の要因②立

候補者を養成・支援する地域的要因の 2 つの要因がある

と考えられる。この 2 つの観点から原因を考察する。 

 

①立候補者個人の要因 

 立候補者個人の要因として、男性に比べて女性は立候

補しにくいという現実がある。政治にはお金がかかとい

うことは、一般的に受け入れられている政治に対するイ

メージではないだろうか。実際、立候補時に要する供託

金や選挙活動に要する経費など極めて多大な資金が必要

となる。資金だけでなく、知名度や政治への関心や責任

感も政治家として当選するには必要不可欠な要素であ

る。このように政治家として立候補するにあたって必要

とされる要素を女性が兼ね備えられているかについて考

察を加えていく。 

 

・立候補に必要なもの「地盤・看板・鞄」 

 あらゆる単位の議会において立候補する、選挙に出馬

するということは、特定地域の住民から十分に票を集め

ることが必要となる。また、立候補をする上では一定程

度の当選可能性があって初めて立候補するという構造に

も触れておく。 

 ここでは男女問わず、選挙を勝ち抜くうえで極めて重

要といわれている「地盤・看板・鞄」が特に女性におい

てきわめて大きな障壁となっている。そこで、「地盤・

看板・鞄」について説明をする。まず「地盤」とは、そ

の立候補者を支持する有権者が一定以上いる地域のこと

を指し、実際に選挙活動を進めていく上での重要な人

力・財力源である。このような支持者は主に既成団体

（企業団体や宗教団体、労働組合や農業協同組合など）

が主軸となり組織がされることが多く、これを後援会と

呼ぶ。次に「看板」である。「看板」とは、街中のかし

こに正しく看板が掲げられているかのような知名度を有

することである。選挙においては投票時に候補者名や政

党名などを有権者に書いてもらうため、候補者自身は自

分たちの名前を有権者に覚えてもらえるように努めるこ

とが一般的である。つまり、芸能人や地元の有力者など

はこの点において有利に立ち回れるということである。

最後に「鞄」であるが、これは候補者自身とその支援団

体の財力のことを指す。立候補する上で法務局に収めな

ければならない供託金は国会議員選挙の場合 300 万円、

都道府県議員であれば 60 万円、市区町村議員の場合に

は 50 万円必要となり、一定得票に達せず落選した場合

には返金されない。 

 これら 3 つに関して、女性の実情に合わせて考えてい

く。まず「地盤」であるが、現在に至るまで所謂女性は

結婚をして夫の家に嫁ぐというように、相手の出身地へ

と居住地を移すことが多い。これは多くの場合、女性の

出身地を離れることを意味するとともに女性が身近な知

り合いやコミュニティを失うことをも意味している。こ

のことにより地元への帰属意識が薄いという状況と相談

できる知人がほとんどいない状況が生ずる。このことは

女性が立候補しようとする動機を削ぐことにつながって

いる。次に「看板」であるが、このような顕著な知名度

は男女問わず極めて少数限定的な特権である。特に有力

者には地元企業の社長などといった産業界の上層などが

これに当たり、女性管理職割合が低い現在では極めてま

れであるといえる。つまり、立候補しようとする女性の

うちで「看板」を備えている候補者はまれであり、基本

的に効果を享受することができない。最後に「鞄」であ

るが、女性の就業率の低さや特に正規雇用で働いている

女性が少ないことなどからも女性が十分な経済力などを

有しているとは考えにくい。また、仮に夫帯していると

しても容易に夫の収入で賄える額ではない。結果とし

て、選挙活動をする上での資金が十分に用意できないこ

とから女性の立候補は困難になっている。 

  このように、「地盤・看板・鞄」という求められる

条件を満たすことは男性に比べて女性は特に困難である

ことがわかる。 

 

・立候補をする動機・きっかけの不足 

 議員という職業は特殊でありながらも、世の中に数限

りなくある仕事のうちの一つに過ぎない。つまり、議員

を志すに至るには一定の理由ときっかけがないことには

自然と目指す職業ではない。要するに、周囲からの働き

かけや議員経験のある人間の身近な存在などといった動

機を生みえる環境あるいは政治・社会に対する強い問題

意識などが存在しなければ目指さない職業である。 

 ここで前述の「地盤」を引用するが、現地と希薄な関

係に置かれがちな女性には議員になるような働きかけが

少ないと考えられる。加えて、現職議員内で女性議員が

極めて少ないことが女性に対して「女性が議員になるこ
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とは難しい」という意識を植え付けかねず、志せども立

候補を踏みとどまることになりかねない。特に地方議会

は多くの立候補者が当選することを考えれば、女性議員

比率を高める上ではより多くの女性が立候補をすること

が根本的に必要としえる。 

  

・出産・育児と議員職の両立、経験の活用 

 近年多く話題として取り挙げられているものに女性の

活用という考え方がある。少子高齢化に伴い労働力人口

が減少する中で労働力を確保するには出産・育児を経た

影響で離職し、非正規雇用としてのパート職や専業主婦

として眠っている女性の労働力で補い、今後の日本経済

の活性化を図ろうという考えの下に提唱されている。し

かし、まだまだ企業雇用環境や復職までのプロセスが十

分に確立されていないために出産育児後の復職は難し

い。 

その反面、議員職では勤務経験、出産・育児経験は本人

の実績として評価されるべき経験であり、経験の豊かさ

が一定以上求められる政治において、むしろ特別若い女

性よりも一度出産・育児のために離職し、復職を希望し

ている年代の女性こそが議員職としてその豊かな経験を

生かせるのである。また、一般的な民間企業のような出

退勤規定も少なく、国会や議会が招集されていない期間

は比較的柔軟な時間の過ごし方ができるなどワークライ

フバランスにおいても個々人の事情に耐える。このこと

から、民間企業への再就職などよりも育児や家事との両

立が容易な職業だといえよう。 

   

②地域的要因 

 ここでは、立候補には候補者本人の意思や経済状況な

どの個人要因だけでなく、選挙区の地域特性や市民特

性、公共サービスなども女性の立候補・当選に影響を与

えていることを示す。 

竹安（2002）では女性議員になった人物の中で周囲から

の担ぎ上げや推薦などが大きな立候補決定要因となって

いる女性が多くいると記されている。つまり、本人の立

候補意思や関心に伴わず、立候補者の身辺の人々やコミ

ュニティ影響が大きな影響を及ぼすことを示している。

この点で①地域コミュニティとの結びつきの強さは重要

な要因であるといえる。また、女性が立候補する上で最

大の地域的な阻害要因は②性別役割分業の考え方が根深

いという地域特性である。この考え方の下では、家事・

育児などが女性の大きな負担となるため、政治に費やせ

る時間の確保が難しく議員職との両立において非常に大

きな障壁となると述べられている。また、出馬地域から

十分な得票する上には、その地域社会の多くの住民から

の信任を勝ち取らなければならない。しかし③女性の場

合には周囲住民からの信頼を得ることが期待できる自治

会長のような地域社会の役職につくこと困難な状況にあ

る。したがって、地域社会から推薦を受けることが男性

よりも難しい。また、竹安（2004）では④女性が初立候

補時に不安に思った事項として「自分の力量」があらゆ

る議員において一番多い結果であるとしている。 

以上から①と④についてさらに触れる。①地域コミュニ

ティとの結びつきの強さを図る指標として竹安（2004）

では出生地と立候補地の一致不一致についても指摘をし

ている。男性・女性議員それぞれの出生地と立候補地は

2002 年全国地方議員調査において「男性議員の場合、政

党型を除いて『出生地と同じ』との回答が 75～85％とき

わめて高く、政党型議員の場合でも 50％を越えている。

これに対して女性議員は、地元型議員で約 50％、その他

の類型の議員の場合、逆に『都道府県が異なる』との回

答が 40％を越えて最も高く」なっているとしている。ま

た、我が国の政治家の特徴として概して地元との結びつ

きが強く、上記の結果から特に男性において地元性が高

いといえる。ここからも男性は地域社会から人的ネット

ワークや活動への理解を得ており、選挙の時には重要な

支援基盤となる。また、反対に女性は地元における支援

基盤が弱い候補者が多いといえる。また、④女性の初立

候補時の最大不安項目が「自分の力量」の不足であるこ

とについて竹安（2004）では Darcy, Welch・Clark 

（1994）を引用し「女性は社会の性別役割分業意識に基

づいて、自分自身の役割を家庭と家族に集中させてきた

結果、家庭以外の領域での活動経験の不足やキャリアの

中断のため自分自身の能力に対する不安感を抱いている

ことが、政治領域から女性を遠ざけている要因の一つで

ある」という指摘によって説明している。この現状をさ

らに読み解けば、女性の活動経験の不足による能力の未

熟さあるいは自信の不在を払拭できるような支援サービ

スが現段階において各地域で不足していることを意味し

ていると理解することができる。 

このように、女性の立候補を阻害する地域的要因は①地

域コミュニティの希薄さに伴う地域社会の支援基盤の脆

弱さ、②性別役割分業の根付いた地域における女性から

の「政治に費やすための時間」の喪失、③地元住民から

の信任を得られる役職への就任が難しいこと、④女性自

身の力量が不足しているあるいはそう思い込んでいるこ

とへの地域単位の教育・奨励支援の不足といった 4 つが

挙げられる。 

 

２ 仮説 

 

 では、このような状況の中で女性の政治参画を促す要

因は何であろうか。これに対する我々の仮説は、「地域

による女性参画の支援の充実、社会経済的要因という 2

つの地域的要因が議会における女性の代表性を高める」

である。 

 以下の分析では全国の市区データをもとに、市区議会

における女性議員割合が選挙区の女性支援、社会経済的

要因でどのように説明されるのかを明らかにする。 
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Ⅲ 先行研究・本稿の位置づけ 
 
「女性差別撤廃条約」「北京宣言および行動綱領」

「国連ミレニアム宣言」「ミレニアム開発目標」などか

ら見て取れるように、現代においてジェンダー平等や女

性のエンパワーメントの促進は国際的なトレンドであ

る。このような国際的潮流を受け、各国で女性運動が活

発化してきた。特に政策決定の場である政治分野におけ

る女性の過少代表性はどの国でもかなり問題視され、ク

オータ制等のさまざまなポジティブアクションがとられ

てきた。したがって女性の政治参画に関する研究はこれ

までに数多くなされている。しかし、それらの中で実証

分析を用いたものはほとんど見られない。参考とする研

究の数が限られているが、この章ではアメリカの市議会

における女性の代表性の決定要因を実証分析により推定

した Alozie・Manganaro（1992）を先行研究として紹

介する。 

 Alozie と Manganaro（1992）は、「議会サイズ（議

席数）」と「選挙制度」が市議会における女性の代表性

にどれほど影響力をもつかに焦点を当てて二つの分析を

行っている。一つは市議会における女性議員の割合を被

説明変数においた OLS 分析で、もう一つが議会に女性

議員がいれば”1”、いなければ”0”としたダミー変数

を被説明変数においたロジット分析である。説明変数に

は上述の「議会サイズ」と「選挙制度」に加えて「マイ

ノリティ人口」「地域ダミー」、市の規模としての「人

口」、社会経済的要因としての「女性の大学卒業者割

合」と「女性の管理職割合」をおいている。    

彼らは OLS 分析の推定結果から、議会サイズも選挙制

度も女性の政治代表性を説明するのには十分でないと結

論付けた。ただしロジット分析の結果からは、議会サイ

ズが「議会に女性がいるかどうか」に対して正の説明力

を持ち、且つ地方政府自身で操作可能な変数であること

を示唆している。また、課題として二つの分析モデルの

決定係数が非常に低いことにも言及しており、この分野

での計量経済を用いた研究の難しさを示している。 

米国と日本ではその政治や地域の状況が違いすぎるた

め、我が国で上記の先行研究の分析を再現するのは不可

能である。具体的には米国で言われる黒人やヒスパニッ

ク等の人種の多様性や、南部や北部による政治的嗜好の

違いもみられない。したがって日本独自の変数の追加が

必要不可欠であると考えた。 

これを受けて本稿の位置づけは、全国の市区（790 市と

東京 23 区）のデータを用いた分析を行い、女性市議会

議員割合に影響を与える地域的要因を探ることである。

仮説部分で述べたように、女性支援と社会経済的要因に

焦点を当てて分析を行う。本稿のオリジナリティとして

は、主に 3 点ある。①日本の市区を分析対象にしたこ

と、②新たに変数を追加したこと、③多重共線性を排除

したことである。これらにより、決定係数をあげること

に成功した。以下では分析に用いたデータとモデル、そ

れから得られた推定結果を述べる。 

 
Ⅳ 理論・分析 
 
１ データ 

 

分析の目的は現状の章で述べた仮説―地域による女性

参画の支援の充実、社会経済的要因という 2 つの地域的

要因が議会における女性の代表性を高める―を検証する

ことである。 

 本研究では、平成 22 年度の国勢調査、女性関連施設

データベース、各自治体の HP から全国 790 市、東京 23

区のデータを収集し重回帰分析を行う。 

 

２ 分析モデル 

 

（１）被説明変数 

 ここでは全市区（790 市、東京 23 区）の女性市区議員

割合を被説明変数においた。先行研究のようなロジット

分析を行わなかった理由は、日本の市区議会において女

性議員が存在しないものは全体の 10％にも満たなく、分

析結果においてアカデミックな議論を行えるほどの推定

結果を得られなかったからである。 

 

（２）説明変数 

・1 ㎢あたり女性施設数 

 その市区がどれだけ女性支援を行っているかという指

標として用いた。市区ごとに存在する女性関連施設数を

市区面積で割ったもので、正の説明力を持つと考え変数

に組み込んだ。 

・社会経済的要因 

 市区ごとの女性大学進学率、女性就業率、平均月収の

3 つである。女性が政治進出することへの受容度はある

程度の教育と労働の機会を得た人々ほど高くなるといわ

れており、先行研究でもこの受容度の指標として女性大

学卒業割合と女性管理職割合が用いられている。ただ

し、本稿では存在する市区データの都合上、大学卒業者

割合を女性大学進学者割合に、管理職割合を女性就業割

合に置き換えている。また、経済的安定が立候補を促す

と考え、平均月収を社会経済的要因として新たに追加し

た。 

・外国人割合 

 人口のうち外国人の占める割合である。その市区がど

れほど少数派に対する受容を持つかの指標として用い

た。少数派に対する受容度が高ければ女性の政治進出に

も寛容的であると考え変数に追加した。 
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・議会サイズ 

 先行研究と同様に、全国の市区議会ごとの総議席数を

おいた3。 

・女性候補者割合 

 日本の地方選挙の場合は女性立候補者の当選率が高い

ので、正の説明力を持つと考え変数に追加した。 

・母子家庭割合 

 総世帯に占める母子家庭の割合で、多いほど女性支援

を求める声が強まることから正の説明力を持つと考え変

数に追加した。 

なお各変数の記述等計量は表 2 の通りである。 

 

３ 推定結果 

 

 第 2 節の推定結果は表 3 の通りである。なお、統計ソ

フトは STATA11.2 を用いた。 

 結果として、議会サイズが負に有意に、女性候補者割

合・1 ㎢あたり女性関連施設数・平均月収が正に有意に

効いた。 

 まずは仮説の検証をする。仮説「地域による女性参画

の支援の充実、社会経済的要因という 2 つの地域的要因

が議会における女性の代表性を高める」は、女性参画支

援においては支持されると分かる。社会経済要因として

入れた変数のうち、女性大学進学率と女性就学率では有

意な結果が得られず、平均月収のみが正の説明力を持つ

結果となった。 

 また仮説に関連しない変数のうち、議会サイズが負に

有意に効いている。少ない議席数を争う選挙において女

性が男性に対して不利であると解釈できる。衛藤

（2007）をはじめ多くの研究者が女性立候補者にとっ

て、小選挙区よりも比例代表制のほうが当選しやすいと

述べている。 

 女性候補者割合は正に有意に効いており、このことか

ら当選率に関しては男女間での格差はほとんど存在しな

いということが分かる。女性の過少代表の大きな要因は

候補者数における圧倒的な男女差であるといえる。 

 

４ 分析結果と政策提言の方向性 

 

 この節では前節の分析をまとめ、そこから繋がる政策

提言の方向性について述べる。 

 前節では全国の市区議会における女性議員の割合を選

挙区の地域的要因で分析した。その結果、①女性支援が

充実している地域ほど女性議員割合が高い、②女性の候

補者割合が高いほど女性議員割合も高くなる、という結

果が得られた。我々はこの結果をもとに、「女性の政治

                                                     
3 先行研究では市の規模の指標として人口を用いていたが、日

本の場合人口は議席数と大きな相関を持っているため、本研

究では議席数を残し人口を変数から除外した。 

への関心・知識・能力を高める政策」と「女性候補者を

増やす政策」を提言する。 

 前章では女性の政治参画を促進するために、「女性の

政治への関心・知識・能力を高める政策」と「女性候補

者を増やす政策」が重要であると結論付けた。 

 この章では上記の知見をもとに、「自治体による『女

性と政策』に関する定期セミナーの導入」と「衆議院議

員総選挙比例代表クォータ制の導入」を提言する。ま

た、クオータ制導入に関して政党へインセンティブを与

えるため、「供託金の減額」、「政党交付金の算定方法

の変更」、という 2 つの政策を提言する。 

 
Ⅴ 政策提言 
 
１ 「女性と政策」に関する定期セミナー 

 

 前章の市区議会における女性議員比率に関する分析に

より、「単位面積当たりの女性関連施設数が多い地域ほ

ど、市区議会における女性議員比率が高い」つまり、

「女性支援が充実しており、女性関連施設へのアクセス

が容易な市区ほど、その市区議会の女性議員比率が高

い」という結果が導かれた。また、竹安（2004）では

「立候補に対して女性議員が直面した不安は『力量の不

足』」であると 2002 年全国地方議員調査データから分

析している。我々は女性の政治参画を本稿のテーマとす

るにあたり、女性の立候補者数が少ないことが原因で議

会における男女の数的バランスに偏りが生じていること

に問題意識を持っている。このため、女性の根本的な議

員職・政治への関心を高めることを趣旨とした政策提言

を行う。 

 

（１）提言内容 

 NPO・NGO に従事している女性を主な対象とし、女

性関連施設等にて定期セミナーを開催することを総務省

と市区自治体へ提言する。女性の中でも特に受講対象を

NPO・NGO 女性従事者とするのだが、その理由は 3 つ

ある。①一般的な市民よりも NPO・NGO メンバーは社

会問題への関心が強いこと。②NPO・NGO といった活

動団体であるため、考えや理想を実行に移す経験を積み

実践的なスキルを有していること。③公聴会など市民を

代表してスピーチが可能な場に NPO・NGO メンバーと

して意見表明経験のあるメンバーなどがおり実践的な経

験を評価できることである。これらの理由より、政治家

として立候補するにあたって必要な力量や支援を得られ

る母体が備わっていると考えられる。なお、具体的な定

期セミナーの内容としては「女性・福祉とそれに対する

政策」について考えるワークショップ型や前述した

NPO・NGO 経験があるからこそ議員職へ適任であるこ

とと議員職に就くことの利点などについて紹介する形式

が考えられる。また、実際に現職議員などを招いての講
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演など各女性関連施設により柔軟なコンテンツ内容を認

めることでより多くの NPO・NGO 女性メンバーでの開

催と反響を確保する。 

 

（２）「「女性と政策」に関する定期セミナー」制度の

実現可能性 

 我々はこの「「女性と政策」に関する定期セミナー」

制度の考案にあたり、NPO 法人「フィフティ・ネッ

ト」、財団法人「市川房枝記念会 女性と政治センター」

および「全国フェミニスト議員連盟」などの取り組みを

参考にした。 

 具体的には活動開始から 10 年を超えた実績のある

NPO 法人「フィフティ・ネット」の行う「バックアッ

プ・スクール in 関西」と呼ばれる支援活動である。これ

は政治への関心のある女性や立候補を目指している女性

に対して、政策立案方法や議会の仕組み、選挙時のノウ

ハウなどを網羅的に専門家が教えるプログラムである。

また、街頭演説練習や選挙シミュレーションなど実践的

なプログラムを始め支援基金や情報誌発行なども行われ

ている。さらには、女性議員と立候補者間の情報交換や

ネットワーク支援も行っており極めて幅広いサポートな

されるという点で非常に先進的かつ有意義な事例であ

る。しかし、このような充実のプログラムにも 3 つの問

題点がある。①支援団体が稀少なため多くの人がこのよ

うなサポートを受けることができない。②各支援団体の

活動範囲が局地的なため、サポートを受けられる地域が

限定されている。③既に議員や政治に関心を有する女性

を対象としており、そもそも政治に無関心な女性や議員

職の魅力に気づけていない女性への働きかけが難しい。

ここで「「女性と政策」に関する定期セミナーの導入」

を実施した場合に、同様の問題が起こるかを検討した

い。 

 ①支援団体の稀少性によって、サポートを受けられる

人数が限定的になる問題について。公共福祉サービスと

しての NPO・NGO 女性従事者を主な対象とした定期セ

ミナーの場合には女性関連施設、具体的には市区行政主

体の「男女共同参画センター」や「婦人の家」などにて

各所開催されるため、相当数のセミナーが行われ多くの

人を対象に行うことができる。したがって、NPO 法人

等、民間自主支援団体が提供しているプログラムが抱え

る受け入れ人数が限定される問題は生じない。 

 ②各支援団体の活動範囲が狭小であるために支援提供

地域が限定されてしまう問題について。定期セミナーは

団体単位ではなく、女性関連施設ごとに統一的に行われ

るため、地域によるプログラムの提供可否などの差は限

りなく軽減される。本来的に、女性関連施設は男女平

等・男女共同参画を図る様々なセミナーを開催すること

や開催するための場所の提供を設置目的としている。こ

のように、団体で展開されているプログラムを施設単位

で展開いていくことでより広範に効果的にサービスを提

供できる。よって、支援提供地域が限定されてしまうよ

うな問題は生じない。 

 ③政治に無関心な女性や議員職の魅力に気づけていな

い女性が対象外となっている問題について。我々の政策

が実施される場所は女性関連施設であり、前述の通り

「男女共同参画センター」や「婦人の家」といったもの

である。これらの多くは、学習室と呼ばれる部屋を有

し、そこは多くの地元 NPO・NGO にとって極めて貴重

な集会・活動の場所となっている。このことは NPO・

NGO に従事しているメンバーへ様々な案内をすること

が容易であり、女性メンバーもその例外ではない。つま

り、彼女らを招待する形でセミナーを開催することは可

能である。NPO・NGO 所属メンバーはその所属団体の

ボランティア分野に関しての関心は強いが必ずしも初め

から政治に強い関心を持っているわけではない。しか

し、NPO・NGO が携わっている分野・社会問題は多く

の場合、非常に深い部分で政治と関与している。あるい

は、政治によって根本解決も目指せる場合がある。この

ように開催場所と対象を限定することで政治に「未関

心」な女性や議員職の魅力に気づいていない女性への働

きかけが可能となる。 

 

（３）「「女性と政策」に関する定期セミナー」制度の

必要性と効果 

 女性と一口に言っても、極めて幅広い層がある。例え

ば、A：女性議員や女性立候補予定者のような既に強い

政治的関心を有する層、B：NPO・NGO や PTA 役員と

いった特定の分野への関心が強く実際に行動を伴う活動

を行っている層、C：就業・出産・育児経験などを有す

る特定の分野に関心はあるが特に活動をしていない一般

女性層といったものである。この中で我々は B にあたる

層に注目した。その理由は 3 つある。①A にあたる層の

内、女性議員は所属政党や超党派グループなどへ求めれ

ばスキルアップや教育を受ける機会を比較的容易に享受

できると考えたためであり、立候補予定者もまた今回参

考としている「バックアップ・スクール」のような民間

レベルでのサポートが存在しているためである。また、

②C にあたる一般女性層は、政治関心が強くなく特に団

体として行動をしていない以上、彼女たちを対象にセミ

ナーを開くことは求心力の低さから難しいと判断したた

めである。最後に、③B の層は前述の通り、特定の分野

への関心が非常に強い。これらの関心分野は政治と深く

関わっていることが多分にある。この点から、我々は政

治と彼女たちの活動分野を絡めることによって集客に十

分な求心力を得ることができると判断した。 

 関心分野の多様性と活動場所が女性関連施設に集中し

やすい NPO・NGO を特に今回の政策の対象とすること

にする。NPO・NGO に従事しているメンバーはその団

体の支援目標となる分野において自らが最大限有効な支

援を行うことで事態の維持や問題の解決を目指す。その
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ため、議員となり政策や規則策定に関わることがより効

率的に成果を挙げられると知れば、議員職を魅力的に考

えることになるであろう。少なくともこれまで以上に政

治への関心を強くすることだろう。ここで、我々が政治

に強く関心を持つ女性を増やすことを重視している理由

は次のような考え方にある。「女性議員を増やすために

は、女性立候補予定者を増やすことが必要だが、そもそ

も政治への関心の強い女性を作らないことには女性候補

予定者は生まれない。」 

 このように、政治に関心がある女性や議員職への魅力

に気づく女性を増やす上でも、特定の分野に強い関心を

持ち、団体に所属し具体的な行動をしている経験豊かな

人材である NPO・NGO 従事女性メンバーは非常に重要

な層だと言える。各メンバーの得意とする分野について

政治的観点から眺めるなどのワークショップを通して、

政治への関心を高められれば NPO・NGO という強いコ

ミュニティと一定の支援者を持った極めて有力な立候補

者になるためである。我々の政策が継続的に行われるこ

とで政治強い関心を持った女性が増えれば、女性からの

議員への立候補者も増えて行き、結果として女性議員の

割合が増していくことであろう。そして、次第に議会に

おける男女バランスの偏りが解消され、男女ともに発議

しやすくバランスの取れた議論がなされ、より両性が過

ごしやすい生活が保障されるようになると考えられる。 

 

２ 衆議院議員総選挙比例代表クォータ制導入 

 

（１）現在の国政選挙の仕組みと現状 

 現在、衆議院議員総選挙と参議院議員通常選挙では、

異なる選挙の仕組みがとられている。 

 まず、総選挙であるが、これは全国を 300 の選挙区に

分けて 1 人を選出する小選挙区と、11 ブロックで総定数

180 人を選出する比例代表から成り、計 480 議席を争

う。小選挙区の投票用紙には候補者名を、比例代表には

政党名をそれぞれ記入する。総選挙の比例代表では、拘

束名簿式が採用されており、ブロックごとに、政党の得

票数に応じて議席が配分され、名簿順に各党の当選者が

決まる。この名簿の順位は、事前に政党が決め、届け出

がなされる。 

 一方、通常選挙では、総定数 242 の半数を 3 年ごとに

改選し、選挙区では 73 人、比例区では 48 人が選出され

る。選挙区数は、都道府県がそれぞれ 1 選挙区となって

おり、選挙区ごとに 1 人から 5 人が改選される。比例区

は、全国を 1 選挙区とした比例代表制を採用しており、

個人名か政党名のいずれかで投票できる非拘束名簿式で

実施している点で衆院選と異なっている。個人票と政党

票を合算した票数が政党の総得票数となり、これによっ

て各党の当選人数が確定し、政党ごとに個人票の多い順

で当選が決まる。 

 ここで、総選挙と通常選挙の比例代表の制度の違いに

着目したい。衆議院においては、拘束名簿式が採用され

ているため、政党が独自に名簿の順位を決めることがで

き、当選させたい者を上位におくことができる。一方、

参議院では、非拘束名簿式が採られているため、各候補

者は、当選するために同じ政党の候補者より多くの個人

票を集める必要がある。このことから、我々は、通常選

挙の比例代表においてクォータ制を導入しても、女性候

補者がどれだけ当選するかは個人の力量によるところが

大きくあり、女性候補者にとって当選するにはかなり高

いハードルになるのではないかと考えた。そこで、我々

は、政党が選挙前に任意に名簿の順を決定することがで

きる総選挙の比例代表においてクォータ制を導入するこ

とを提言したい。 

 

（２）政策提言 

 我々が提言する「衆議院議員総選挙比例代表へのクォ

ータ制導入」とは、総選挙の比例代表の各党の名簿に、

女性候補者を全比例代表候補者数の 30％に達するまで 3

人に 1 人以上入れるという方法で行うものである。「女

性候補者を全比例代表候補者数の 30%に達するまで 3 人

に 1 人以上入れる」というのは、拘束名簿式のもとで

は、名簿の順が下位にいくほど当選確率は低くなってし

まうため、女性候補者を増やしたものの、名簿の下位に

名前を並べ、実際は当選できないという事態が起きうる

ことを想定し、女性候補者の名前を上位に多く入れてお

くことで、その当選する可能性を高めることを目的に設

定した。また、30％という数値は、政府の掲げている

「2020 年までにあらゆる指導的地位にいる女性の割合を

30％に引き上げる」という数値目標に倣った。 

 

（３）クォータ制導入の効果 

 平成 26 年 1 月現在、衆議院における女性議員は、選

挙区 16 人、比例代表 23 人の計 39 人4であり、その割合

は、選挙区では 5.3％、比例代表では 12.8％、衆議院全

体で 8％である。ここで、我々の提案するクォータ制を

比例代表に導入し、比例代表の女性議員の割合が 30％に

なったと仮定すると、その人数は 180 人のうちの 30％で

あるから 54 人となり、衆議院全体の女性議員数が 70 人

に増加し、その割合は 14.6％に上昇する。衆議院の女性

議員の最多人数が 54 人（2009 年総選挙時）であること

を考えると、このクォータ制を導入することに大きな効

果が期待できると結論付けることが可能だろう。 

 

 

 

                                                     
4 特定非営利活動法人 意思決定の場に女性を増やす『衆議院

での女性議員比率』

http://www.geocities.jp/senkyo_power/data/num_01_shu.ht

ml 
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（４）政党へのインセンティブ付与のための提言 

 このクォータ制を導入する政党へのインセンティブと

して、①供託金の減額②政党交付金の算出方法の変更、

という 2 つを提言する。 

  

①供託金の減額 

 まず、供託金の減額について説明する。現在、衆議院

議員総選挙の比例代表の供託金は 1 候補者につき 600 万

円とされており、小選挙区と重複立候補する者において

も、小選挙区の供託金 300 万円とは別に 300 万円がかか

るため、比例代表のみに出馬する候補者と同様に 600 万

円が必要である。この供託金の制度は、公営選挙におい

て、売名目的の候補者や泡沫候補、泡沫政党が出馬する

ことを未然に防ぐことを目的として設けられている。そ

のため、この 600 万円という金額は、比例代表に立候補

する者にとって非常に大きな足かせになるという批判も

なされている。ここで、我々は、全比例代表候補者の

30%以上を女性にした党の比例代表での女性候補者の供

託金を減額することで、女性がより比例代表に立候補し

やすくすることが可能だと考えた。この供託金というも

のは、当落に関係なく、一定の票数を獲得すれば候補者

に返還される上に、比例代表で議席を争えるような政党

から売名目的の候補者や泡沫候補が出馬するとは考えに

くいため、このように減額しても大きな問題にはならな

いと結論付けた。 

 

②政党交付金算出方法の変更 

 次に②政党交付金の算出方法の変更について述べる。

政党交付金とは政党に対し国庫から交付される資金であ

る。決められた交付金の中で、届出をした政党が「議員

数割」、「得票数割」の二つに応じてそのパイを取り合

うのである。ここでは「議員数割」の算出方法の変更を

提言する。 

 現在交付金の議員数割は総額の 1/2 を占めている。こ

の配分方法は、その政党に所属する衆参両院の議員数を

各政党に所属する議員の総数で割り、議員数の割合を出

し、それに議員数割の総額を乗じて算定するというもの

である（図 3）。 

 ここでの我々の提言は衆参議員数を点数化することで

ある。具体的には男性議員を 1 点、女性議員を 2 点とし

て上記の計算方法で算出、配分する。これにより政党に

対して女性議員を擁立するインセンティブを付与する。

また、交付金の総額は変わらず、国の支出も変わらない

ので実現可能性は存在すると考える。 

以上 2 つの提言とともに衆議院比例代表クォータ制を提

言する。 

 

（５）クォータ制への批判 

 クォータ制の導入に関しては日本でも多くの議論がな

されてきた。それにもかかわらず導入に至らなかったの

は「平等機会の制約」が存在するという批判によるもの

が大きい。つまりクォータ制で女性に一定割合振り分け

るのは、本来平等に与えられるべきである機会を制限し

てしまうというのである。これに対する反論を衛藤

（2007）から借りて本節の締めとする。 

 

『選挙クォータは、政治的弱者集団の代表性を向上させ

ることを目的としている。この目的は、市場の論理には

そぐわないが、政治の民主的運営に抵触するものではな

い。というより、政治代表の多様性を高めるため積極的

な方法として、民主主義に貢献する。有権者にとって

は、選択肢がより広がることでもある。議会の立候補者

は雇用の場の志望者とはやはりその性質において異なっ

ている。』5 

 
Ⅵ おわりに 
 
本稿では政治分野における女性のエンパワーメントを

促進させる要因を探ることを目的に、全国 790 市、東京

23 区のデータを用いて重回帰分析を行った。その結果、

「女性支援の充実」や、「平均月収」、「女性候補者割

合」が正に有意、「議会サイズ」が負に有意に効くこと

が分かった。この結果を踏まえて、女性の政治への関

心・知識・能力を自治体による支援で高めることを目的

とした「自治体による『女性と政策』に関する定期セミ

ナーの導入」と、衆議院議員比例代表選挙において政党

に候補者の女性の割合を 30％以上にすることを義務づけ

る「衆議院議員総選挙比例代表クォータ制の導入」の二

つの政策を提言する。政党にインセンティブ付与するた

めに「供託金の減額」、「政党交付金の算定方法の変

更」、という 2 つの政策を提言した。クォータ制の是非

については、衛藤（2007）においてクォータ制導入に対

する批評と反論が一通り述べられているので、そちらを

参考にしていただきたい。 

 しかし本稿には以下のような課題も残されている。ま

ずは、女性が政治参加することで社会的メリットが得ら

れるということを実証的に明らかにできていない点であ

る。国際社会の潮流も女性のエンパワーメントを促進す

ることは必要なことであると前提にしており、実際に

様々な理論的研究もなされている。本稿でも理論ではそ

のメリットに触れているが、女性の政治参画による社会

的効果の実証は行えていない。その部分での研究が進め

ば、政治への女性参画反対派の説得もよりスムーズに行

えるだろう。次に、市区議会の女性割合であるが、地域

的要因だけでは十分に説明しきれない部分もあるという

点である。推定結果では候補者が正に優位に効いていた

が、そもそも日本の場合は女性の候補者自体が少ない。

                                                     
5 彼女は先に平等の制約が労働市場（資本主義）に当てはまる

が、議会（民主主義）においてはその合理性が認められない

と述べている。 
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立候補にいたるまでには地域的要因よりもむしろ、個人

的な要因が大きな説明力をもつだろう。この点は今後議

員の個票データを用いた分析で明らかにしていくしかな

い。女性議員を増やすためには、現在議員を務めている

方々の協力も必要不可欠である。 

 最後に、本稿が女性の政治に関する関心・知識・能力

向上のきっかけとなり、政治における女性の過少代表性

を是正する一助になることを願い、本稿を締めくくる。 
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図表 

図 1 女性管理職割合の変化 

「賃金構造基本統計調査」より筆者作成 

 

図 2 女性議員割合の変化 

総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調べ」と 

国立女性教育会館「女性国会議員数の推移」より筆者作成 

 

表 1 GGGI における日本の順位 

経済活動への 

参加と機会 

政治的 

エンパワーメント 
健康と生存 教育機会 

104 位 118 位 34 位 91 位 
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表 2 記述統計量 

 
表 3 OLS 推定結果 

 

変数 サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値

女性議員割合 812 0.1296324 0.0830449 0 0.4285714

議会サイズ 812 24.46429 9.35424 1 86

女性/男性　大学進学者割合　 796 1.163369 0.7954251 0.0833333 13

女性/男性　就業者割合 812 0.8389057 0.2153368 0.5761384 2.452065

外国人割合 812 0.0102833 0.0093767 0.0006176 0.0788884

女性/男性　候補者割合 797 0.1478789 0.1407302 -1.970588 0.65

1㎢あたり女性関連施設数 812 0.0085167 0.023007 0 0.3436426

母子家庭割合 812 0.0765177 0.011198 0.0422912 0.1242943

平均月収 812 393820.1 31238.38 309985 481104

説明変数 Coef. Std.Err t P>t

議会サイズ -0.0005187 0.000292 -1.78 0.076 -0.00109 5.42E-05 *

女性/男性　大学進学者割合　 -0.0000515 0.002757 -0.02 0.985 -0.00546 0.00536

女性/男性　就業者割合 -0.0031853 0.011159 -0.29 0.775 -0.02509 0.018721

外国人割合 0.4404549 0.283047 1.56 0.12 -0.11518 0.996089

女性/男性　候補者割合 0.2898047 0.016216 17.87 0 0.257972 0.321638 ***

1㎢あたり女性関連施設数 0.4334292 0.103117 4.2 0 0.231007 0.635851 ***

母子家庭割合 0.077376 0.232427 0.33 0.739 -0.37889 0.53364

平均月収 7.48E-07 9.61E-08 7.78 0 5.60E-07 9.37E-07 ***

[95%Conf.Interval]

サンプル数：781　　R-squared＝0.4662

　　※***1％水準,　**5％水準,　*10％水準で有意
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図 3. 政党交付金の配分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  総務省「政党交付金の額の算定と交付手続き 
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